
¢鰯t劃 雄 加u伽tion

国際商取引に伴 う法的諸問題(7)

ゾ へ

{ト ラス ト60研 究叢書)
ノ

平 成10年10月

財団法人 トラ ス ト60



l

ll

㍑

li

日

り
1

i

1⊥

占

ll

匡
ll

ll

発刊 にあたって

「国際金融 ・貿易 に係わ る法務 に関す る研究会」 は、足掛け8年 にわたって、国際法、国

際取引法、企業組織法、無体財産法、租税法 などの研 究者が参集 し、時 にはゲ ス ト ・ス ピ

ー カー を交 え、 それ ぞれの立場か らの活発 な議論 を展開 して まい りました。

この度平成9年 度の研 究成果 として 「国際商取 引 に伴 う法 的諸 問題(7)」 と題 しま し

た論文集 を刊行 す ることとな りました。本書 は以下の5編 に よ り構成 され ています。

・「新 しい金融の流れ」へ の国際的視野P(石 黒)

昨今頻繁 に用 い られ る 「グローバ ル ・スタンダー ド」 とい う用語 に対す る疑念か ら諦 を

お こし、 日本 の金融 におけ る 「非 国際性」の問題 を扱 ってい ます。

・国際経済体制の法構造－WTOの 「成功」 とMAIの 「停 滞」(小 寺)

世 界貿易機構(WTO)と 多数 国間投 資協定(MAI)を 対 比 して、 その国際経 済体 制の

法構造 の検討 によ りWTOの 優位性 を述べ てい ます。

・マ ルチメデ ィア ・ネ ッ トワー クと著作権法一 最近の状 況(相 澤)

コン ピュー タの発達 によ りマルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク化 した社会 にお け る著作権 法

か らの対応 を考察 してい ます。

・国際化 のなかの地方法人課税 所得型 ・加 算型付加価 値税 の検討(水 野)

国際競争力か ら、法人税率 引 き下 げの要請が高 まるなかで、事業税 を中心 に地方法人課

税 の方 向につ いての検討 を行 い、 また国際比較の ために外国課税 を参照 してい ます。

・利益 ・損失の付 け替 えと課税(中 里)

ファイナンスの理論か ら租税法 を分析す るとい う手法 によ り 「利益 の付け替 え」 を論 じ

た ものです。

それぞれ非常 に コンテンポラ リー な視野 に立 った論文 である と申せ ま しょう。専 門分 野

の方 のみな らず、是非、広 くの読者 にお読み いただ くこ とを願 ってや み ません。

最後 にな りま したが、 月1回 ペー スの研 究会 に ご参加 いただ いてお ります 委員 の先生

方、 またお忙 しい時間 をぬ って ご寄稿 いただ きま した先生方に感謝 申 し上 げます。

平成10年10月

財 団法人 トラス ト60
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1「 新 しい金 融 の流れ」 と 「日本 版金 融 ピ ッ クバ ン」?国 際性 の致 命 的 な欠如 と

「二つの問題群」

2「 第一の問題群」 「グ ローバ ル ・スタンダー ド」論 とWTO・OECD・ISO

3「 第二の 問題 群」 「羅針 盤 な き日本」 と国際性 の欠如 した わが国 際金 融界 の過

去 ・現在 ・未来

むす びにか えて

[参考]:「21世 紀におけ る地域社会 と郵便局」(於:鳥 取中央郵便局1998.3.21)
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は じ め に

平成10(1998)年4月1-9日 に、私は前年 の郵 政3事 業 民営化 をめ ぐる行 革論議(そ

れについては、石黒 「平成9年 《行革》回顧"郵 政3事 業 民営化 ・テレ コム行 政分 断"

との孤独 な戦 い(上)(下)」 貿易 と関税1998年3月 号50頁 以下、 同4月 号146頁 以下)と

の関係 で、ベル ギー ・イギ リスに出張 した。行 革会議最終報告IV2(1)② オ(「 郵 便事業

へ の民間企業 の参 入につ いて、 その具 体的 条件 の検討 に入 る。」)と の 関係 での調 査 で あ

る。

テ レコムの場合 には、先進地域 ・都 市部 の競争 活発化 にばか り目が向け られ易 いが、郵

便 の場合には、局員が一々 「配達 」 をせ ねばな らず、 しか も、 いわゆ る宅 配便 の配達個数

総計 といわゆ る信書の それ とが圧倒 的に違 う、等々 の一連 の基本的問題 があ る(行 革絡 み

の 日本 での問題の全体像 については、 同・前掲98年3月 号 を見 よ)。 重 さ平均15キ ロの信 書

用革鞄 とは別 に小 包等 をぶ ら下 げて、折か らの膝雨 の中、次々 と歩 いて、が っし りと した

体格の男性職 員 たちと ともに配達 に出るブ リュ ッセル中央郵便局の女性職員(そ の比率20

%)の 重労働 。 「不況 の 日本」 とは比べ ものにな らぬ高失業率の ヨー ロッパ の現状 と

根無 し草的 な 「市場 原理万能論」。更 に、世 界で最初 の 「福 祉 国家」宣言 を捨てて今 まさ

に 「市場の論理 ですべ て を語 る」式 の改革 を断行 したニ ュー ジー ラン ドの 「惨状」 におい

て、hurnandignityを いか に確保すべ きか、 といった人間存在の根源的 な問題が提起 され

て いる一方、 「女性 が妊娠 して働 けな くな るの も自己責任 だ」 といった こ とが語 られ てい

る現実(貿 易 と関税97年12月 号 で論 じた)。 それ らすべ て を一瞬の うちに思 い出 しつつ、

ブ リュ ッセルの女性配達員 の後 ろ姿に私 が感 じたものは、「"市場"が"人 間"を 食 い始め

て いる」 といった こ とであ った。 なぜ そ う感 じたか、 また、 それか ら先 のこ とにつ いて

は、いずれ論 ず る。

なぜ金 融 を論ず るのに、郵便 か ち語 り始め るのか。分 野 を問 わず、「社 会全体 の利益」

とい うものを 「市場競争」 との関係 で どう考 え るべ きかが問われているのが、世紀末(と

い うよりは 「末法」)の 我々の世 界の現実 であ る。 「ユ ニヴ ァー サル・サー ビス」の言葉は、

郵便 の場合、 テレコム とは比較にな らぬほ どの重 み を有 してい る。EUで も、概 して ヨー

ロ ッパ委員会 は競争導入に積極 的だが、 日本 の行革論議 がいわゆるエイ ジェンシー化 論 と
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の 関係で大いに着 目したイギ リスで は、郵便局 の民営化 の動 きが ス トップ して久 しい。 も

とよ り、労働党 政権 誕生 よ りも前 の出来事 であ る。平 成9(1997)年 の行 革論議 に際 し

て、郵 便局にスーパー ・マーケ ッ トを併設 し、 ポス ト ・シ ョップ化 して収益性 を維持す れ

ば ク リーム ・スキ ミング的参 入 を信書について認め て もユ ニヴァーサル ・サー ビス を維持

で きるはずだ、 といった 「定性的 ・非定量的」 印象論が語 られたが、 イギ リスでそれ も調

査 して来た。 そこか らの収益 がいかにニ ッチな ものか につ いて、 である。

他 方、欧米が用意 したシナ リオの中で しか議論 で きない今 の 日本の産 ・学 ・政 ・官 の リ

ー ダー達の非主体性 が問題 で あ り
、 その意味 で、例 えば鳥取 県八頭郡 智頭 町の 「ひ まわ

り」 の例 が、行 革論議 との関係 でではあれ、 シカゴ ・トリビュー ン紙に報道 され、地域住

民 と 「官」 との新 た な暖か い関係 の模 範 として注 目され始 め てい るこ と(M.A.Lev

[TribuneStaffWriter],Japaninfuroroverpostalserviceplan,ChicagoTribune,

Nov.16.1997.)を 、戦略 的に どう構成 し、「ア ジア(日 本)発 世 界へ」 の発信へ と結び付

け るか、 とい った視 点が一切 ない こ とな ども、大 いに問題 と思 われ る。 ちなみにIbidに

は、"Thisnationlovesitspostoffice,whichisanotherwayofsaying仇 α'ノφαη 輪s

sα雁%乃4励 κ艀 似εαsαδo%〃舵 γ01θq〆go%γη勿θ%'吻 吻吻1舵.";"Theassumption

thatthegovernmentcandoajobbetterthantheprivatesectorisrarelyheardinthe

U.S.";"lndeed,aJapanesepostofficeisthecornerstoneofanyneighborhood."と い っ

た指摘が ある。 こうした過疎地域発 の暖か い発 想(平 成10[1998]年 度 において、全国展

開 され ることになった)を 、1997年 アメ リカ経済 白書(エ コノ ミス ト臨時増刊1997年4月

28日 号 に全 訳あ り)第6章 の政府 の役割論(市 場オン リー の発想 とは明確 に一線 を画 して

いる!)と ぶつ け、不毛 な行革 ・規制緩和論議 か ら一 日も早 く脱却す るこ とが、先決であ

る。 と書 いて も、 その基本的趣 旨す ら現段 階ではおそ ら くお分か り戴け まいが、貿易

と関税98年5月 号以下 に半年以上連載す る長 い論文 を経 て、更 にその先 で論ず る。

ところで、智頭 の 「ひまわ り」 といって も何 の ことか分か らないであろ う。一言のみす

れば、過 疎県鳥取 の山奥の人 口1万 人の この町 で、一人住 まいの老人の家 を毎 日郵便局員

(外務 員)が まわ り(毎 日まわ るか ら 「ひ まわ り」)、薬や 生活必 需品の注文 をひまわ り用

のはが きに書 き込 んで もらって、町役場 等 との連携 の もとに、地域住民 のクオ リティ ・オ

ヴ ・ライフ を高め て行 くので ある。防災 とい う全 く別の観点か らも、かか る地域社会 固有

の営為 が英文 ・独文の専 門の論 文に も紹介 され、静か な国際的浸透 を見せ つつあ るのであ
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る。

「市場競争」 で人間活動の全領域 を支 配 しよ うな どとい う野蛮極 ま りない営み は、 この

日本で も、平成9(1997)年 後半以来の危機 認識の 中で、正 当に も色挺せつつ あ るが、 そ

れに して も危機 に至 る まで 「市場、市場」 と叫んで一連の改革 を即座 に断行せ よ とす る陣

営 の中にあった指導的 な経 済学者が、状況の変化 に応 じて(?)「 やみ くもな規制 緩和 は

か えって競争過程 を阻害す る」 な どと発 言す るに至 るこ とは、全 く理解 できないこ とであ

る(こ の点 につ いて は、石黒 ・前掲貿易 と関税98年4月 号150頁 注7を 見 よ)。 単 なる変 わ

り身の早 さ、 といったこ とでは説明で きない大 問題 が、あ るのである(象 徴 的 なこ ととし

て、塩 野谷祐一 ・価値 理 念の構 造 効 用対権 利[1984東 洋 経済新報社]の 著 者 が行

革 ・規制緩和論議に際 して一体何 を言っていたのか、 また、 その後 の状況の変化 の 中で何

を言 うのか も、問題 とすべ きであ る。 これは、 もはや"学 問的 アカウンタビ リティ"の 問

題 である、 と言 うべ きで はないか)。

5



司

1「 新 しい金 融の流 れ」 と 「日本版金 融 ビ ッグバ ン」?

国際性の致命的な欠如 と 「二つの問題群」

上記 の欧州 出張か らの帰国翌 日(翌 朝D、 私 は大蔵省 の某懇談会 で報告 をす るこ とに

なっていた。 「新 しい金 融 の流 れ」 を論 ず るはず なの に、何か 「言葉 の綾取 り」 と 「陣取

り合戦」 に終始 す るよ うな 「流れ」(丸 ドメ[ま るで ドメス ティ ック]論 に終 始)ゆ え、

相 当頭 に来て 口を開けば紋切 り型 の発言 ばか りしていたが、 その雑 音へ のガス抜 きも兼ね

て、一応の発言の機会 を与 えられ た、 とい うことであ ろ うと思 われ る。"傍 流"的 問題 と

して 「国際」 を、 リップ ・サー ビス的 に扱 えば済む と思 ってい る人々に対 して、何 をか言

わんや、 とは思 うが、私 の言いたい(言 いたか った)こ との骨子は、 以下 の点 にある。

第1に 、「金 融 ビッグバ ン」 を某首相 がなぜ 突然言 い出 したのか。 なぜ 日本 の金 融界の

中で トリプルAが 自然 な形 でまだ、唯一の優 良業種 的に残 っていた 「損保」が狙 い撃 ちさ

れ、 日米保 険合意 でク り一ム ・スキ ミング型対 日参 入が 自動車 の任意保 険等 で認め られ、

算定会制度 まで骨抜 きに し、云々の こ とが断行 されたのか(詳 細 は、石黒 ・貿易 と関税97

年9-12月 号 の連載論文 を見 よ)。 残 ってい た損保 も駄 目に して おいて(正 確 には、 そ う

な る下地 をあえて作 っておいて)「 さあ、 ビ ッグバ ンだ」 とい うの はなぜ なのか、 とい う

ことであ る。 また、平成9(1997)年 の行革最終決着へ の暗 闘の中で、 なぜ郵貯 ・簡保 の

「全額 自主運用」 に、某首相 のみ(1)が こだわ ったのか。 それ と一連 の(と い うよ りも

極 めて システマ ティックに)発 生 した金 融不祥事 とを重ね合 わせ ると、数百兆円の運用 に

関与す る金融機関は、常識的に どこのそれ となるのか(同 ・98年3月 号52頁 以下参照!)。

こうした問題の裏 に 「国際政治」 ない し 「ある大 国の意 向」 といったもの をイ ンプ ッ

トした とき、何が見 えて来 るのか。 そ こをまず もって注視せ よ、 というのが私 の一番 に言

いたい ことであ る。

第2に 、「金融 ビッグバ ン」のプ ラカー ドには三つの言葉 が キャンペー ン風に書かれ て

い るが、 「フ リー」 と 「フェア」 は ともか くとして、「グローバル」の意味が終始不 明なの

はなぜ なのか、の問題 があ る。 この点 を 「二つの問題群 」に分 けて素描 す るのが、本稿の

これか ら先 の任務 とな る(あ らか じめ一 言 してお こ う。 「第一 の問題群 」は、金 融 を含め

たグローバ ルで性 急な枠組 み作 りと関係す る。「第二の 問題群 」は、 日本 の、特 に金融に

6
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ついて露呈 され て久 しい 「非 国際性」の問題 であ る。後者については、後 に具体例 をラン

ダム抽 出す るが、1981-82年 の スイス留 学以来、金 融の分 野で私 が書 いて きたこ とのほ と

ん どすべ てが関係す る。 それ を一々引用 すべ きか とも思われ るが、 もはや相手方 の 自己責

任 の問題 である、 とさすが に私 も言 いたい。 これ以上 、無駄な ことは した くない、 とい う

私 の内部 の一方の声に、 ここでは従 ってお きたい)。
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2「 第 一 の 問題 群 」 「グ ロー バ ル ・ス タ ン ダ ー ド」論 と

WTO・OECD・ISO

「グロー バル ・ス タンダー ド」 とい う言葉が 「金融 ビ ッグバ ン」 その もの と連動す る形

で、 さらにはよ り一般的 な文脈で、昨今 しき りに用 い られ る。 テレ コム の国際 ・国内の技

術標準化作業 をここ10年 ほ どだ ろ うか研 究 して来 ている私 には、奇異 な用語法であ る。 日

本 型 システムは もう駄 目だか ら、世 界標準 に経 済 ・社会の システム を切 り替 えろ、 とい う

ことの ようである。か くて、現象的には、通産省 の産業構造審議会総合部会基本問題小委

員会 の提 言に よる"21世 紀へ の構 造改革"と 相 当程 度 ダブ る諸 問題 が、 この 「グローバ

ル ・ス タンダー ド」論 と結 び付 いてい る。 また、 日米構造協 議前後か らのア メ リカの対 日

主張 とも連動す る事柄 が、実 はそ こに前提 されている(日 本型経済、 そして社会 の異質性

の問題 であ る)。 ち ょうど日米保 険協議 で 日本 の損保 業界 が 「前門の虎」 としてのUST

Rと 「後 門の狼」 としての規制緩和小委員会(行 革委 川 とに、挟み撃 ちされた ような構

図なのである。

だれ もが 「グローバル ・ス タンダー ド」 を口にす る昨今 の状 況は、異常 と言 うべ きであ

る。私の専 門が 「抵触法」 ない し 「国際私法」 であるこ と(各 国法の統一 問題 と常 に対峙

して 「現実」 を語 る性格 の学 問、 とも言え よう)も 関係 す るが、経済学の分 野で も青木 昌

彦教授の"比 較制度分析"の 視 点の重要性 は、実は前記産構 審基本 問題小委員会 の審議 に

おいて も、かな り重視 されていた。 アメ リカの経済 システム をAシ ステム とす れば、 それ

とは別のJシ ステム(日 本 型システム)が あって もよ く、 唯一完全 無欠の システムなどそ

もそ も想定 し得 るか、 との正 当な、 そ して抵触法学の基本 とも略一致 す るような問題把握

である。 その ような学 問的営為 を一切バ イパス して、唯一絶対 の経済システム ・イメー ジ

を想定 し、かつ、 自国制度 をそれに合 わせねば駄 目だ、 とす るのみな らず、 そ うでない と

日本が滅び る、 といった不況 ゆえの強迫観念 も、痛々 し くそ こに介在 す る。 こ うした諸点

も、前掲の貿易 と関税98年5月 号以降掲載の長い論文 で一々示 して行 くので、 ここでは文

献引用等 は省 くが、 「国際」的視点(単 な る外国法制度の静 態的 な比較 とは異な る、 まさ

に国 と国の際に立ってインタフェイスの構築 を考 え る、 とい う視 点)が 完壁 に欠如 した中

での 「グローバ ル ・スタンダー ド」論の危険 性がそれ として気づか れぬ今 の 日本 は、 もは
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や 「国家 としての終末」 を迎 えつつ あ るよ うに、私 には思 えて仕方がない。安 楽死 させ る

べ きか、 とも思われ るが、 日本 の地域社会 ・過疎社会 に必死 に生 きてい る人々の こ とをこ

の ところ集 中的に調査 してい る私 には、 それが で きない し、 日本の危機 も救えずに、何 が

国際問題 の専 門家か、 とのわが内な る強 い声が、 また して も世の流れに抗 した道 を、指 し

示すのであ る。

ともか く、 こ うした図式 の中 で、だれ もが ア メ リカの好況 に錬 金術 的な もの を感 じ、

1945年 直後 の少 なか ちぬ 日本人 の ように、 「アメ リカへ の憧 れ」(但 し、GHQを 通 して

の認識、 との側面が、戦後す ぐの状況下で色濃 くあ ったこ とは、誠に象徴 的であ る。電子

マネー と暗号 を論 じつつ私 が強調 していた"InvisibleWar"の 視 点である。 なお、最近 の

もの として、TelecornTribune,Vol,12,No.10[February1998],at1&6の 、

"lnternationalRelationsasElectronicWarfare"と 題 した私へ のインタヴ
ュー記事 を見

よ)を 追体 験 したが る。 そ して、 「柳 の下 での二 匹 目の泥鰭」 を追 い求め て、 ア メ リカ化

と 「グローバ ル化」 とを、 また して も混同す るのであ る。私 が"ち くま新書"「 国際摩 擦

と法」 で分か りやす く書 いたこ とを、 これか ら先 にすべ て引用 した くなる昨今 の状況で あ

る。一橋大学 「経済学部」の平成10(1998)年 度 入試(論 文式)の 問題 文 に同書の用い ら

れたこ とが、私 に とって はせ めて もの救 いであ る。

さて、 ここで私 は、今 の 日本 の将来構想が どうしてこんな体 た らくなのか、 との点 を構

造的 に解明す る必要性 を強 く感 ず る。 まさに、光栄 に も上記 の入試問題 に使 用 された部分

の問題点(『 この国は滅 び るね』 といった類 いの漱石 の言葉 に 「著者[石 黒]が 共感 す る

の はなぜか、具体 的な事例 をあげつつ説明 しなさい」[800字]と いう問題 。金融 と規制緩

和関係の部分 が問題文 に抜 かれてい る)を 、金融プ ロパーの形 で明 らかにす るのであ る。

だが、他方、上 記の 「グローバ ル ・スタンダー ド」の語の氾濫は、USTR的 な 「貿易

屋」のいつ もの手 に、 まん まと日本の指導者 たち(誰 が指導者 なのかは措 く)が ひっかか

ってい るこ とに よる、 との印象 を私 は強 く抱いて いた。政治学の側か ら、 「グローバ ル・ス

タンダー ド」論 の 日本 での氾濫のプ ロセス を詳細 に分析 すれば、国家安全保障 とも絡 む鋭

い分析 がで きるのに、 とも思 う。 ともあれ、 「新 しい金 融の流れ」が官民の不祥事(「 政」

は どうなったのか?)と 同時進行 的に議論 され る中、一体 「世 界」では何が今議論 されて

い るのか。 そこが まさに問題であ る。

「グローバル ・スタンダー ド」 を 「金融 ビッグバ ン」 と結 び付 け る輩が、一一体OECDや
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WTOで 、 そしてISOで 、余何 が議 論 され てい るのか につ いて、殆 ど全 く関心 を有 して

いないの は、恐 ろしいこ とである。パ リに もワシン トンに もジュネーヴに もブ リュ ッセル

に も、 それ ぞれ(そ れ らの全部 では ない にせ よ)彼 らの拠 点は あ るは ずで あ る。ICCや

BIACの 会 議等に も 日本 の企業 は多数参加 しているはずなのに、一体何 をしてい るのか。

基本的 な情報収集す らで きていないではないか。官民 ともに、海外 の拠 点 と日本 の本体 と

の連携の まず さが、長 引 く不況 の中で著 し く増大 してい るこ とへ の危機 意識は、一体 ど う

なってい るのか。不況 だか ら内向 きに、 とい うその姿勢その ものが、 とか く 「国際」 に弱

い 日本の行 動パ ター ンを徹底的 に リサー チ した某強国の シナ リオ どお りだ とい うこ とを、

どうして考 えないのか(「 起 業家精神」 な どを云 々す る以 前の、 自己防禦本 能の欠如の問

題 である。"自 己責任 に よる国家 自身の 自然淘汰"と い うのが後世 の歴 史に よる説明 とな

るのであろ うか)。

ここで、 この第一 の問題群 のイメー ジ をあ らか じめ示すべ く、現在執筆 中の長 い論文の

目次 を掲げて、そ こに書 くこ と(一 部 は書 いたこ と)の 骨子 を、 そのあ とで示す こ ととし

よ う(こ の 目次は、平成10[1998]年4月10日 の前記懇談会報告 で も配布 して戴 いた)。

**

◎貿易 と関税1998年5月 号以下:《 連載》 ボー ダー レス ・エ コノ ミーへ の法的視座 第83

回～:「 『行 革 ・規制緩和』 と 『通商摩擦』 『グローバル ・ス タンダー ド』論 の高度の戦

略性 と日本の対応(1)～(?)」:

《目次》

[は じめ に]

一 これ までの筆 者の検討 の経緯 と基本的 な問題状況

(1)「 行革 ・規制緩和」 の背後 にある もの

② 「グローバル寡 占」推進へ の国際的論議 の道程 と多国籍企業性善 説への転換?

OECD多 国籍企業行 動指針 のその後 の取 り扱 い を含めて

(3)WTO設 立後 の基本的 な問題状 況WTO・OECD、 そ してISOの 連携 と 「サー

ビス貿易」[以 上、5月 号]

(4)昨 今 の 日本 におけ る 「グローバル ・スタンダー ド」 の語 の不 自然な用法 につ いて

⑤ 本稿 の構成 と基本的意 図
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二WTOに お ける 「自由職業サー ビス」の 「更 な る自由化」 新 たな流れ の出発点 と

してP

(1)WTO設 立 時の 「自由職 業サー ビスに 関す る閣僚 決 定」 とその高度 の戦 略性

GATS6条4項 との関係 を含め て[以 上、6月 号]

② その後の展開 と 「会 計セ クター におけ る相互承認(認 証)協 定のためのガイ ドライ

ン」

(3)WTOとOECD・ISOと の連 携へ 他 のサ ー ビス ・セ クター一へ の問題 の広 が り

[以上、7月 号]

三 〇ECDに おけ る 「規制制度改革」

(1)「 行革 ・規制緩和」 と 「規制制度改革」一 筆 者の従 来の検討 との関係 において

(2)「OECD規 制制 度改革報告 」の問題点[8・9・10月 号]

(3)「 多数 国間投 資協定(MAI)」 作成作業 との関係

(4)「 サー ビス貿易 障壁」 の 「定量化 ・数値化 」の試みP「 会計」・「テレコム」

四ISOに おける 「サー ビス標準化」への流れ

(1)WTOか らの要請 「会計」か ら 「サー ビス全般 」へ?

(2)ISO9000シ リー ズ(品 質 管理!)と 「サ ー ビスの標 準化 」ISO9004-2の 存

在!

(3)「 日本型 品質管理 」 とISO9000シ リー ズ との相剋 何 のため の標準化 なのかP

(4)WTOの 「貿易 の技術 的障害(TBT)協 定」 と本 来 の国際標準化 作業 テ レコ

ムの場合 との比較か ら

(5)ISOに おけ る検 討状況 と 「真のユーザー の声 の反映」へ の期待一 消費者政 策委 員

会(COPOLCO)の 役割

(6)「BIS自 己資本比率規 制の場合 と同様 の展 開」へ の懸念

五 日本の戦略的対応の在 り方

(1)再 び 「行 革 ・規制緩和 の背後 にある もの」 につ いて

(2)「 サプ ライ ・サ イ ドの論理 の独走」への懸念

(3)「 貿易 ・投資の 自由化 」の行 き着 くところ?「 グローバル寡 占」 と社会(世 界)

全体 の真 の利益
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一

六 結びにかえて 「嘆きの淵」からの眩き?

**

本論文一 は、大体 既に述べ た ような ことにつ いての もので ある。「行 革 ・規制 緩和」(と

くに前者)は 国 内問題の ように思われが ちだが、実 はそう思 わされ るよ うな意識操作 を受

けた上 での 「国際問題」であ る、 とい うことが私 の基本的見方 である。 そ して、金 融 ビッ

グバ ンを含 む 日本の構造改革 も、同様 の もの として私は把握す る。

ち なみ に、平成8(1996)年 のNTT分 割 問題 も、国 内公 正競 争 担保 の ため の 「国 内

問題」 との見方が一般的だ ったが、私 は これ を純 然たるアメ リカの対 日戦略の文脈で把握

し、一 定の断 固た る方針 で これ と対決 して きた。 この点 に関す るア メ リカの独特 な見方

は、以下の よ うな ものであ る。即 ち、戦後 日本経 済の発展 の要 た るハ イ テ ク技術 の側面

は、NTTフ ァ ミリー を通 じて 巨大 なNTTの 研究所が主導 して きたの に、 日本政府が公

取委 を含めてそれに対 して何 のア クシ ョン もとらず、(USTR筋 な どの 言 う)日 本 の重 商

主義的経済運営 ・国際進 出の基盤 として来 たことの不公正 さを強 く問題 とす る、 とい うの

がア メ リカの基本 的スタンスであった、 と私は考 えている(フ ジ ・コダ ック問題 と同様 の

文脈での問題、 なのである。バ シェフスキ等の言 う 日本[そ してア ジア]の 閉鎖性の象徴

として、逸話風理 由付 け[anecdotalreasoning]が 積 み重 ね られ る際 の、重 要 な 「例 」

なの である)。 ただ、 いつ もの よ うに、 それ をダ イレク トな対 日要 求 としては掲 げず 日本

国内の意識操作 を重視 した"戦 略"が 取 られて いた。NTT分 割は あ くまで 日本の 「国内

問題」だ、 との認 識は、平成9(1997)年 の 「行 革」論議 を主導 した市場原理主義か ら も

容易 に導か れ る。 そ うであ る以上、「ア メ リカの影」 を認識 させ るこ とは、不 必要 な こ と

だか らである。放 置 しておいて も リー ダー達がア メ リカの方 ばか り見 るカルチャーが 日本

にある限 り、あ えてボタン を押 さな くとも、状況がア メ リカに有利 に展 開す る素地 は、戦

後50年 余 りの蓄積 の中で、 十分す ぎるほ どに 日本 自体 の中に醸成 されてい るか らである。

さて、上 記の論文 目次一 の ところ では、NTTに 関す る問題 はそ れほ ど正面 に は据 え

ず、 む しろ"日 本版 損保 危 機"(貿 易 と関税97年9～12月 号)や 郵 政 省 関係 の 「行 革」

(同・98年3・4月 号)と の関係 を重視 したが、論文 目次の一 の(2)に 注 目して戴 きたい。

「『グローバル寡 占』推進へ の国際 的論議 の道程 と多国籍 企業 性善 説へ の転換?OECD

多国籍企業行動指 針のその後 の取 り扱 い を含め て」 とあ る。そ もそ も、本論文 の基調 は、

「行革 規 制緩和」 を主導 し、霞 ヶ関の司令塔 た らん とす る現在の通産保 守本 流(と くに 日
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一

米半導体交渉 が平成8[1996]年 夏 に決 着す る前後 の省 内人事 異動 が深 く関係す るもの

と、私は見てい る。対米 強硬路線 で筋 を正 してゆ くよ りも、ゲ インがは るか に大 きい、 と

の上層部 の政策決定 であろ う)の 路線 で突 っ走 った場合 、 どうしようもないグローバル寡

占が各産業分 野に生 じ、 それが果 た して グローバ ルに考 えて経済厚生 を高め るこ とにな る

のか、 といった危機意識 にある。言 ってお くが、 こうした声 が通産省部 内にもあ り、それ

を前提 に私が論文 を書 いてい る、のであ る(!)。 私 は、平成9(1997)年 後半 の 日本の、

そ してアジアの経済危機 に如実 に示 されてい るよ うに、現在 の通産保 守本 流の考 え方は、

中長期的 に見てsustainableで はない、 と考 えてい る。 ここで、上記論文 で も引用 してい

る一つの文献 を掲 げてお く。JosephStiglitz,ThePitfallsofFixingAsia'sProblems ,

NewYorkTimes,October31,1997で ある。かのス ティグ リッツ教授 であ る。 アジアの

金融危機に際 し、判 でつ いた ようなお定 ま りの(市 場 原理 主義的な!)処 方箋 で臨 もうと

したIMFに 対 し、世銀 の リサー チを リー ドし、 かつ、前記の97年 アメ リカ経済 白書作

成の中心人物 で もあ った とされ る同教授 は、 明確 に、以下 の ように述べ て いる(lbid .)。

即ち

"Ourempha
siss加 μ膓4%oτbeon4θ γεg掘励oη,butonfindingtherightregulatory

regimetore-establishstabilityandconfidence ."

と。開発 経済学の側か らは、 こうした声が しば しば聞かれ てはい るが、果 た して 「開

発」 とい う途上 国的イ メー ジのみに閉 じた問題 なのか、 と私 は考 える。 そ して、 この まま

市場原理 主義 で突 っ走 って行 った とき、果 たして企業 とい う動物のエ ゴが、我々の民主主

義や福祉 国家 の在 り方 にいか なる問題 を突 き付 け るのか。 そ こが問 われねば な らず、か

つ、「ニ ュー ジー ラン ドの"惨 状"」、つ ま り、 いわ ゆ る 「ニ ュー ジー ラ ン ドの"奇 跡"」

(1994-5年 の、 まさに急峻 なマ ッター ホル ンの姿 を彷 彿 とさせ るような同国の経 済成 長

「率」 の高 さと 「改革」 との"因 果関係"に つ いて、 む しろ それが単純 な景気循 環 に よる

ものではないか、 との見方があ るこ とに注意せ よ。例 えば最近 の大阪大学本 間教授 を中心

とす る調査 団報告 な どもあ るが[郵 政省関係 では ない!]、 い まだ未公表 なのが残念 であ

る)の コインの裏側 の部分(!)が 、む しろ我々の これか ら直面す る問題 の 「先例」 とし

て重視 され る日も近 い し、 どうしようもな くな ってか ら振 り返 るのでな く、一刻 も早 くそ

っちに 目を転 じて、バ ランスの取れ た議論 に復 帰すべ きだ、 と私 は考 え るのである。

ところが、論文 目次 の一 の(2)に 「『グロー バル寡 占』推進へ の国際的論議 の道程 と
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一

多国籍 企業性善説へ の転換POECD多 国籍企業行動 指針 の その後 の取 り扱 い を含 め

て」 とある点が、 この ことともろに関係す る。1970年 代 の我 々の世 界では、 多国籍企業が

国家政治 に介入 した実際の事件 等 を通 して、 「多国籍企業 の法的規制」が重大 な課題 とな

り、OECDも 多国籍 企業行 動指針 を ま とめ た。 それは現在 も生 きて い るが、 だが、現在

の、 と りわけWTO設 立(1995年1月1日)後 の状 況下 で は、む しろ 「規制」 され るの

は 「国家」の方であって 「多国籍企業」 の側ではない、 とい う逆転現象 が生 じて いる。そ

の方向 に、WTOもOECDも 、一気に動 こうとしているのである。 その際、私 が フジ・コ

ダック問題 を論 ず るとい う文脈の中で 多面的に論 じた 「不公正貿易論 との容易 な融合 」現

象が、随所 に生 じて きて いる。即 ち、thefulldefactonationaltreatment;the60舵&

励`1鋤ofnationalmarketsinglobalcompetition(後 者 は、殆 どボー モル とは無縁 の理

論 的ハ イジャ ックと言 うべ き杜撰 な もの なのに、そ うしたこ とへの経済学者の沈 黙ない し

無関心 が、私 としては信 じられない!)等 のス ロー ガンが、 フジ ・コダック事件 の コダ ッ

ク側 、つ ま りUSTR的 な対外市場開放(市 場 ア クセス)要 求 と同 じ文 脈で説かれつつ、

新 たなWTO/OECD等 の急速 な動 きの基底 をな してい るの である。

これは実に奇妙 な現象 で ある。 それ を前 記論文 目次の二 と三が扱 ってい る。いわば、

『土 台はUSTR的 であ り、 その上 の建物 が通産 省的』(!!)な ので あ る。通産省 が 「不 公

正 貿易論 との容 易 な融合」 とい う問題 を十分 認識 で きぬ ま ま、OECDで いわゆ る 「規制

制度 改革(RegulatoryReform)」 論 議や 「多数 国間投 資協 定(MAI)」 作成作 業(と く

に包括的 な前者が問題)に 臨み、かっ、 それ を主導 してい るのであ る。私が 「この流れは

sustainableで は ない」 と既 に書 いておいたのは、 この点 と関係 す る。

順 を追 って、一応 の筋道 につ い て、 こ こで示 してお こ う。 まず、本論文 二 では、私 が

WTO設 立に至 る問題の検 討にお いて不覚に も見落 としていた点が問題 とな る。 アメ リカ

(ア ングロサ クソン?)の21世 紀世 界覇権 を考 え る上 での要 は、金融 ・テ レコム ・知 的財

産権 の三つ である と、私 は考 えて きたが、実 は四つが正解 だ ったよ うであ る。「会 計」 で

ある。 計算や数字 に弱 い私 ゆ えの見落 としであ るが、愉悦に耐 えない。サー ビス貿易一般

協 定(GATS)6条4項 の隠 し球 に、私 は本論 文執筆 を思 い立つ まで、全 く気づ いて い

なか ったのである。詳細は本 論文 自体 に委 ね るが、 この条項 にお いて、サー ビス貿易 に関

す る 「規律(disciplines)」 作成 が予定 されてお り、 しか もこの4項 は、「国 内規制」 に関

す るこの6条 の他 の部分 と異な り、何 ら各 国の個別の 自由化 約束(コ ミッ トメン ト)を 条
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件 としない、一般 的 な射程 を既 に して有 していた。 このため、 ラウン ド終盤 にア メ リカ

が、 英米 の産業界(要 す るに ビ ッグ6川 の要望 を受 け、 まず もって会計サー ビス を、 と

の条件 をさ らに付 して、 自由職 業サー ビス(プ ロフェ ッシ ョナ ル ・サー ビス)に つ いての

閣僚決定案 を持 ち出 し、WTOレ ベ ルでの当該分 野 での更 なる 自由化のための検 討 を要請

した とき、 もはや 抵抗 はで きない状況 にならて いた。細か く調べれば調べ るほ ど、 このあ

た りの戦略は周到 であ り、 頭 も下が るが身の毛 もよだつ。

か くて、「標準化」 と 「規律」作 りが 目指 され るこ とに なるが、「標準化」 と言って も、

国際会計基準 の ことではない。 「サー ビス 自体 の標準化」 であ り、他 方、「国内規 制」 に

関す る 「国際標準」(グ ローバ ル ・スタンダー ド!)と しての 「規律」 の作成が、 閣僚 決

定に よって強 く促 されたの であ る。 しか も、詳細 は ここでは触 れないが、「会計」 は先 兵

であ り、 自由職業サー ビスの全領域がそれに続 く、のみではな く、 さまざまな形で他 のサ

ー ビス貿易分野への スピル オー ヴァーが生 じてい る
。 とて も、 「『会計』や 『税務 』は大 変

だね。で も、 うちは 『金 融』だか ら……」 といった状 況で はないのであ る。 「使 える手 は

何 で も使 う」式 の発想 か らは、WTOもOECDも ない。 も ともと、WTOの サー ビス 貿

易 交渉は、 いわゆ る 自由化 に向け たOECDの 様 々な レポーート等に主導 されて の面 が強 い

が、今 度 もそ うであ る。 ただ、 そ こに通産 省 とい う本 来USTR的 狙 い とは異質 な、 ま

た、異質 たるべ きア クター が、深 く関与 して いる。OECDの 「規制制度改革」であ る。

通産保 守本 流的には、 「行革 ・規制緩和」への 日本 国 内の反論の動 きを外 か ら封 じ込め る

ため の道具 として、OECDを 、 また、場合 に よってWTOを も 「使 う」 とい うこ とで あ

ろ うが、同 じ省 内で、一方 ではフジ ・コダ ック事件 を戦 い抜 き、他方で、 同事件 のUSTR

的主張 をサ ポー トす るか のご とき、奇観 を呈 してい るこ とを、一体 どう考 え るべ きなの

か。

このあた りの問題 を手軽に認識 して いただ くには、 川本 明・規制 改革(1998中 公新書)

が最 適で ある、 と私 は言 って来 てい る。同氏 は、OECDの 規制 制度改革 に も深 く関与 し

た人物 であ り、 いか に 「行 革 ・規制緩和」 とOECD「 規制制度 改革」 とが連動す るもので

あ るか、 また、それ(ら)が いか にUSTR的 な発想 に近 いかが、容易 に把握 され るであ ろ

う、 と期待す る。 と言 って も、その辺 を理解す るに も若干 のガイ ドが必要 なようであ り、

一 言す る
。 「規制(制 度)改 革」 は 「規制 緩和」の上位概 念(後 者は前者 の部分 集合)と

される。「競争実現」 がすべ ての規制制度 の 目的で あ り、 レー ガン・サ ッチ ャー の 自由放任

一15一



主義 に、支配 的事業者の反競 争的行動 に対す る規制 をインプ ッ トすれば、 それ であ るべ き

状態に な る、 とい ったこ とが主張 され る。 同書 ・5頁 で川本 氏 は 「競争促 進 的規制制度

(pro-competitiveregulatoryregime)」 が重要 だ とす るが、 ど うもこの言葉 の用 い られ

方 につ いて、"通 商政 策局 的理解"、 即 ち、 日米通 商摩擦 とWTO体 制 の観 点か らの理解

が、不 十分 な ようである。

1998年 版不公正貿易報告書225頁 以 下で も、ア メ リカのいわゆ るベ ンチ マー ク規 制(国

際計算料 金制 度関連 の もの)を 含め た外資参 入規制 の問題が取 り扱 われている。ア メ リカ

は、1997年2月 のWTO基 本 テ レコム合 意に基づ く各 国の 自由化 約束 の 中に、 もともと

いわゆ る 「競 争促進 的な規制上の諸原則」(そ の後のいわゆ る 「レファレンス・ペーパー」)

を入れ込め、 とこだわって いた。 それが96年4月 の交渉期 限後 に交渉が ずれ込 んだ主原因

をなす。 このあた りの問題の詳細 は、石黒 ・世 界情報通信基盤 の構築 国家 ・暗号 ・電

子 マネ ー(1997NTT出 版)124頁 以下 の 同書 第2部 第2章 を参 照 せ よ。 このUSTR

(とFCC)が こだわった 「競争促進 的な規制上 の諸原則」 と、通 産保守本 流的 な川本 ・前

掲 の 言 う、 したが ってOECD「 規 制 制 度 改 革」 にお け る 「競 争促 進 的規 制 制 度(pro-

competitiveregulatoryregime)」 が結局 は同 じ性格の ものなのだ、 とい う認識が、 なぜ

得 られ ないので あろうか。不思議 であ る。

ア メ リカは、他 国に対 しては 日本 のNTTの よ うな支 配 的事 業者 の反競 争的行動 を 自

分 で何 とかせ よ、 として各国 に義 務づ け るべ く、 「競 争 を維持 す るため のセー フガー ド

(いわゆるcompetitivesafeguards)」 の概 念の導入に成功 した。 そ うしてお いて、AT&

Tは もはや支 配的事業 者では ない、 とす るのであ る。「ア メ リカ市場 での競 争 を守 る」 た

め、 と称 して外資参入に勝手 な条件 を付 し、相手国にア メ リカの世 界的 メガ ・キャ リアが

参入す る際 には、バ リア をな くせ とし、 お前 はバ リア をな くす と約 束 したではないか、 と

言 うのであ る。 そ うして、かか る規制枠組 みを、WTO上 のルール として、一 気に他のサ

ー ビス ・セ クター(金 融 ももとよ り含 む!)に も広げ るのが、次 の戦略であ る。 しか も、

OECDの 「規 制制度改革」にわが通産省 が熱 心で あればあ るほ ど、かか るア メ リカの通

商戦略 は、一層盤石な もの とな るのであ る。

OECDで は、かか る路 線で 「よい規制」 と 「悪 い規制」 とを区別 し、かつ、「規制制度

改革」 の延長線上 で、サー ビス ・セ クター ごとの各国の貿易 障壁(実 際には国内規制 につ

いてのそれ!)の 点数評価 も、行 いつ つあ る。 「会計」 と 「テレコム」で試算がなされ た、
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というところまで私 は把握 してお り、かつ、 その杜撰 さは 目を覆 い た くな る ものの よ う

に、少 な くとも私 には思われ るが、その試算 を請け負 うの も、 ビ ッグ6だ とした ら、 どう

考 えるべ きか。実 際 そ うな って いるの であ り、 「金 融」各分 野 につ いて もこうした流れが

及 んだ場合 の、 日本 の金 融界 としての対応 はどうなるのかが、 まず もって気 になる。 ちな

みに、前記の郵便サー ビスへ の競争導入に際 して、EUレ ベ ルで一定 の リサーチ をす る際

に も、 ビッグ6の 中か らリサー チ担 当が決め られ る構 図に なってい るこ とを、今 回の 出張

に際 して知 った。必ず しもその方 向に同調すべ きで ない と考 えて いるイギ リスのDTIや

ロイヤル ・メイルの担当者に もこの点 をインプ ッ トし、注意 を喚起 したが、 と くにDTIの

担当者が私 と同様 の危機 意識 を持 っていた こ とに、 あえて ここで言及 してお こ う。 「イギ

リス」 の ことゆえ、 老練 なタ クテ ィ クスが最終 的 に どこを向 くか は、分 か らないけれ ど

も。

ともか く、 こうしてOECDの 「規制制度改革」、具体 的 には1997年 中に閣僚会合 に対 し

てな され た報告(ニ ュー ジー ラン ドの一 方的 な美化等 々、平 成9[1997]年 の 日本 での

「行革」論 議 にお け ると同様 の 問題 が 多々 ある。 『USTRと 通産省 との蜜 月』 とい う気 味

悪 い構図が、 「市場 原理 主義」 とい う不 当極 ま りな い触媒 を介 して、 こ うした営為 の もと

に なってい るか らなので あろ うが ……)は 、規制 の全分 野に及 ぶ。全分野の規制(国 内規

制)に 対 して、あ るべ き姿 としての 「規律(川 」 を行 う、 とい うのが この営為 の実体 であ

る。 それが、既 述 のGATS6条4項 と閣僚決定 を受 け た、 「会計」 を先 兵 とす る 自由職

業 サー ビスの更 な る 自由化 につ い ての、WTO側 の 「規律(川 」作成へ の営為 と結 び付

き、 そ して、 それ らすべ てが、1999年 末 のGATS再 交渉開始 とい うWTOの ビル ト ・イ

ン ・アジェンダへ と集約 され るのである。

他 方、 「標 準化 」に つ いて は、WTOがISOに 検 討 を依頼 し、財 政上 の 問題 を抱 え た

ISOが 、 「まず会計か ら」 とのWTOの 意 向 と資金面 での支援 とを受 け、1998年 中に4つ

の地域セ ミナー を開催 し(「 金融」が 中南米 の どこで開催 され る地域 セ ミナー で論議 され

るか は、 その気 に なって調べ れば す ぐ分 か るこ とであ る)、1999年 初 め のcoordinators'

meetingで 取 りま とめ をし、 同年第2四 半期 に骨格 をま とめ る、 とい うこ とにな ってい

る。 それ も、上記の次期 サー ビス ・ラウン ドへの重要 な布石 である。 そこで イメー ジされ

る国際標準 は、ISO-9000シ リーズの 「品質 管理」 に関す るそ れの延 長線上 での もので あ

り(お そ ら くそ うな るはず)、 日本企業 が環境 のISO-14000シ リー ズ とは異 な り、ISO－
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9000シ リー ズにつ いては、 欧米 に比 し、 い まだに認証取得件数 が余 りに少 な いとされてい

るこ ととの関係が、問題 とな る。金融財政事情1998年2月23日 号52頁 以下 で 「欧州金融機

関」 のISO-9000シ リー ズの認証 取得 が広 まる云々 と報 じられ たのは、既 にサー ビス産業

に特化 したISO-9004-2が あ ること と関係 しようが、その先 の、サー ビス提供 の全プ ロセ

スの国際標準化が論議 されているのであ る。 「品質管理」の国際標準化 に対 して、 「品質管

理世界一」の 自負のあ った 日本 と日本企業 は、初期 の適切 な対 応 を怠って、 貿易障壁化 し

か ねない第三者認証取得 の欠如、 に対す る対 応 を余儀 な くされ た。 その苦 い経験がISO-

14000シ リー ズへの 日本企業の率先 した対応 となって来 てい るの であろ うが、今 の問題 は

ISO-9000シ リー ズのサー ビス全分 野への抜本 的拡充版、 といったニ ュア ンスの もので あ

り、BISの 自己資本 比率規制の場合 と同様 な、ルールが作 られてか らぶつ ぶつ 言 う(ル ー

ル作成時の無関心 ない し無視 とその後の柔順 さ との奇妙 な同居 これ も国際性欠如の一

パ ター ンか)形 の対応が 懸念 され る。 た だ、私 の把 握す るあ る段 階 までは、ISOの 中で

COPOLCOと い う消費者政策委員会 が、 当面 の問題 を処理 してお り、例 えば移 動電話 サ

ー ビスの場合の事業 者毎 の複雑 な料金設定が
、消費者サイ ドで非常 に分か りづ らく、 この

点 を何 とか標準化 しよう(ド イツ)と いった、サプ ライ ・サイ ドに尽 きるのではな くて、

む しろデ ィマ ン ド・サイ ドの声が、98年 中の地域セ ミナーへ の基調 をな してい る。 そうで

ある間に手 を打 ってお く必要 が あ るのであ る。 これがUSTR的 な、あ るいは ビッグ6的

な発想に毒 された後 では、 もはやお手上 げ となる。関係者 にはこの点 は、既 に伝 えて ある

が、 それでは わが金 融界の対応 は、 どうなのか。

それ らすべ ての ことが、 「金 融サー ビス法」制定 に向けた、 つ ま りは 「新 しい金 融の流

れ」 を前提 とす る日本 国内での制 度改革へ のすべての営為 の、「与件」 なのだ、 とい う認

識が、一体 、わが金融界 に、 どれだけあ る と言 うのか!そ れが問題 なの である。
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3「 第二の問題群」 「羅針盤 な き日本」 と国際性 の欠如 し

たわが国際金融界の過去 ・現在 ・未来

新宿の ど真 ん中にあ る都 市銀行 で、米 ドル札 の 「在庫」 も十分 に な く、 ましてや他 国通

貨な ど……、 といった"惨 状"に あ るこ と、 いまだ に電子マ ネー ・暗号の問題 につ いて、

ぐず ぐず と 「攻め込 まれ る」 の を待 っているかの ご とき対応に終始 して いること、等々 の

不満 は別 にあ る。こ こでは、 もっと根源的 な、私 の専 門に属す る国際金融取 引関連の 問題

につ いて一言す る、つ も りであった。

もっ とも、"丸 ドメ"的 現状 に関す る後 述の諸点 は ともか くとして、私が従 来か ら強調

していた全 国24,600の 郵便局 ネ ッ トワー ク と銀行 ・証 券 ・保 険等のネ ッ トワー クとの相互

接続 ・相互 運用化 は、遅 まきなが ら少 しずつ動 き出 してお り(な お、 その戦略的意義 につ

いては、貿易 と関税98年4月 号 の私の連載論文参照)、 かつ、 日本全 国 の通信 ネ ッ トワー

クの抜本 的高度化 は、政 府 の経 済対策 で5年 前倒 しとな り、2005年 まで となった。 日本

(NTT)が 平成9(1997)年12月17日 にデ ィ ジタル化 を(ア メ リカに先 駆 けて!)完 了

したの も、 明 るい話題 ではあ る。 だが、NTT等 の 日本 の進 んだ電子マ ネー ・暗号 技術 が

あ りなが ら、実際 に 「電子商取引」 をグローバルに発想 で きる日本 の金融 機関が一つ もな

い(!!)の は、何 とも寂 しいこ とである。だか ら私 は、 日本 の銀行 ・証券等 との関係 を切

らない と、 もはや展開は ない、 とテレコム関係者 には力説 している。 わが金融界の(土 壇

場 での)奮 起 を期待 す る。

さて、平成10年4月 に もなって、霞 ヶ関の ど真 ん中で以下 のよ うなレジュ メ(と くに1

の項 目を見 よ)を 出 さねば な らなか った私 の苦痛 ない し恥 ずか しさ(こ の 「日本 とい う

国」に対す る、言い よ うのない恥 ずか しさ)は 、 ご理解 いただけ るであろうか。 しか も、

何 をしゃべ って も、ほ とん ど何 も残 らない事 の、繰 り返 しである(実 際にそ うであった)。

「言葉 の綾取 り」 で相手 に 「あの先生は何 を考 えてい らっ しゃるのであ ろ う。 よ く分 か ら

ないが、 ともか く、 自分 の業界 の不利 にな らぬ よ うに、 ご説明 をせ ねば……」、 と思 わせ

るのが、 この分 野 で の 基本 的 カ ルチ ャー の よ うで あ る(そ れ がす べ て の元 凶だ ろ う

が!!!)。 私 は、 そん なこ とを しに、 あるいは、そんな事 とかか わろ う と思 って、研 究者 に

なったのでは ない。 レジュ メを肉付 け して、 とも思 ったの だが、 どこまで 「暖簾 に腕 押
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し」・「糠 に釘」・「馬の耳 に……」 をや らされ るのか、 といったこ とに対す る、即 ち、国際

金融取引 ・国際金融監督法 に関す る研究者 としての疑 問(本 当のこ とを言 えば最低限度で

の"誇 り")が 、今 の私 には抗 しが た くある。現状 で もわずか なが ら存在す る、「共通 の理

解 」 を語 り合 える友へ のメ ッセー ジ としては、十分 に伝 わるはず だ し、 その気 になって探

せ ば、私 が個 別 の問題 をどこに書い てい るかは、分 か るはずで あ る。 だか ら、(こ れ まで

書 いて来た点 を含め て)レ ジュメは レジュメの ままとして示 し、 あ らか じめ、最低 限の コ

メン トを付 すに とどめておこう。

この レジュ メの3の 部分 が、本稿 で、 こ こで書 く予定 だっ たこ とで あ る。人に よって

は、 こんな問題 をい くら並べた ところで意味は ない。 もっ と大局的 な問題 を扱 うべ きだ、

な どと言 うであ ろ う。 だが、私 が海外 出張 前の忙 しい時 間に(沖 縄行 き等 も重 なってい

た)思 い出す限 りで列挙 しただけで これだけの例 があ る。 これ は もはや、質的 ・構造 的な

問題 なのではな いか。私 の ち くま新書(「 国際摩擦 と法 羅針盤 な き 日本」)の39頁 以

下には、それ までの私の研究 をベ ース として(!)、 「日本の 国際金 融界の弱 点 極端 な

法律 軽視 」、 「日本 の国際金融界の発 展 メーカー と何 が違 ったか?」 、「国際金融取 引 と

法」、「銀行倒産 ばか りが 国際金 融取引の法的問題か?」 といった項 目が ある。最低 限、 そ

れ をベ ース とすれば、以下の3の 項 目も、理解 が進 むはずだ、 と私 は考 える。傲慢 と思わ

れ ようが、 それ以上 の コメン トは、既述の ごと く、私 の研究者 としての誇 りが許 さない。

この点、 どうか ご了承戴 きたい。

**

◎ レジュ メ[新 しい金融法制 に関す る諸論点②](1998/4/10):

金融取引に係 るクロス ボー ダー な法的諸問題

抵触法(ConflictofLaws)の 観 点か ら

1「 国際」 的問題把握 とは?

・「抵触法(ConflictofLaws)」 の観 点か ら見 た 「国際金融の全体像」:

→貿易 と関税92年6月 号47頁 の図:別 添[略]

・外 国の状況 の把握(外 国法 との比較 ない し紹介)と 「国際」 的把握 との差:

◇ イン タフェイス部分 の重要性:「 抵触法(ConflictofLaws)」 の観 点
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→ 国際民事紛争 におけ る基本 的な法の適用関係:石 黒 ・国際

私法(1994新 世社)46頁 の図:別 添[略]

◆ 日本はなぜ 「国際」的問題把握が下手なのか?無 関心and/or「 意識せ ざる閉鎖

性」

・明治期法典編纂作業 と不平等条約改正 当時の気概 を忘れた 日本?

・若干の例(ラ ンダム抽出):後 述3ご 参照

2国 際的な 「規制制度改革」への潮流 と日本?

・「世界的な囲い込み」がWTO/OECD等 で進 んでいるのに、なぜ 国内業界調整にの

み官民ともに腐心するのか?

・サービス貿易一般協定(GATS)に も多数国間投資協定(MAI)作 成作業にも無関心

だった 日本の金融界?

・GATSのMA条 項 と 「金融了解」のMA条 項 とのギャップ なぜ 「白馬の騎士

達」は見捨てられたのか?(前 提 としての大きな問題!)→内外逆差別的MA概 念

◆新たな"日 本(ア ジア)囲 い込み"Pい わゆる規制制度改革の内実!:別 添の執

筆 中の論文 の 目次 ご参照

◎不公正 貿易論 との容易 な融合:

◆thefulldefactonationaltreatment

◆theεoη τθs孟α捌 鋤ofnationalmarketsinglobalcompetition(殆 どボー モル とは

無縁 の理論的ハ イジャ ックへの経済学者の沈黙)

◎OECD/WTO(GATS)/ISOの 連携:

→プ ロフェ ッシ ョナ ル ・サー ビス(と りわけアカ ウンティン グ ・サー ビス)を 突破

口とした一層 のサー ビス貿易の 自由化工 作:金 融 はP

☆WTO設 立時に既 にイ ンプ ッ トされていたアカ ウンティング ・サー ビス問題

☆OECD貿 易委員会 におけ る(ビ ッグ6の 意向 を十二分 に反映 した)作 業:

◆ア カウンティング ・サー ビスにつ いての各国バ リアの数 量化(点 数表示)

倉

◇他の全サービス貿易分野への拡大を意図!(MAの 関心のみ)

◇テレコムでは 「価格」のみを指標に(会 計 ・監査の場合 とのアプローチの違い)
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◇定性的 なものの定量的 な ものへ の 「翻訳」?

◇ 「モ デルの世 界」 の中での結論 の現実世界への端 的な逆 流!

☆ISOの 野望?:ア カウンテ ィング ・サー ビスか ら全般的 な 「サー ビス標準化」へ

◆ISO9000/14000あ た りか らの 「技術 標準」か らの"は み 出 し"

◆ISO9004-2(サ ー ビス!)の 存在

◆ その一層の増幅!(OECDの 「規制制度改革」 と連動!!)

倉

● 「許 され る規制 のカタログ」作 りといわ ゆる 「グローバ ル ・スタンダー ド」!

倉

*一 体 いつか ら、 だれが 日本で 「グローバ ル ・スタンダー ド」の語 を用

い出 したのか?(「 言葉」に よる世論操作 は トレー ド ・ピープルの常

套手段)

◆ 「一般 的でない規制」(ア ングロサ クソンか ら見 て?)に は立証責任が!P

(規制 サイ ドに立証責任 を負わせ るのは、テ レコム ・アネ ックス以来の問題 ある傾

向 川

←measuresforprudentialreasonsは 大丈夫 と思ってい ると危 ないのではP

◎ 「旦L§ 」韮 一

〇

◆ ターゲ ッ トは全サー ビス分 野

u

どうな るか?

◎少 な くとも、 「新 しい金融 の流 れ」 をどう制度化す るかの検討 では、 こうした まさに

グローバル なスタンダー ド作 り(問 題 多々あ り)へ の流れ を踏 まえ、 かつ 、そ うした流

れに問題があるならば、国際フォーラムでの積極的な提言や軌道修正の努力(反 面教師

とすべ きアメ リカの金 融界)を した上 で、 「国内的調整 をすべ きではないのか!

3日 本 はなぜ 「国際」 的問題把握 が下手 なのかP無 関心and/or「 意識せ ざる閉鎖

性」

・若干の例(ラ ンダム抽 出):

☆TDF→DF→ 個 人情報保 護法(ザ ル法)の み←→EUの 方針

◇電子商取 引 とも深 く関係!(日 本は一体何 を見 ていたのか?)

☆BIS規 制関連での 「ネ ッティング」:
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◇ 「関連諸 国」 での有効性←→ 「日本 におけ る」有効性 でOKP

(なぜ そ うなるのかP)

◇ そもそ もmulti-currencyset-offへ の無 関心

(「米 と麦」論1ド ル と円では相殺 出来 ない?)

☆ インター バン クで取 引 され る 「通貨」:

◇ 「モ ノ」か 「カネ」 か?← →米 ・リビア金融紛争 におけ る(つ ま りはユー ロ市場

におけ る)論 点 とのズ レ

◇ 「一体何 を取 引 してい るのか」 につ いての(法 的!)無 関心?

☆民法上の不法行為請求 は 「外貨」 では出来 ない?

◇古 い大審院判決 の祖述 のみ

◇英米の 「悲 しい伝統 」(イ ギ リスは既 に脱却)と の対比

☆円建て請求のための 「換算 時点」、 そ して 「損害通貨」問題 への無関心P

◇ カオスのア メ リカ もひ どいが(breachdate;judgmentdate;paymentdate)

☆ 日本の株式会社 法は社債 関係諸契約 の 「準拠法」が 日本法 であって も 「外 国会社」

には適用 され得 ない?

◇KEPCO社 債権者集会事件:全 額償還 で 「臭い ものに蓋」?

◇商法211条 の2は?平 成4年 改正前 の銀行法 での同条の援用 とBaslerKon-

kordate(国 際銀行監督)と の関係 は?

◇ 「社債管理会社 設置強制」 問題 におけ る法務 省 の改説?(ユ ー ロ市場 との関係)

→ だが、 どこまで変わ ったか不 明?

→MOFは?

☆国際的 な法の基本的適用関係へ の無理解

◇社債 管理会 社 問題(既 述)に おけ る法務 省の立 場(私 法領域 で の 「属地 的強行

法」の存在 への無理解?)

←→1980年EC契 約準拠 法条約等 におけ る常識1

=強 行 法規の二分 法(絶 対 的/相 対 的)

(まさに グローバル ・スタンダー ド?)

☆立法段階 での 「国際的(ク ロスボーダー)な 問題 の広が り」へ の基本的配慮の欠如

◇ 「域外適用」 はすべて国際法違 反P
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←→しか るに、SECの 証 券4社(当 時)へ の 「過度 な」域外適用 に対 しては、

日本政府 として沈 黙

←→米側 のcross-borderlawfulaccessに 対 す る無 防備 ・無関心!(電 子商取 引関

連)

◇投資顧問業法は 「外圧」 ゆえの例外?:

一→non-establishment型 のcross-borderserviceprovisionへ の対応 とequiv-

alenceへ の正 当な配慮

◇ イラク ・クウェー ト問題 で使 われた不体裁 な外為 法5条 をその まま存置(海 外支

店 は規制す るが、海外子会社 はセー フ?← 理由 あるか?← 国家管轄権[主 権]に

つ いての無理解?)

☆世 銀 グローバル円債 の場合:

◇ なぜ 英国法が準拠法かP当 時 の同国法は 「混蔵寄託=共 有権」 的構成す らナ

シ!

◇世 銀 とエ ン ド ・ユーザー との関係 が契約 関係 が切 れてい るの に、 なぜ世銀 の財務

内容 の開示 な どでお茶 を濁 して いるのか?

◇immobilizationとdematerialization(後 者が 「無証券」化)

◇単 な る紙 としての 「大券 」?

◇ なぜ そんな もの を一 口10万 円で一般投資家に売 るのか?

◇DirectRightsに 対す る身勝手 な世銀 の立場 と末端投資家の保護

☆東証 でのス ウェーデ ン株 式の上場が フランス株 の場合 と同 じに処 理 で きる となぜ 言

え るか?「 大券」へのフ ランス法上 の取 り扱い との差

☆ 「銀行 検査/税 務 調査/(日 銀考査)」 とア メ リカ裁判所 での邦 銀側 に対す るpre-

trialdiscovery命 令(検 査 内容へ の開示命令!)

◇ 「国内」で公務員側 を縛 れば十分 とす る発想 の問題性

◇ 日銀法 改正前 は 日銀職員 に 「守秘義務」 ナ シ?な ぜ か?

◇係属 中のアメ リカ訴訟へ の当局 の無関心?(そ れでよいのか?)

◇一連 の不祥事が 当該外 国裁判 官の心証 に どう影響す るか を懸念

☆証取法189条(海 外への情報提供)とSECの 通常 の実務

◇MOF・SEC間 の共助 でアメ リカに渡 った資料 が刑事 訴追 に使 われ る。(SECの
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証券4社 宛て要請文書の裏を見よ。)

☆各省庁別の 「電子マネー ・電子商取引」の検討 とcross二borderな 問題把握の実際上

の欠如ないし著 しい希薄さ

☆ 日米租税条約上の税の徴収共助規定 と特別法があ りながら、実際の手続 きが整備 さ

れていないまま何十年 も放置。なぜか?

U.S.W,

**
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むすびにかえて

以上 、書いて来て、あ るいは、 ま とめ て来て、悲 しくなることばか りであった。 だか ら

最後に、平成10(1998)年3月12日 に私が鳥取 中央郵便局で行 った 「21世紀 におけ る地域

社会 と郵 便局」 と題 した講演 の記録 をここに転載 させて戴 きたい。 「そんな もの を」、 と

のお考 え もあろ うが、私 には、一連の 閉塞感 を解 く鍵 は、案外、 自分 たちの足許 にあ るよ

うに、思 われ るのであ る。東京 で気違 い じみ た議論 に加担す るよ りも、 自分 たちの社会 の

あ りよ うを、地域社会 に軸足 をお いて じっ くり考 えるこ とが、先決 であ る。今 の状況 にお

いては、 そこか ら見 える 「東京」 の歪 みが、世界の歪み その もの とな り、世 界観 的認識 を

確 固たる ものにす るうえで、非常 に重要 だ と、私 には思 われ るのであ る。 この講演 内容 を

「金融」プ ロパー の文脈 に 「変換」 し、その上 で どう考 えるか、 とい うところまで論ず る

必要 は、 ない と判断す る。

(平成10[1998]年4月26日 脱稿。 そ ういえば今 日は、昭和37年 に亡 くなった祖父関

内正一の、命 日だ った……。)

* *

[参考] 「21世紀 における地域社会 と郵便局」

(於1鳥 取 中央郵便 局1998.3.21)

私 の専 門は 国際 的な法律 問題 です。 日米通商摩擦 とかWTO(世 界貿易機 関)、 また、

パ リのOECDと い う腐 りきった存在 と して世の 中 を悪 くす る元 凶であ ります とか、 そ う

い うもの を議論 しなが ら、 自分 の 目は、平成3年 ぐらいまではア メ リカ、 ヨー ロッパ、 日

本 の3極 とい う感 じで限定 された もので した。が、 たまたまア ジアのマ レー シア とか シン

ガ ポー ル、韓 国辺 りに行 くチャンスがあ り、 その後 オー ス トラ リア、ニュー ジー ラン ドな

どに も行 く機会 に恵まれ ま した。

そ うす ると、 アジア、環太平洋地域全般 か らア メ リカ、 ヨー ロッパ、 日本 を見直す とい

うこ とで数年議論 してお りま した ところ、 自分 自身 も心 身 ともに ボロボロに な りました去

一26一



r

年の行 革騒 ぎで、 たった一つ だけ 自分 に とって よか った こ とがあ ります。

それはア メ リカが どうの アジアが ど うの と言 ったって、 自分 は 日本 の国の中 を全然知 ら

ないん じゃないか と、 自分 な りに反省す るこ とがで きたこ とであ ります。東北、北海道 を

除 き、 日本全体 の要所要 所に伺 い ましてい ろん な方 と話 を して、や っぱ りこの国の 中を知

らな きゃいけ ない というこ とを強 く感 じたわけです。皆様 のお立場か らは 「何 言 ってんだ

い今 ごろ」 とい うこ とか もしれ ませ んが、 自分 自身恥ずか しい とは思 ってお りませ ん。 夏

目漱石 は明治の ころ、 ロン ドンに留学 して初め て漢文学 と英文学の違 いに気が付いた とい

うこ とですか ら、 それ を頭 に置 くとそんなに恥ずか しい こ とでは な く、人生 よ くあ るこ と

ではないか と思 ってお ります。

さて、今 日お話 申し上 げますの は 「21世紀 におけ る地域社会 と郵便局 」 とい うことであ

ち づ

りまして、 きの う智頭の郵便局の皆様 に話 を伺 い、実際にひ まわ りシステムでサー ビスを

受けてい るち ょっ と離れ た所のおば あさんのお宅 を2軒 伺 い、非常 に感動 しました。

実 は去年(平 成9年)10月18日 に、郵政3事 業 は もう解 体 して しまえ とい う立場 か ら

NHKが つ くったのでは、 とさえ思 える番 組 で、 たまた ま富山県の中新 川郡舟橋村 の隣の

村 の若 いディレクターが居 ま して、最初 に私 の方に打診が あ りま して、私 は出るこ とはい

や だったんですが状況 を考 えた ら出 ざるを得 ない とい うこ とで、私 が 出るこ とにな りまし

た。話 を聞いてい ると、 どうもおか しな方 向に行 くので、 テレビだ し時間 も長 くインパ ク

トを無視 できない と申し上 げ、徹底的 に準備 して番組に臨んだ こ ともござい ます。

なぜ それ を申 し上 げたか とい うと、番組が終 わった後、郵便局 の方 も含 めてい ろんな方

か らお手紙 をいただ きま した。 その 中に、 よ くある話か もしれ ませ んが 「自分 は今 は東京

に住 んでい るけれ ども、 自分 の親 は何 々地方の 山奥に住 んでい る。70歳 、80歳 を超 え もち

ろん車 もない。 その時 に どうや って生活 してい くんだ。銀行 でや ればいい じゃないか とい

って も、 どうや って銀行 まで行 くんだ」 と、筆 で したため たお手紙 も含め て多数 いただ き

ました。

なぜ またそれ を申し上 げ るか とい うと、行革 の話 は一応決着がつ いて郵便業務 をどうす

るか とい うことが検討事項 で残 って しまい ました。私 自身 も去年の後半は行 革の話 をや っ

て いま したが、今 年に入 りまして急に同 じ話が世界全体 で繰 り広げ られ よう としてい るこ

とに、 ある研究会 に出て気が付 きま した。今猛 烈 に調べ ま くって、本1冊 分 にな るであろ

うぐらいの論文 の2回 分 ぐらい書 いて い ます。民 間に任 せ ればすべ て うま くい くんだ と
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か、官庁が 出て くるな とか、アホなこ とを言ってい ます。

今 日、 ここに変 な物 を腰にぶ ら下 げて きてお ります。 たまた ま一 昨年 の夏にニュージー

ラン ドに行 き、 当時は地域社会が どうなっているか なん て関心 もなか ったんですが、 それ

か ら1年 ぐらいたって行革 騒 ぎが起 こ り、 その 間に研究 してお りました ら、 ニュー ジー ラ

ン ドの改革が実 におか しな状況 になっているこ とがだんだん分 かって きました。

これ はマオ リ族のお守 りで、ニ ュー ジー ラン ド航 空の機 内で たまた ま求め た もの です

が、ニュー ジー ラン ドの改革が美化 され過 ぎて いて、実情はひ どいわけ です、 もともとマ

オ リ族 が住 んでいた ところに白人が入 って きて、マオ リ族 と白人 との間の ワイタンギ条約

とい う条約 でニュー ジー ラン ドとい う国がで きたのに、1984年 か ら始 まった改革 で弱 い者

が どん どん弱 くな り、 ご く一部の会 計学 をや ってい るような立場の人間ばか りが どん どん

所得 を増や して儲 けてお り、全体 の数 字だけ見 ると経 済が よ くなって いるよ うに見 える面

もあ りますが、 その間の経済成長率 もぎ くしゃ くしてい るんです。法律 的 な言 い方 をすれ

ば、改革 断行 して小 さな政府 ・なんで も民営化が ニュー ジー ラン ド経済 を奇跡的に立 ち上

が らせ た と言 いますが、実額 で見 るの と伸 び率 のパー セン トで とるの とでは全然 話が違

い、 自分 に都 合の いい ところだけ出 してい るし、 因果 関係が あいまいな ままなんです。

アメ リカの通商政策、ニ ュー ジー ラ ン ド、OECDの3つ をつ な ぐのは市場 原理(マ ー

ケ ッ トメカニ ズム)で やればすべ ていいんだ、 とい うこ と。郵政3事 業 で も何 で も民営化

の方が いいんだ と、非常に単純 な議論 を して世 の 中を引っ張 ってい く経 済学者。私 の観点

か らは本 当は学問の存立 自体が危ぶ まれ る状況で あるに もかかわ らず、何 も問題 はないん

だ、マー ケ ッ トに委ねればそれでいいんだ と、間違 った方向に行 こ うとす るのに、 それ に

対 して学 問的良心 の根 っこか ら立て直す人が経済学についてあ まりいない。 ま ともな発言

をす る経済学者 を見つけ るのは非常 に難 しい。鈴 村興 太郎 とい う先 生 は有 難 い存在 です

が、 ただ、経 済学 の示す モデル等の基本 は現実世 界 を扱 うのでは必ず しもない とい うこ と

です。 それだけ をはっ きりさせ て、その上 でや って もらえば いい。

ひ まわ りシステムで郵便局の方々が回 っていただ くことでおばあ さんの心が どれだけ豊

かになったか、 これをすべ て数字 で示せ と言われ るのはおか しなことなんです。

どフい フこ とか とい うと、例 えば法学部 を出た大蔵省 の人間は研修 で経 済だけ を勉 強 さ

せ られ るんです。法律 の問題 は研修 のプ ログ ラムに は全然(殆 ど?)入 って ない し、 そこ

が 日銀 とも違 って いた。経 済だけ分かれ ばいい とい う大蔵 省、 これが 日本 の金融 をだめに
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した と、 国際金融 を20年 近 く研 究 した結果 として私 は4月10日 に も大蔵本省 で言 うつ も り

です。何 で も経済 で語 る、その経済 とい うのは何 で も数値化が できる。品質は どうなんだ

ろ うとか、全体的 な印象、安 心感 とか、数値化 で きない もの はみん なゼ ロ とみ なす とか、

して しま うわけです。 こうい う数 字万能主義、理論 自体が抽象的 な世 界で しか 当ては まら

ない くせ に、経済学が 日本 の社会 を引 っ張 って きたみたいな誤 った見方が なされてい る。

こ うい うもの との私 の戦 いは結構長 い歴 史が あ ります。

一例 を挙げ る と、テ レコム高度化 をしな きゃいけない。 そのためには、郵 政省 もかな り

力 を入 れて光 ファイバー を2010年 までに全 国津々浦々 に引 くんだ と。その時に、経 済審議

会 で当時生活大国5カ 年計画 をや ってい まして、 テレコムの高度化 をして生 活 を豊 かにす

る観点か ら私 はその委員 の中に入 った。具体的 には広域経済圏構想委員会 とい うことで し

た。広域的に広い地域 をカバーす る経済 圏 をつ くる検討委員会、 それに も私 は違和感が あ

りま した。生活大 国5カ 年計画 なの に、何 で広域経済圏なんだろ うと。

案の定、 中へ 入 ってみる と広域生活圏 とい うと経済学的に数字 で説明で きない部分が い

っぱい あ り非科学 的である。 したが って、広域経済圏 とい うことで経済発展 とか をや らな

きゃいけ ない。広域経済圏か生活圏かで私 なんか は争 ったけれ ども、大蔵 と経企庁 の官僚

の皆様 が数字 にで きない もの は一切 だめだ と言い難渋いた しました。電気通信 審議会の方

で2010年 までにテ レコム高度化す れば123兆 円 で したか、 それ だけの メ リッ トがあ る とい

うことで数字 を出 しま した。数 字 を出 さない と、大蔵省 の方が納得 しませ んか ら。人間の

心の豊 か さか と満足度 とか、不安 とか恐れは、数 字にはな らない。 で きないこ とをやれ る

と思い込 んでいて、数字にで きない もの を主張 してい る人間はアホだ と、 そ うい う論調で

す。

昨年 の行革 に して も、通 産省 が規 制緩和 官庁 か ら規制改革官庁 に脱皮 して当面飯 を食 っ

てい くとい う欲求 と、テ レコム行政 を全部 引っ張 り込ん で実は テレ コム を持 っていれば強

いそ とい う感 じで、 いろい ろと考 えたのではないか とい うこ とが裏 にあ って、私 自身は通

産省 に 日米摩擦 ではず っと協 力 し合 って戦 って きた仲 間が た くさん いるん ですが、む しろ

法学部 を出たけれ ども経済 ば っか り勉 強 してエ セ ・エ コノ ミス トに なったつ も りの人間が

世 の中を悪 くして いるんです。

その方 々がOECDに 行 って、 こ ともあ ろ うに 日本 が リーダー シ ップ を とって去年の行

革 と同 じこ とをOECDの 報告書の 中にま とめて しまお うと して い ます。 それがOECDだ
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け でな くてジュネー ブにあるWTO(世 界貿易機関)と か、テ レコムの世 界で もよ く出て

くるISO(国 際標準化機構)、JIS規 格の もとになる ところですが、そんな ところ を抱 き込

んで一連の動 きを起 こしてい る。 そこで もニ ュー ジー ラン ドの奇跡なんてこ とが簡単 に語

られて います。

国が民間 を抑 えて何 か をす るレギュ レー シ ョン とい って も、 食品の安全 基準 とか航空機

の安全性確保 のためのいろんな措置 とか、社会 的規制(ソ ー シャル レギュレー シ ョン)も

あ ります が、 その レベ ル も下げて常に見直 しをや ってい くと言 うの です。 その際、安全性

の問題 は規制緩和 して も全然問題 がないんだ とい う証拠が3つ あると。 その3つ の中の一

番分 か りやす いのが、航 空機事 故に よる旅客一定 人数 当た りの死亡率 をOECDが 出 しま

して、1970何 年の ときよ りも90何 年 に減 っているか ら規制緩和 して も安全性 は問題 ない と

議論 します。ですが、技術 開発 によって なか なか簡単 には落 ちな くなった技術革新 とか、

さまざまな ことが全然 その計算 の中に入 ってい ないん です。 めちゃ くちゃず さん な、子供

で も分 か るようなア ホな ことがず らず ら書 いてあ る文書がOECD加 盟 先進諸 国に出 され

ているわけです。

それ と連動 して、WTOと い う貿易 を取 り仕切 るところ、技術標準 をや って いるはずの

ISOあ た りが、 みんな同 じ動 きをしてい ます。去年 の 日本 国内での行革 で、皆さんの ご努

力が99と す れば0.0い くつ ぐらいの努 力 で しょうが、私 な りの世界の 中でそれな りにが ん

ばったつ もりでいますが、国内はすみ ま したが問題は世界です。

日本国憲法上、 日本は条約 を遵守 しなければ ならない立場にあ るし、守 らなけれ ばいけ

ません。その守 る対 象 とな る条約 の内容 が昨年 の行 革騒 ぎと同 じものであれ ば、郵政 だけ

でな く社会、経 済のすべ てのプ レーヤーに まで影響 を及ぼす ことにな ります。

なぜ 「21世紀 におけ る地域社 会 と郵便 局」 とい うことで申 し上 げたか というと、 もはや

地域社会 とか 日本 国 とい うもの 自体 が、端 的に言えばアングロサ クソンの方か ら理解 し難

い ものは存在 してはいけない、 とい うこ とになって しまいます。 これは恐 ろしい話 です。

巨大 な多国籍企業だけが どん どん もうか ってゆ く構 図です。採算が合 わない ところの維持

とか、社会 全体 に対す る責任 を企業 に求め るの はおか しいんで、企業 は株主 のエ ゴのため

にあるんだか らそれ以外 の ことはす るな とい うこ とですか ら、エ ゴがエゴ を生む とい う悪

い循環の典 型の ような もの。今や世界的に その方向だけ しか見 えな くなっている。

私 が今書 いてい る論文 の一端 で もあ りますが、欧米 との関係 で比較 してみ る と、 まず官
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と民が協 力 して相互 で助 け合 いなが ら社会 をち ょっ とずつ高めてい く我 々の伝 統が今 の流

れの中では無視 されてい る。無視 され る とい うこ とは、具体 的にや めう とい うこ とまで強

制 され得 る。

最悪 の場合、幸 い 日本 の中であれば全 国2万4600の 郵便局 の方々、郵便局 に支 え られ て

い る方々 の声 な き声 であって も、おか しい とい うことにつ いては一致団結 で きる土壌が あ

り、郵政3事 業 の場合は うま くいった。私 は、私 の祖 父の 口癖 だった正直者が ばか をみ な

い政治 だけ ではな くて、正 直者がばか をみない学問 を増やすべ きだ と思 いや っているわけ

です。

ところが、去年9月1日 か ら差別型 自動車保 険が始 ま りま した。大阪が全然事故率 が高

いん ですが、従 来は全 国一律料金 で地域差別 をや っていませ んで した。 コス トに見合 った

価 格 を設定 しろ と、言 うことはか っこいいんですが実態 はどうか。今 までの 日本の 自動車

損害保 険は、全 国一律 で地域差別や性 による料率差別 を しない平 等な相互扶 助の精神 に満

ちた制度運 営 をずっ とや って きま した。戦後 いろいろあったで しょうが、 損害保 険業 界は

非常 に安定 した成長 をしてきた し、護送船 団方式か もしれ ませ んが、保 険料率 は ヨー ロ ッ

パや ア メ リカ と比べ て も全然遜 色 な く、 日本 の方がず っと低 く、 しか もサー ビスの内容、

質が よ く、 クオ リティーが高い とい うこ とであ ったのに、 もうか るこ とだけ参 入させ てあ

とは知 らないよ と、 それ を認め るのが経 済原理 だなんて話 で、ア メ リカが 日本 に文句 を言

う。 そ して 日本 は、行革の一環 としての規制緩和小委員会が損害保険事 業 に対 して いろん

な批判 をす る。 このや りとりとい うのは、郵政3事 業 をめ ぐる話 と非常に似 ているわけで

す。

結 局、相互扶助の システムは去年の秋 に崩 れて しまって、9月1日 か らは差別型 自動車

保険の販 売 とい うことにな りま した。 これに対す る社会の リア クションは どうだ ったか と

いう と、 これで大変 な ことになる とい う意識 はそん なに なかったんです。30代 、40代 の男

性 は保 険料率 が安 くな りいい じゃないか と。 それが、鳥取は事故率 が低 く大 阪は高い と、

もろに地域差別 を認め て しま うと5、6倍 ぐらいに なるので地域 を7つ ぐらいに分 けて、

事故率 の低 い所 と高 い所 を一つの地域に して地域に よる保 険料率 の差 は何 倍 まで とす るな

んて、大蔵省 が全然実効性のないガ イ ドライ ンの ような ものを出 しています。

何が言 いたいか とい うと、郵便局 は幸いに して危機 を乗 り越 えたが、保 険 につ いて同 じ

ような危機が起 きていて 日本全 国に影響す るものであ るが、 それ に対 して ガー ドが十分 な
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されなか った し、規制緩和 とか 日米摩擦 とかア メ リカがごちゃごちゃ言 う中で話が進む。

日本社会全体 で起 きているこ とはむ しろ郵政3事 業 のよ うに全部守れた とい うこ とは例

外 で、 これ をいろんな分野 で、マー ケ ッ トがすべ てだ とい う議論 と、そ うでないほかに も

何 か大切 な ものが あるはずだ とい う議論 と、 人間の営 みすべ てをカバーす るんではな いか

と思われ るよ うな ところに全 部 イスラム原理 主義 的 な市場 原理主義 と私 は言 って い ます

が、 その網 がかけ られて しまって いて、 これ を何 とか しなけれ ばいけ ない とい うこ とで

す。

もっ と言 えば、郵 便サー ビスではユニバーサルサー ビス とい うことで頑張 ってい るに も

かか わらず、民間参入 を認め ることにつ いて検 討す るなんて行 革の最終文書 に書 かれた り

もす るわけです。

イギ リス とかニュー ジー ラン ドが そ ういった路線 を突 っ走 ってい るともされるわけです

が、ニュー ジー ラン ドについてはマ オ リ族の悲惨 な状況 を含めてかな り学 問 も頑張 って き

て、い ろんな本 が発 表 されて、ニ ュー ジー ラン ドの一面だけ見てい るのはおか しい と。 で

も橋本 首相 は、未だに通産省が 出 した変 な 日本 語に訳 した文書 を見 て信 じ込ん でいるん で

す。そ こヘニ ュー ジー ラン ドの首相 が来 て、何 か をサ ジェスチ ョンす る。IMF(国 際通

貨基金)が イ ン ドネ シア とか韓国に して いる話 とい うのは、皆 さんが昨年悩 まされ た行革

の論理 と同 じような話で、 イン ドネ シア も問題 は多々あ るとい うこ とは知 ってい ますが、

IMF的 な考 え方 に抵抗 して いるんです が、橋本 さんが何 で急に イン ドネ シアに行 くこ と

になったか。 その時、 なぜニ ュー ジー ラン ドの首相 がわ ざわ ざ来 たのか。ニュー ジー ラン

ドプラスアメ リカ的 な図式で考 えると、 とにか くイン ドネシア を黙 らせ る役割 を橋本 首相

にや らせ ると。子供 のけんかの レベ ルで考 えればそ うい う論理 にな り、実はそれが現実の

国際政 治 にか な り近 い。そんな こ とを考 えれば、 こち らか ら もいろん な ことが起 こ りま

す。

そんな周辺事情ばか りお話す るのは趣 旨に反す るよ うに も思 います。 で もお分 か りいた

だ きたいんです。行 革 は一応決 着は付 きましたが、 これだけで はないんです。 もっ と恐ろ

しいこ とが あって、何 で私 が徹 夜 しなが ら論文 を書か な きゃいけないか とい うと、 日本 は

郵政3事 業で人々の生活、社会 を守 るべ く実績が あったけれ ども、これ をもっ と広 げてい

かなきゃいけない と強 く感 じているわけ です。だか らあえて 申 し上 げたわけです。詳細 は

貿易 と関税 とい う雑 誌に連載 されます。
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ち づ

21世 紀の郵便局 を考 え るときに、智頭の こ とが英語で紹介 され てい ます。 シカ ゴ ・トリ

ビュー ンとい う新 聞です。 アメ リカ的 な考 え方 では全然 あり得 ない ような、 地域社会 と官

の側 がや ってい る郵便局 システム との協力業務 とか、 いいイ メー ジで とらえてい ます が、

その輪が どん どん広 がってい くこ とを私 自身 も切望 して います。 ヨー ロ ッパ とかア メ リカ

のア ングロサ クソンには分か らないよ うなこ とで も、 日本の社会 が着 々 とや ってい るとい

うことをどん どんお進 めいただ きたい。 その意識の どこかに、世 界に対 して非常に貢献 に

なるとい うこ とを忘 れないで頂 きたい と私 は申 し上 げたい。

例 えば民営化 してポス トの数 を減 らし、社 会 とは一体何 なのか とい うところまで行 って

よい ものか。そ うい う問いかけ を世界に対 して 日本 は していない。他 方、 イ ンターネ ッ ト

とい って大騒 ぎす る。 これ もアメ リカの発想 ですべ てが進んでい く。 皆様 もこれか ら一所

懸命 山陰地方でお仕事 を広 げていかれ る ときに、 テレ コムの重要性 ももう少 し考えていた

だいて もいいのではないで しょうか。福祉の観点か らも。

鳥取 の場合 、集 配特定 局46、 無 集配特定局95、 簡 易郵便 局100、 普通 局4と いうこ とで

規模 は伺 いま したが、全 国2万4600の 郵便局 を本 当の意味でネ ッ トワー ク化 、デ ジタル化

し、地域社 会の皆 さん と国の政策 としての郵政3事 業が ドッキングす る。民官協調の もと

でで きたのが郵便局 システムで あって、そ れ を銀行 の人 たちが 「官業 に よ る民業へ の圧

迫」 だなんて言 うのはち ゃんちゃ らおか しい と。 そ う言 ってお きなが ら、都市銀行 だ って

どれ だけ地方に支店 を出 して必死 にや ってい るのか とい うこ ともだんだん分か って くる。

日本 テレコムの技術 も世 界的 に素晴 らしい ものが いっぱいあ るんです。末端 までのデ ジ

タル化 を去年 の12月17日 に完成 した とNTTは 宣言 して い ます が、ア メ リカは 日本 より

10数 歩遅 れて います。 それか ら、非常 に簡易 な高性 能 テレ ビ電話 を 日本 で開発 してい ま

す。 テレビで宣伝 してい ますが、 フェニ ックス ミニ といいまして両端 末で19万8000円 。そ

い ばる ま

れが世界最高だ ということをみんな知 らないんです(石 垣 島最 北部の伊 原 間郵便局のテ レ

ワー ク ・センター にフェニ ックス ・ミニ をその後発見 した私 は、真実喜 ん だ)。

これ をどん どん続けていけば福祉 に使 え るんです。例 えば、 きの うの90歳 のおば あさん

のお宅 に端末が あれば、大都市 に行か れたお子 さん とかお孫 さん と顔 を見合 わせなが らき

れ いな画面 で映 る。 これ を何 とか地方公共 団体 のそれぞれに協 力 してい ただ くとい ろんな

展開が あ り得 る と、 これは きの う智頭 を拝 見 してなお さら思 うんです。大都 市に置 いて も

あま りメ リッ トはないか もしれませ んが、地域社会 の過疎化が 出て くるよ うな所にお いて

一33一



は郵便局に 出て いか なければ何 もで きない。智頭 だけ を拝見 して も実感 しました。 それで

い くらもうか るんだ と言われ ると困 るけ れ ども、私 は きの うおば あさんにお会 い して後髪

を引かれ る思 いで した。

人間の気持 ちに こたえるのは本 当の意味 で完全双方向 の画像 ・デー タ ・音声一体 型の通

信端末で あ り、 それ をマーケ ッ トだけでみ んなに使 わせ るよ うにすれば大都市 か ら普及 す

るであろう。 で もあれ を必要 としているのは実 は地域社会 で、過疎化 が進 めば進 むほ ど必

要 です。今 インターネ ッ トブー ムですが、今 申 し上げ たこ とを、2月25日 の朝 日新 聞に ち

らっ と出 ま したが、朝 日新聞主催 の東京 での シンポジウムで しゃべ った ら、 みんなせせ ら

笑 うんです。 きの う も智頭でいろいろお話 を伺 い、地域社会 で何 が出来 るか とい う発想 で

や って きた と皆様 お っ しゃい ましたが、 それが東京人に はわか らないのです。

世界一のテ レコムのネ ッ トワー クで、 アメ リカのア イオア州では全州 に光 ファイバー ネ

ッ トワー クの太い回線で全家庭 を結 び、教 育州 である 自信 と伝 統、過疎化 して コ ミュニテ

ィー 自体 がな くな って何 とか しなければ、 と。教 育 と過疎の それだけで、す ごい もの をつ

くりました。今 の地域 情報化が、各地域社 会 で観 点がずれて いるのは、高度情報化 とか マ

ル チメデ ィア とか、 インターネ ッ トとか いろいろ言 って いますが、そ うい う話が どこか ら

か来 たか らや る、 とい うことではないん です。解 決 しなければいけない問題が あ るか ら何

か をや る、 と。発想 が逆 なんです。

私は前か ら言 ってい るんですが、官 と民 との競 争 なんです。郵政3事 業 も官対民 ではな

くて、官の間に も中央政 府 と地方政府が あ り、 その間で さまざまに競争 して、弱 肉強食 で

な くて相互 に助 け合 いなが ちの 日本的な競 争のあ り方、 これ を広 げていただ きたい。

その中で21世 紀 におけ る地域社 会 と郵便 局、 これ を私 は非常 に貴重 なる例 を昨 日、今 日

にわたって体験 しました。それ ぞれ いろんな しが らみがおあ りで しょうけれ ど も、小異 を

捨てて大 同に付 くとい った精神 で頑張 っていただ きたい。

自分 たちに何 がで きるか、何 をす るべ きなのか、 ここを考 えて くださった智頭の皆 さん

の英断に対 して、私 は本 当に うれ し く思 い ます。今 までア イオアのICNし か実例 が なか

ったんです が、智頭 とい うもの を世界に広 めてい って、智 頭 と共 に鳥取周辺の各県 に もこ

れが さらに大 き く広 がってい くこ とを期待 してい ます。 これは大 ボラを吹 く気は ございま

せん。本当にそうなってほしいと思います。そうすれば何で近畿地方ではそういう話がな

いんだと、そういう競争になれば 日本は立ち上が りが早いんです。最初の起爆剤を発見さ
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せ ていただい たことに、本 当に皆 さんに感謝 して います。これで私 のお話 は終 わ らせ てい

ただ きます。 どうもあ りが とうございま した。
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1は じめ に

1995年 に発足 した世 界貿易 機関(WTO)は 、現在 まで大変順調 に運営 されて きた。ウ

ル グア イラウン ド交渉に よって強化 され た紛争解決手続 は頻繁 に利用 され、重要 な通商紛

争 を解決 して きて いる。た とえば、WTO発 足直後 に、 日米間の 自動 車 ・同部 品紛争 に関

連 してア メ リカが通商法301条 によ って一 方 的措 置 を発動 し ようとしたが、 日本 がア メ リ

カをWTO紛 争解 決手続 に訴 え、 それが大 きな き っかけ とな って間 もな く、ア メ リカの

一方的措置は取 り下げ られた(1) 。逆 に 日本 では焼 酎の税率 が ウオッカ等他 の蒸留 酒 と比

べ て低 か ったが、 この ことをEC、 ア メ リカ、 カナ ダが問題に してWTO紛 争解決 手続 に

訴 え、 日本 のGATT協 定上 の義務 違反 が示 され た(2)。 日本 は、 焼酎 の税 率 の 引 き上 げ

と、他 の蒸留酒の酒税 の引 き下げ によって、紛争解決手続の判断に応 えた。

またGATSに 関す る通信 及び金融 に関す る継続 交渉は何 度 も決裂 の危機 を迎 えなが ら

も、通信 につ いては、1997年2月 に、 また金 融に関 しては1997年12月 に妥結 した。 さらに

ウル グア イラウン ド終 結時に交渉課題 とされた課題(ビ ル ト・イン ・ア ジェンダ)サ

ー ビス貿易交渉、紛争解 決手続の見 直 し等(3)を 中心 に して、新 た な多角 的交渉(ラ

ウン ド)開 始の機 運 も高 ま り、2000年 か ら始 まる見込 みである。 ウル グア イラウン ドに よ

って出来上 が ったWTO体 制 は、一 層の深化 対 象分 野 での加 盟 国の義務 の 強化

と拡大－WTO対 象分 野の拡張一 が期待 されてい る。

WTO発 足 直後 の1995年5月 のOECD閣 僚 理事 会 は、2年 間 の期 限 を設定 して、多数

国間投資協定(MultilateralAgreementonInvestment,MAI)の 交渉開始 を決定 した。

MAIは 、①投 資 自由化 投資に対す る内外無差別 輸 出要求 などのパ フォーマ ンス要求

禁止等一 、②投資保 護一 収用 に対す る補償 ・送金 自由等一 、③ 紛争処理一 国家対

国家 ・投資家対 国家の紛争解決手続一 を3本 柱 とし、投資が 自由に行 われ る条約体制の

構築 を 目指 した(4)。

交渉 は当初 の期 限内には妥結せ ず、期 限 を1年 延長 したが、本年(1998年)4月 に開催

され たOECD閣 僚理事会 は、 まだ交渉が終 結 していない中で、交渉期 限 を定め ず、 しか

も6ヶ 月間の交渉 中断 を決 定 した。昨年(1997年)10月 にOECD事 務 局 が交渉 草案 を示

した前後か ら、 欧米の環境 団体(NGO)を 中心 にMAIに 対 して強 い批 判 の声 が 出され、
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閣僚理事会前 の2月 にはフランス政府 当局が交渉 か らの離脱 の可能性 にす ら言及す る事 態

に なって いた。MAIは 、6ヶ 月間交渉が 中断 された後、本 当に交渉 が妥結 に向か って再

開 され るか について は予断 を許 さず、む しろ何 らか の理 由 をつけて交渉が打 ち切 られ る可

能性す ら高 まって きて いる。

MAIが 、GATTウ ル グア イラウン ドの妥結、 そ して現在 のWTOに 連 なるGATTの

成功経験 を受 けて始 まった ことは疑 いない。 また国際経済の 自由化 は、 まずモノの 自由化

か ら始 ま り、その 後サ ー ビ スの 自由化、 そ して投 資 の 自由化 へ と拡 大す ると言 われ、

GATT/WTOは まさに この軌 跡 を辿 って きた。MAIは 、 投資 自由化 を、先 進国 間で ま

ず先導す る試み と見 るこ ともで きる。

なぜWTOは 現在 までの ところ順調 に運営 され、MAIは 挫折 の淵 に立 って い るのか。

WTO、MAIと い う国際経済体制 の法構 造 を探 るこ とに よって、 この点へ の解 答 を試 み

てみよ う。
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IIWTO体 制の法構造

1WTO体 制の特色

WTOと 、WTOが 管轄す る諸協定(WTO諸 協定)に よって構成 され る規律体制 を

WTO体 制 と呼ぶことにすれば、WTO紛 争解決手続を中心に、WTO体 制には他の条約

体制 とは異なる特色があることに思い当たる。

a紛 争解決手続の申立事由

WTO紛 争解決手続(5)は 、GATT協 定23条 本稿では 「GATT」 は、GATT協 定

に基づ いて事実上生まれた国際機関をさす に基づ く紛争処理のための手続 であり、

GATT発 足以後の実行や東京ラウン ドによって作成された 「通報、協議、紛争解決及び

監視に関す る了解事項」を経て、現在 ではWTO諸 協定の一一部である紛争解決了解によ

って運営 されている。

GATT協 定23条 は、「(a)他 の締約国が この協定に基 く義務の履行 を怠った結果 とし

て、(b)他 の締約国が、この協定の規定 に抵触するか どうか を問わず、何 ちかの措置を

適用 した結果 として、(c)そ の他何 らかの状態が存在する結果 として、この協定に基 き

直接若 しくは間接に自国に与えられた利益が無効にされ、若 しくは侵害 され、又はこの協

定の目的の達成が妨げられている」 ときに、被害を受けた と主張する締約国が、加害国と

考 える他の締約国をWTO/GATT紛 争解決手続に提訴できると規定す る。

(a)は 他の締約国の義務不履行(違 反申立)、(b)は 他の締約国の措置の適用(非 違

反申立)、(c)は 一定の状態(状 態申立)が 提訴要件であるが、それに加えて①協定に基

づ く利益の無効化 ・侵害、または②協定 目的の達成妨害が必要である。実際には、状態申

立に基づ く紛争解決手続の判断が出たことはな く、また②協定 目的の達成妨害が認め られ

たケースはない(6)。

現在では多数国間条約か、2国 間条約か を問わず、多くの条約 中に紛争解決手続が置か

れているが、それらの条約では 「条約の解釈又は適用に関する紛争」 を紛争解決手続の対

象 としている(た とえば国際連合 海洋法条約15部)。 これ らの条約 の紛争解 決手続 と

GATT協 定23条 と比較すると、GATT協 定23条 には次のような特色が ある。①GATT
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協定23条 は、協定義務の不履行 という協定の解釈適用に関す る紛争も対象にす るが、他方

で非違反申立、状態申立は、直接的には協定の解釈適用に関する紛争ではない もちろ

ん、非違反申立や状態申立では、利益の無効化 ・侵害または協定目的の達成妨害が要求さ

れるために、条約の解釈適用にまったく関わらないわけではない 。②協定の解釈適用

を直接的に問題にす る違反申立については、締約国間に協定の解釈適用 をめ ぐる紛争があ

るというだけでは足 りず、別途に利益の無効化 ・侵害 または協定 目的の達成妨害が要求さ

れる。

GATT協 定23条 は、なぜ このような特色のある紛争解決手続を設定したのであろうか。

b紛 争解決手続の判断の効力ICJ、 人権委 との比較

GATT協 定23条2項 は、前記の紛争が締約国間で解決できなかったときには、その紛

争は締約国団(現 在 ではWTO)に 付託され、それを受けて締約国団は締約国に対 して

「適当な勧告 を行い、またはその問題について適当な決定(ruling)を 行わなければな ら

ない」 と規定す る。そして締約国団は、重大な事態の場合には、申立国に対 して、被申立

国に対するGATT協 定上の譲許その他の義務の停止を許可できるとす る(同 項)。WTO

紛争解決了解上は、被申立国が締約国団の勧告 ・決定に従わない場合が、譲許その他の義

務の停止(対 抗措置)が 行 える唯一のケースである(22条)。 このような締約 国団の決

定 ・勧告に従わない国に対 して対抗措置をとれることはともか く、締約国団の行 う勧告 ・

決定が法的拘束力をもつかどうかについては、GATT協 定上明文の規定がな く、従来か

ら法的拘束力をもつ とする見解 と持たないとする見解に分かれていた(7)。

この点は、ウル グアイラウン ドで も問題にな り、紛争解決 了解 は、 「紛争解決機 関

(WTOで 紛争解決手続 を運用する機関で、実質上はGATT協 定23条 の締約国団の権 限

を行使する 筆者)の 勧告又は裁定(ruling)の 速やかな実施は、すべての加盟国の利

益 となるような効果的な紛争解決 を確保するために不可欠である」と規定 した(紛 争解決

了解21条1項)。 これは直裁に紛争解決機関の勧告 ・裁定が法的拘束力を持つ としたのでは

なく、勧告 ・裁定の実施に焦点 をあてた規定ぶりになっている。この規定は、勧告 ・裁定

の形で出される紛争解決機関の判断に法的拘束力 を持たせ る趣 旨ではな く、WTO加 盟国

に、勧告 ・裁定に従った措置をとる義務 を負わせたものだと解 される。すなわち、紛争解

決機関の勧告 ・裁定、特にWTO諸 協定中の規定に関する解釈 ・適用についての裁定が、
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それ自身として法的拘束力 を持つ と仮定しよう。その ときには、それが被申立国の当該規

定に関す る解釈 ・適用 を正当なものではない と判断すれば、被申立国の解釈 ・適用は遡っ

て誤 っていたことにな り、申立国は被申立国に対 して誤った解釈によって蒙 った損害の賠

償を請求できる可能【生が強まる もちろん、損害賠償請求ができるためには、解釈 ・適

用の誤 りに加えて別の要件の検討が必要になる 。 しかし、現在の紛争解決了解21条1

項では、このような場合であって も、被 申立国の解釈 ・適用が遡及的に誤 りだったことに

はならず、ただ将来に向かって、紛争解決機関の勧告 ・裁定に沿った措置 をとることだけ

が被 申立国に要求 されるのである。なお、WTO紛 争解決手続には、別 に仲裁が用意され

(紛争解決了解25条)、 そこでの判断は上記の紛争解決機関の勧告 ・裁定 とは異な り、紛争

当事国を遡及的に拘束する。

紛争解決了解21条1項 と比べ ると、国際司法裁判所規程は、国際司法裁判所の 「裁判が

当事者聞において且つその特定の事件に関 してのみ拘束力 を有する」(59条)と 規定 し、

国際司法裁判所の判断自身が法的拘束力をもつことを明記す る。他方、 自由権 を保障する

国際人権B規 約では自由権規約委員会が設けられ、規約の締約国は他の締約国が規約上の

義務 を履行 していないと考えるときには、自由権規約委員会に通報 し、必要な場合には、

事案の解決のために委員会があっ旋 を行 うという仕組みをとっている(41条)(国 家通報

制度)(8)。 これ も、WTO紛 争解決手続 と同様に、条約締約国の義務履行の確保のための

手続 と位置付けることができるが、「あっ旋」と書かれていることから明 らかなように、

自由権規約委員会は被申立国が人権規約の義務 を履行 していないと認定 しても、被申立国

が人権規約の義務履行の態様を自発的に改めるように働 きかけができるにす ぎない。人権

に限らず、現在では多くの多数国間条約が、このような締約国の義務履行 を確保す るため

の 「国際 コン トロール手続」を備 えているが、それ らは概ね、この自由権規約委員会のよ

うに、最終的には加盟国の 自発性に委ねる仕組みである(9)。

WTO紛 争解決機関の判断は、国際司法裁判所の裁判と同一の形で法的拘束力をもつ も

のではないが、他方、 自由権規約委員会の国際コン トロール手続のように、事実上はとも

か く、法的には行為の是正 を完全に締約国の 自発的な意思に委ねるものでもな く、いわ

ば、両者の中間的形態である。このような性格はなぜ生まれたのであろうか。

c環 境措置(非 通商措置)へ の対処
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1980年 代以降、WTO紛 争解 決手続 には、環境規律 等、本来的 には通 商問題 以外 の 国内

規律 につ いて、それ ら とGATT協 定の抵触が問題 とされ る ように なった。そのなか で も

特 に有名 な ものは、1990年 に メキシコが、ア メリカの イル カ保護 を目的 としたキハ ダマグ

ロ輸 入規制 をGATT紛 争解 決 手続 に訴 えた、第1キ ハ ダマ グ ロ事件、及 びECが 訴 え

た、第2キ ハ ダマ グロ事 件 であ る(10)。 問題 とされた措置 は、 ア メ リカが キハ ダマ グロ と

行 動 をともにす る習性 を もつ イル カを傷つけ る方法 を用 いて漁獲 したキハ ダマ グロの輸 入

を禁止 した もの であった。

両事件 とも、GATT紛 争解決 手続 は、 ア メ リカの キハ ダマ グ ロ規制 をGATT協 定3

条 等 に違 反す る と認定 した上 で、ア メ リカの措 置 がGATT協 定20条 の一 般 的例 外 の

「(b)人 、動物 又は植 物 の生命 又は健康 の保護の ために必要 な措 置」 または 「(9)有 限

天然 資源 の保 存に関す る措置」 に当た るか どうか を検討 した。GATT小 委員会 は、結論

的 には、例外該 当性 を否定 し、 ア メリカの キハ ダマ グ ロ輸 出規制措 置がGATT協 定 の義

務 に違 反す るとしたGATT理 事会(締 約 国団の任務 を遂 行)で は両小委員会 の報 告

書 とも採択 されなか った(11)。

第1キ ハ ダマグロ事 件 では、 この ような結論 の後 に、「この報告 書の採択が、個 々の締

約 国が国 内的な環境政策 を追求す る権利や環境政策 を調和 す るために相互 に協力す る権利

に影 響 を及 ぼす もので はない」(para.6.4)と 述べ た。GATT協 定 違反 を言い なが ら、

「個々の締約 国が国内的な環境政策 を追求す る権利 や環境政策 を調和す るため に相互 に協

力す る権利に影響 を及ぼす ものではない」 というのは一体 どういうことであろ うか。

さらに第2キ ハ ダマ グ ロ事件 では、小 委員会は、GATT協 定20条9号 該 当性 を検 討す

る部分 で、 この ような措置がGATT協 定20条 に よって許 されれ ば、「締約 国間の権 利及

び義務、 とくに市場へ のア クセ スの権利 のバ ランスが著 し く損 なわれ」(para.5.26)、 さ

らには 「一般協定が締約 国間の貿易 のための多角 的 なフレー ムワー ク として最早機能 しな

くなる」(para.5.26)と 判断 して、ア メ リカの措置が20条9号 によって正 当化 され ない と

結論 した。 問題 は、第1に 、締約 国の権利が侵害 され る と単純 には言わず、「締約 国 間の

権 利及び義務、 とくに市場へのア クセスの権利のバ ランス」が損 なわれ ると表現 した こと

である。 なぜ権利及び義務の 「バ ランス」が問題に なるの であろ うか。権 利 さらには義務

の 「バ ランス」は、環境規律 以外 に も、通商分野以外 の規律 のWTO諸 協 定/GATT協

定 整合性が 問題に なる ときに、 よ く持ち出 されてきた。
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第2に 、 「GATT協 定が締約 国間の貿易 のための多角 的なフレー ムワー ク として もはや

機 能 しな くな る」 と して、一 般的例 外 で正 当化 で きない こ との根 拠 として、GATTの

「多角的 な フレー ムワー ク」 としての機 能 を挙 げ る。GATTそ してWTOが 、 多角 的 な

フレー ムワー クとして機能す るこ とが、協定上の義務違反 とどの ように関係す るのであろ

うか。

WTO/GATT紛 争解決 手続及 び その中 で出 された判断 は、WTO/GATT体 制 の法

構造 を反映す るもの とみてよい。以上 に挙 げ た問題点 に解答 す るこ とは、WTO/GATT

の法構造 の解 明に通 じるはずである。

2WTO/GATTの 系譜

GATT体 制 は、国際貿易機関(ITO)の 流産 を受 けて、ITO発 足 までの暫定的制度 で

あるGATT協 定の適用 を恒久化 させ た もの であ る。1.で 指摘 したGATT協 定23条 の紛

争解決 手続 も、ITO憲 章93条 、94条 を踏襲 してい る。そ してそれ は、ア メ リカが1930年

代に結んだ通商協定 に起源 をもち、 またGATT協 定 は、紛争解決 手続 以外 に も、 これ ら

の通商協定 と強 い類似 性 をもつ。

a米 通商協定の特色

ア メ リカは、1934年6月 に成立 した互恵通商協定法(ReciprocalTradeAgreements

Act)に 基づ いて、1939年 までに約20カ 国 と通商協 定 を結 んだ。互 恵通商協 定法 は相 手国

と相互 に関税 を引 き下げ るこ とを 目指 したため に(12)、 これ らの通 商協定 は、他 国に対す

る関税率 に関す る約束、 いわゆ る関税譲許 を中核 と し、それ以外 に関税 譲許 を無意味 なも

のに しない ための通商条項 が付加 されて いた(13)。 つ ま り、ア メ リカと相 手 国が、交 渉の

結果、個 々の産 品の関税率 について相互 に合意 して も、 その後、 いずれかの国が通商関係

の規律 を変 更 してその国の関税譲許 の意味 を無意 味 な ものにす る可 能性 が あ る。 た とえ

ば、関税率の引 き下 げによってあ る産 品の輸 出拡大 が期待 され たが、関税 譲許の あ と、関

税譲許前の 当該産 品の輸入量 を最 大輸 入量 として輸 入数 量制 限を行 えば、関税譲許の意味

はな くなる。 そこで、一定の通商規律、先 の例 に よれば輸 入数量制限の禁 止 を通商協定中

に規定すれば、関税譲許が無意味な ものにな ることはない。実際 に も、 この時期 にアメ リ

カが結 んだ通商協定 には、GATT協 定 とほぼ 同様 の規定が設け られ.ていた。
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しかし、通商に関連す る国家規律は種々存在 し、それらを網羅的に通商協定に盛 り込む

ことはできない。上記に挙げた通商協定中の規定 も、直接的に通商に関連する事項に とど

まっている。 しか し、通商協定に規律されていない事項についての国内規律が関税譲許の

意味をな くす可能性は否定できず、それに対する備えが必要である。それが、①協定当事

国間の協議規定 と②短期間の協定終了期限である。

①協議規定 とは、通商協定の一方当事国が、関税譲許等、協定によって与えられた自国

の利益について問題が生 じた場合に、相手国に対 して協議 を申し入れることができるとい

うものである。協議を通 じて不満が解消されるためには、被 申入国が問題 となる措置を是

正するか、それに代わる代償を提供することが必要になる。 しかし、単なる協議ではその

ような措置が採 られて協議が成功する保証はない。そこでそれを保証するために規定され

ているのが、②6カ 月等、短期間の協定終了期限である。つ まり、利益の無効化 ・侵害が

あると主張する国か らの申入れによって協議が始 まっても、他の当事国が申入国の満足す

るような措置に同意 しない場合 には、申入国は、短期間で協定 を終了させ ることができ

る。逆に言うと、協議 を受けた国は、通商協定の維持に利益がある場合には、何 らかの措

置を採らざるを得ない。通商協定は、このような利益調整 メカニズムを採用 し、司法的な

紛争解決手続 を持つことはなかった。っまり、通商協定には、協定 を厳密に解釈適用 し

て、それに反す る解釈適用 を行 う国に対 して、それを強制するというメカニズムがそ もそ

も馴染まず、協定発効後 も、相互の協議によって、柔軟に関係 を維持 していくのが望 まし

いと考えられたのである。それは何より、協定を厳密に守 ることと、協定中の関税譲許に

よって作られた利益のバ ランスを維持することとは同一ではなく、後者が重要だ と考 えら

れたためである。この点は通商協定における通商規律にも反映し、協定中には、詳細な規

則は書き込まれず、原則的な規定に終始 したのである。

bGATT協 定 と通商協定の類似性

本来はITO発 足前の暫定的な通商協定 として作成され実施された、GATT協 定につい

ても、関税譲許が中心であり、その関税譲許を無意味なものにしないための国際通商規律

として、最恵国待遇原則や内国民待遇原則等を規定する通商条項がおかれた。この点で、

GATT協 定の構造は、アメリカが1930年 代に結んだ通商協定 とほぼ同一の ものである。

また1.に おいて紛争解決手続 として説明したGATT協 定23条 も、条文か ら想定 される
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仕組みは、GATT締 約国の一方が前記の要件があると考える場合に、他の締約 国に対 し

て協議の申し入れを行 うことができるとい うもので、さきの通商協定の協議の仕組みと同

一である。ただ、協議がまとまらない場合には、締約国団(GATTの こと)が 勧告・決定

を行い、必要な場合には、締約 国団が対抗措置を許可できるという仕組みを作った点に特

色がある。二国間通商協定では存在 しようがなかった関係当事国以外の第三者的な立場の

協定当事国のグループが、協議 を仲介 し、 また必要 な場合に対抗措置を許可することがで

き、それによって関係国間の利益のバランス回復が図られるのである。

前者の協議の仲介が締約国団で行われ、それには協議国双方 も加わ りうることを考える

と、第三国も含めた集団的な協議 と見ることもできる。後者の 「対抗措置」は、協議申入

国が受けた利益の無効化 ・侵害 を、侵害国に不利益 を加えることによって、再びバ ランス

を均衡させ ることを本質 とす る。現在のWTO紛 争解決手続は、小委員会 を核 とする裁

判類似の手続 となったが、元来のGATT協 定23条 には、そのような手続を採用 しなけれ

ばならない必然性はな く、単に締約国団が勧告 ・決定を行わなければならないとしか書か

れていない。ITO憲 章の紛争解決手続に規定 されていた国際司法裁判所の関与の可能性

がGATT協 定の紛争解決手続には採用 されていないことを考え合 わせれ ば、当初 の

GATT協 定23条 は、司法的手続 とは相当に離れたものを想定 していたと見た方が良いの

だろう。

もう1点GATT協 定 とアメリカの通商協定が類似 しているのは、脱退規定である(31

条)。GATT協 定は、脱退通告書を国際連合事務総長が受領 した日か ら6カ 月で脱退でき

るという、短 い期間で簡易な脱退手続を定める。これは通商協定 と同様に、締約国の利益

バランスの維持のための安全弁 としての役割を果たすことが期待されたのであろう
。

このようにGATT協 定 とアメリカの通商協定 を比較 してみると、GATT協 定は二国

間通商協定 を束ねたものとみることがで きることが分かる。GATTが 相互主義 を基調の

一一つ としているというのはこういう意味である(14)
。そしてGATT協 定の紛争解決手続

が、①義務の不履行に関わらない、いわゆる非違反申立や状態申立を認め、②義務の不履

行に関わる違反申立についても、利益の無効化・侵害を要求 しているのは、GATT協 定に

おいては、譲許によって締約国が得たバランスの維持こそが主眼 とされたためである。

非違反申立の事例で小委員会が、無効化または侵害された利益 として着 目するのが、譲

許の利益であることは(15)、このためである。
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cGATT協 定 の特質

GATT協 定は、形式的 には二国間条約が束 になった もの ではな く、 多数 国間条約 の形

式 を とる点で、通商協定 とは異な る。そのため に、先に述べ た紛争解決手続へ の第三 国の

関与 も可能 になった。 また、他 の締約 国の協定 違反が な く、締約 国の譲許 の利益 が無効

化 ・侵 害がある場合に、二国間協定 であれば、協定か らの脱退 を担保 として、措置の是正 、

代償 措置の採用 を要求 で きる。 しか し、GATT協 定 では、形式 的には、通知 だけで短期

間で協 定か ら脱退 できるが、特定国 との聞の利益 の無効化 ・侵害が放置 されてい るか ら と

いって、二国間通商協定 とは違 って、GATT協 定 か らの脱退 に容易 に は踏み切 れな い。

それは、特定 国 との関係 でGATT協 定上の利益 の無効化 ・侵害 が あるか ら といって も、

他の締約国 との関係 では大 きな利益 を得 てい る場合 が ほ とん どで あ り、GATT協 定 か ら

脱退す ると、 このよ うな利益 も失 って しまうか らで あ る。実 際、GATT協 定 が1947年 か

ら適用 されて以降、今 までに脱退 したのは、中国、 レバ ノン、 リベ リア、 シ リアの4国 に

す ぎない。 この ように脱退 とい う制度が文字通 りには機能 しない ことか ら、脱退 に代 わっ

て協議の成功 を担保す る必要が 出て くる。第三者機関的 な要素 の強い締約国 団が決定 ・勧

告 を行 うとい う紛争解決手続 の存在 理由は、 まさにこの点にあ ると言えよ う。

GATT協 定 は、従来 の通 商協定 と多 くの点 で共 通の 内容 を もってい る。 しか し、協 議

や脱退等は二 国間条約 であるこ とに よっては じめて円滑 に機 能 しうるメカニ ズムであるた

め に、 多数 国間条約 で あ るGATT協 定 で は、 その働 きに限界 が生 じた。 この こ とは、

GATT協 定が 多数国間条約 としていったんで きあがれ ば、 二国間の通商協定 とは異 なっ

て、 それが容易 に逸脱 で きない法 シス テムにな るとい うことと同時に、 それが締約 国間の

一般的 ・客観的 な法規律 として機 能す る芽 を組 み込 んだ こ とで もあ った。

3GATT/WTOの 発展

aGATT発 足から東京ラウン ドまで

GATT協 定は、関税譲許 とそれを確保す るための通商規定か ら構成 される。通商規定

は、最恵国待遇 ・内国民待遇の供与、輸出入数量制限の禁止等を規定するが、補助金 を規

定す る16条のように実質的な内容に乏しいものも多い。そのうえ、GATT協 定の適用当

初は、①祖父条項、② ウェーバー(GATT協 定25条5項)、 ③頻繁 なGATT協 定違反、

④GATT協 定23条 の非司法的な運用等に示されるように、GATT協 定による規律 は弱
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かった。

①祖父条 項 とは、GATT協 定の暫定 的適 用 を行 うための議定書 によって締約 国に認め

られた もの で、GATT協 定適用 時に施行 されて い るGATT協 定 と抵触 す る国内法 は、

GATT協 定適用 後 も施行 し続 けて差 し支 えない とい う ものであ る。ア メ リカがGATT

協定 を適用 し始め る ときに、立法府の同意 を得 ず、行 政府 限 りで行 ったため にこのよ うな

措置が必要 に な り、GATT締 約 国に も等 し く適用 された。祖父条項 によって、GATT協

定 と抵触 す る国内法で も、堂々 と適用 で き、 その分 につ いては締約国の義務が軽減 され る

こ とにな った。

② ウェーバー は、締約 国団の3分 の2の 決定 に よって、加盟国の義務 を免除す る制度 で

あ る。 ア メ リカは、1955年 に農業調整法 の対象 となっている砂糖 等の農産 品につ いてウェ

ー バ ー を得 た 等 に よって
、ア メ リカが重 要 な利 益 を もつ と主 張 す る産 品 につ い て、

GATT協 定違 反の輸 入数 量制 限等 を実施 して きた なお、 ウル グア イラ ウン ドに よっ

てウェーバーは限定 され、 ア メ リカの農産 品 に関す るウェーバー も終 了 した 。

③GATT協 定の適用当初か ら、1960年 代 頃 までは、 ヨー ロッパ諸 国 を中心 に、GATT

協定 に違 反す る輸入数 量制 限が とられ続けた。

さ らに③ の点 は、1970年 代 までの④ 非 司法 的 な紛 争解 決 手 続 に よ って補 強 された。

GATT協 定23条 は、 さ きに分析 した ように それ 自身が司法的 な手続 を規定 してい るので

はな い。現在 では、個 人資格 の委員 に よって構 成 され る小委員 会、そ してWTO発 足以

降はそれに加 えて上級委員会 の報告 が紛争解決手続 の中核 をなす とい う準 司法 的な手続 に

よって運営 されているが、1970年 代 までは、 国家代 表に よって構成 され るワー キング ・グ

ルー プによる処 理が小委員会手続 と並 んで用 いられ、両手続 ともに、現在 のよ うな司法的

な手続か らは程 遠 いものであった。 この ような手続では、現在 のよ うに紛争解決手続 を通

して、GATT協 定違 反 を糾す ことは考 え られず、 しか も1970年 代 にはGATT紛 争解決

手続はほ とん ど使 われなか った。

③ のGATT協 定違 反 は ともか く、①祖 父 条項、② ウェーバー に基づ く締約 国 の措 置

は、GATT協 定上は適法であったが、GATT協 定上 の義務 に従 ってい ない点 では、実質

的にはGATT協 定違反 と等 し く、GATT協 定 の正統性 を否 認す る点では、 それ よ りも

悪質 であった とも言 える。いずれに して も、ア メ リカ、 ヨー ロ ッパ諸 国 とい うGATTの

主役 を演 じる諸国が、GATT規 律 を骨抜 きに していた。
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この ようにGATT協 定適用当初 は、関税譲許 を除 くと、緩やか な規律 が実施 されて い

るにす ぎなか った。1967年 に終 了 したケネデ ィー ラウン ドが関税 引 き下 げ を中心 に した多

角 的交渉 であった ことは、 当時のGATT規 律が関税譲許 を中心 に据 え、 その他 は副次的

な ものにす ぎない とい う性質 を示 してい る ケネデ ィー ラウ ン ドで作成 され た補足協 定

はダン ピング防止税 に関す る ものだけだった 。

b東 京 ラウン ドの成果

東京 ラウン ド前のGATT規 律が関税譲許 を中心 に して いた とい うこ とは、締約 国の国

境措置がGATT規 律の 中心 であった こ とを示 して いる。 しか し、 ケネデ ィー ラウン ドに

よって、関税譲許 された関税率 が大幅に下が った結果、次の 多角 的交渉であ る東京 ラウン

ドでは、関心 は非関税障壁、すなわ ち関税譲許以外の通商規律に移 った。

東 京ラウン ドでは、従 来の多角 的交渉 と同様 、譲許関税の引 き下 げ交渉がなされたが、

交渉 の中心 は非関税 障壁 にあ り、補助金、 ダンピング防止税、原産 地規則等 が取 り上げ ら

れ、GATT協 定外 にその規律 を補 足す る補助協 定が作成 され た ダン ピングにつ いて

は、 ケネデ ィー ラウン ドの ときに簡単 な協定か ら作 成 された 。 さちに実体 規定の規律

強化 を手続的に支 える紛争解決手続が整備 された。 その成果 が 「通報、協議、紛争解 決及

び監視 に関す る了解事項」(第 一次紛争解決了解)で あ る。

第一次紛争解決 了解 では、GATT紛 争解決 手続の 中心 として、小委 員会 手続が据 え ら

れ、小委員会 の発足期限(11項)等 、手続進行 のスケジュー ルの設定が なされた。交渉 で

はア メ リカが 司法的 な手続 を主張 したのに対 して、 ヨー ロ ッパ諸国が外交的 な手続 を主張

し、結果的にはアメ リカの主張が採用 された。 ただ し、補足協定に よって実体規律 の強化

が行 われたため に、紛争解決 手続 につ いて も、GATT協 定23条 とは別 に補 足協 定 ご とに

紛争解 決手続が設定 され、 「バルカニゼ イション(balkanization)」 とよばれ るよ うな紛

争解 決手続の複線化が起 こった(16)。

司法化 され た紛争解決手 続は、 まもな く頻繁 に利用 され るよ うになった。GATT紛 争

解決 手続がほ とん ど利用 されなかった1970年 代 とは、その コン トラス トが著 しい。わが国

がアメ リカやECか ら頻繁 に訴 え られ、次々 にGATT協 定違 反の判断が突 きつ け られて

い ったの もこの時期 で ある 皮 革(小 委 員会 報 告採 択1988年) 、農 産 品(同1992

年)、 酒税(同1987年)等 一(17)。 この時期 か ら、GATT協 定上 の通商規 律 が文字通 り
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厳格に実現 されていったのである。国際通商分野においてGATT規 律が本当の意味で成

立したのは、 この時代だったと言えよう。

cウ ル グアイ ラウン ドの成果

東京 ラウン ドでは、 関心 の中心 は国境措置か ら国 内措置に移行 したが、1986年 か ら始 ま

ったウル グア イラウン ドでは、① モノの貿易分 野の規律強化 と② モ ノの貿易分 野以外への

規律拡大が実施 された。

①規律 強化 とは、東京 ラウン ドか ら交渉の 中心 となった貿易分 野の非関税 障壁、 すなわ

ち国内措置の規律 を、 よ り一 層強化 し、 また一般化す るこ とが 目指 された。 前者の強化 は

一つ には
、東京 ラウン ドで補助協定 に よって実現 した規律強化 をよ り一 層押 し進 め ること

で、補助金や ダ ン ピング等、従 来、補助 協定 が作 成 されてい たすべ て の分 野 で実施 され

た。 また従 来 は、補 助協 定にはGATT協 定締約 国の一部 しか加 わっていなか ったため に

国ご とに権 利義務 において差 があ った。後者 の一般化 とは、WTOに 参加 す るため には、

一部 の協定 を除 くすべてのWTO諸 協 定に加 わ らなければ な らな くな り(一 括受 諾(sin-

gleundertaking))、WTO加 盟 国間に権利義務 の差が ほ とん どな くなった こ とをさす。

もう一つ は従来補 助協定がなか った分野 につ いて新 たに協定が作成 され たこ とに も注意

してお くべ きであろ う。衛 生植物検疫 措置の適用 に関する協定、農業協定等で ある。前者

は、従来各 国ご とに採用 されて きた検疫 等の基準 について、 国際基準 によるべ きこ と等の

義務 を課 した(こ の点はIII.2.b.参 照)。 また農 業協 定 は、GATT協 定上鉱 工業 品に

比べ て規律 が弱い農産 品につ いて、規律 強化 を図 った ものであ る。

さらに紛争解決 手続 は従来以上に司法化 され、実効1生の高い ものになった。今 回の紛争

解 決手続の改正 において重視 され たのは、一定 の期 間内に確実 に紛争解決手続の判断が出

され るよ うに した こ とであ る。従 来、小委 員会 で報告書 が作 られて締約 国 団(実 際には

GATT理 事会)の 出す勧告 ・決定の原案が作 成 されて も、締 約国団の報告書採択 には、 申

立国、被 申立国 を含 めて コンセンサ スが必要であ ったために、被 申立国の主張が認め られ

なか った場合 に、 その国が 反対 してGATT理 事会 での採 択が しば しばブ ロックされ た。

ア メ リカは、 この点 を捉 えて、GATT紛 争解 決手続 が不 十分 だ として、一 方的に他国の

GATT協 定違 反等 を認定 して、 その撤 回 を求め、必要 な場合 には一方 的な対抗措置 を と

る とい う政策(通 商法301条 、スーパ ー301条 等)を とって いた。 ヨー ロ ッパ諸 国や 日本
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は、 この よ うなア メ リカの主張 を否定 し、紛争解決手続 を経ないで対抗措 置 をとるこ とを

禁止す るためには、被 申立 国が反対 して も、小委員会 報告 が締約 国団に よって採択 され る

よ うに しなければな らない と考 えた。 その ために、一 つには、WTO紛 争解 決機 関(か つ

ての締約 国団－GATT理 事会)で は、すべ ての構 成国が 反対 しない限 り小委員会 報告

は採択 され るとい うネガティブ ・コンセ ンサス(negativeconcensus)を 採用 し、 もう一一

つ には、従 来締約 国団が行 っていた小委員会 報告 の実質 的な審査 を、準司法機関であ る上

級委員会 を設置 してそれ に委 ねるこ とに した。 さらに勧告 ・裁定 の実施や対抗措置につい

て も、仲 裁機 関 を関与 させ、客観 的 な判断 を保証 した。

紛争解決手続 につ いては、 も う一つ、従来 は、GATT協 定 と補助協定 で複数 の紛争解

決手続が存在す るとい う状況 にあったが、WTO紛 争解 決手続 では、WTO紛 争解決機 関

の下に一体化 されている。

紛 争解 決手続 を司法化 して強化 す るこ とに よって、東京 ラウン ド同様 、規律強化 の実 を

確保 しようとした。

② の規律拡大 は、GATTウ ル グアイラウン ドで新 たに始 まった。具体 的 には、知 的所

有権分 野、 サー ビス分 野、投資分 野へ の規律拡大が実施 され た。

知 的所有権 につ いては、各 国が適正 に知 的所有権 を保 護 しないために、多 くの知 的所有

権 をもつ アメ リカ企業が莫大 な損 失 を被 ってい るとして、ア メ リカが各 国に知 的所有権保

護 を義務づ けるべ きだ と主張 したのが発端 である。従来、知的所有権 については、世界知

的所有権機関(WIPO)が 管轄 していたが、開発途上国の影響 力が強 く、国際的な知 的所

有権保護が十分 ではない とい う批判 があった。 アメ リカは、WIPOで は な くGATTに お

いて知 的所有権の保護 強化 を実現 しようとした。

交渉 開始当初 は、知 的所 有権 は、GATTの 権 限外 であ るとい う反対論 も開発途上 国 を

中心 に強か ったが、ア メ リカ を中心 とす る先進国が その声 を押 し切 って、 「知 的所有権 の

貿易 関連の側面 に関す る協定(TRIPS協 定)」 を作成 した。TRIPS協 定 は、一 応 「貿易

関連の側面 に関す る」 とい う修飾句 を付 して いるが、実体 は紛 うことのない、知的所有権

の保護強化のための協定 であ る。

サー ビス分 野 も、伝統的 にアメ リカ企業の競 争力が強い分 野であった。1970年 代 前半に

サー ビスの貿易 とい う観念が は じめて提唱 された。 それは、具体的 には 日本か らイギ リス

に電話 して 日英間の航空券 を買 うとい うような外 国か らのサー ビスの購入が念頭に置かれ
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て いた。 この ような考 え方 を採 って モ ノの貿易 と比較す ると、 サー ビス貿易 には種々の制

限 が課 されて い る と評価 され、 その制 限 を軽 減 す るため に、 ア メ リカ を中心 と して、

GATTの 枠 内で規律すべ きだ と強 く主 張 されて、 ウル グアイ ラウン ドの交渉項 目 とな っ

た。 ウル グアイラウン ドでは、前述の国境 をまた ぐサー ビスの取 引に加 えて、法人が外国

に拠 点 を設置 してそこか らサー ビスを提供 す る形態、た とえばアメ リカの銀行が 日本に子

会社 又は支店 を設置 して 日本の居住者に貸 し出 しを行 うような形態 もサー ビス貿易のカ テ

ゴ リー に入 るこ ととされ、サー ビス貿易がサー ビス分 野の対外投 資を含 むこ ととなった。

っ ま りGATTウ ルグアイラウン ドの結果、出来上が った 「サー ビス貿易 に関す る一般 協

定(GATS)」 は、単 に対象 とす る貿易分 野 を従来 の モノか らサー ビスに拡大 しただけで

はな く、投資 を も射程 に収 めて、それ らにつ いて各 国に 自由化義務 を課す もの となっ た

(III.2参 照)。

なお、GATTウ ルグアイ ラウン ドでは、投資一般 につい て も、投 資関連 貿易措置 とし

てGATT/WTOの 射程 に収め る試 みが あった(貿 易 に関連す る投 資措置 に関す る協定

(TRIM))。 しか し、開発途上 国 の抵抗 の前に、TRIMは 、 投資 に関連す るGATT協 定

3条4項 及 び11条1項 に違 反す る行為 の例示等 を行 うに とどまった。

dGATTか らWTOへ の軌跡

GATTウ ルグアイラウン ドでの規律強化・拡大は、東京ラウン ドを受けて、非関税障壁

として、国境措置を超えた国内措置についての関心が高まったことに起因する。当初の

GATT協 定上の通商規律は、関税譲許の意味を失わせないためのものであった。 しかし、

非関税障壁の軽減 という観点が出てきたために、通商規律が単に関税譲許の意味を維持す

るものか ら、関税譲許による関税率の引き下げと足並みを揃えて、貿易の自由化 を促進す

るものに性格づけを変 えたとみることができる。通商規律は、原則を規定するものから詳

細な法規律に成長することによって、それを客観的な規律 と受け止め、厳格に遵守するこ

とが要求されるに至ったのである。紛争解決手続の司法化、たとえば違反申立における無

効化 ・侵害の推定の明記(3条8項)、 紛争解決機関の決定 ・勧告の 「拘束性」の明記等

(II.1.参 照)は 、当然この現象 を基盤に したものである。通商規律 もそれ自身 として遵

守 しなければならないものとなったのである。

同時にこのように規律強化 を行って も、通商に影響 を及ぼ しなが ら、GATT協 定等の
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戸

GATT規 律が及んでいない事項は、 まだまだ多く、その事項に関する国内規律によって、

関税譲許やGATT協 定上の規律の意味が失われる、 または権利義務のバ ランスが崩れる

可能 性は否めない。そのため、従来規律がなかった分野、たとえば衛生基準等について、

新たな規律が要求 された。他方、GATT/WTO規 律が及ばず、通商関係に影響 をもつ

事項がな くならない限 り、GATT規 律によって作 られた権利義務のバランスがそれ らに

よって崩される可能性があ り、それ を救済するために非違反申立や状態申立は存在理由を

維持 し続けるのである。

貿易の自由化だけを追求す ることが、国際経済の自由化促進のために十分か、かえって

投資等他の分野を開放 しないで貿易 自由化だけを追求すれば、国際経済が歪むのではない

か という問題意識が出てくる。個々の国家の国益に即せば、貿易 自由化によって自国市場

を十分開いた結果、貿易収支は赤字になっているのに、 自国が強い競争力をもつサービス

分野では、各国の市場が開かれていないために、 自由にすれば得 られるはずの収入を得 る

機会 を失っていて不公平だという議論である。 これは、ウルグアイラウン ド発足前にアメ

リカか ら強 く唱えられた主張である。ここにモノの貿易 を超えて、GATT/WTOの 規

律 を拡大する原動力がある。た とえば、GATSで は、GATT協 定における譲許表に対応

するものとして、約束表(ど の分野について最恵国待遇原則等の適用を制限するか、 また

どの分野について内国民待遇原則等 を適用するか、各国が約束した内容 を記述 した表)が

あ り、通商規律に対応するものとしてサービス貿易規律がある。 しか し、GATT協 定の

適用当初に譲許表がGATT規 律の中心だったように、GATSで も約束表が中心で約束表

を維持するためにGATS本 体規律があるという関係ではもはや なく、GATS本 体 と約束

表が一体 としてのGATS規 律 を構成すると考 えるべきものになっている。

しかも、サー ビス等の分野の規制が通商規律に関係することは、フィルム事件(18)での

アメリカの主張か らも窺われる。フィルム事件では、アメ リカは、通産省の流通改善対策

が、 日本へのアメ リカ製フィルムの輸出を抑制 したと主張 した。この事件は、WTO紛 争

解決機関が本年(1998年)4月 に、アメリカの日本への輸出利益に対して 日本による無効

化 ・侵害があったことは立証 されないという報告書を採択 して終結 した。このようなアメ

リカの主張の是非はともか く フィルム事件では、アメリカの主張は立証 されないとし

て退けられた 、国内の流通 システムが貿易に影響する可能性は否定できず、たとえば

モノの貿易の自由化 を十分に達成す るためには流通分野における競争法の適用の強化が必
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要 だ とい う議論 も十分 に成 り立つ 。つ ま り貿易 自由化 の深化が、WTOの サー ビス分 野へ

の関与 を促 す要素 を もって い る。GATT/WTOの 規律 拡大 に は、 国際経済全体 の 自由

化 の促進 とモノの貿易分 野の規律 強化 とい う二重 の ドライブが働 いている。

この ようにWTO体 制 は、客観 的 な通商規律 であ る と同時 に、締約 国間 の権 利義務 の

バ ランス に立脚す るとい う二面性 を もち、 これがWTO体 制 が 「締約 国間 の貿易 の ため

の多角的 なフレーム ワー ク」で あるこ との基本 的な特色 をなす。紛争解決手続 は、当然、

この両面 を踏 まえて微妙 な設計が施 されてい る。II.1.で 挙 げた 「違反 申立」 について、

利益 の無効化 ・侵害が 必要 だ とされなが ら、GATT規 律 の発展 に従 って、 それが 「推定」

され るようになったこ となどは、 その典 型的な例 であ る。
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寸1

III非 通商分野の規律体制の法構造

1国 際経済規律拡大の問題性

ILでWTO体 制において、 自由化が モノの貿易分 野か らサー ビス貿易分 野、 さらには

投資分 野に進行 中だ とい うこ とに触れ た。第2次 大戦後、GATT協 定 によ って モノの 貿

易の 自由化 が実施 されたが、為替 面で これ を支 えたのが、IMFに よる経常勘定 自由化 で

あっ た。 その意味 で、戦 後 の国 際経 済体制 は、GATT-IMF体 制 とよばれ る。 とこ ろ

が、GATS、TRIM、 さらにはMAIに よって、国際的 な投 資 自由化 が 目前 の課題 とされ

るよ うになったが、それ と並 んで、IMFで は、現在、資本勘定 の 自由化 の ための協定 改

正作 業が進 んでい る。つ ま り、戦後 の国際的な 自由経済体制 は、全体 として第2段 階に入

ろ うとしてい るこ とが分 か る。

II.で 分析 した ように、 国際貿易の 自由化 の側面か らは、国際的 な規律分 野が拡大す る

こ とは、 非規律分 野の 国内規律 に よってWTO規 律 が歪め られ る可 能性が減 退す るこ と

を意味 し、 その点では、従来 のモ ノの貿易分野の規律 強化 と同一 の側面 をもつ。 しか し、

MAI交 渉 の停 滞は、国際規律 が投 資分 野に進展す るこ とが、単 なる規律 強化 ほ ど簡 単 で

はないこ とを示 唆す るのではないだろ うか。 その理由は何 なのか。 この問 いに答 えるこ と

は、拡大後 の国際経 済規律 の法構造 が、モ ノの貿易 に関す るGATT/WTOと 同 じか ど

うか を問 うことであ る。

2投 資分野の特殊性

GATSは 、すでに投資分野に踏み込んでいる。そこでGATS、 そしてサー ビス分野 を

素材にして、投資分野のもつ特殊性 を検討 してみよう。

GATSは 、最恵国待遇原則、内国民待遇原則 を基本原則に据える点では、GATT協 定

と同一であるが、次の点でGATSはGATT協 定 と異なる。①内国民待遇原則は、一一般

的に適用される原則とはされず、各国が宣言 した特定分野のみに適用され るものにすぎな

い(17条)。 ②内国民待遇原則 と同様に特定分野にしか適用 されない原則 として、市場ア

クセス という原則が新たに作られ、需給調整等、数量制限的性質の国内規制の撤廃を義務

づけた(16条)。
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a内 国民待遇原則の限界

GATT協 定が規律対象 とす るモ ノの貿易 では、輸入 国は、原則 として、輸入産 品の生

産工程 を規律せず、輸入 された産 品につ いて規律 して きた。 モ ノ自身に対す る規律 は、生

産過程 に関す る規律、す なわち事業規 制 よ り単純 な ものです ませ るこ とが で きる。 ところ

がGATSで 対象 とされ るサー ビス貿易 の うち、最 大の貿易 量 を もつ ものは、輸 入国に拠

点 をおいて、 そこか ら輸入国の購 入者に販売 され る形 の ものであ り、 サー ビスの生産 過程

の大 きな部分 は輸入 国に ある。 そのためサー ビス貿易 につ いては、 モ ノの貿易 には不要だ

った、複雑 な事業規制が必要に なる。特に、拠点が子会社 の形態 であれ、 また支店の形態

であれ(19)、GATSの 主要 な関心 は事業上の 中心が他 国にあ る場合 であ る。従来 この よ う

な形態の事業 には、事業上 の 中心が国内にあ る場合 とは、 異な る規制 が必要 と考 えられて

きた。1970年 代 に 「多国籍 企業」 として問題になった事業 活動 は、 まさにこのよ うに事 業

上 の中心 が他 国にある形態 であ り、 多国籍企業 問題 の中心 的な課題 は、 この ような形態 を

もつ多国籍企業 に対 して、国 内に事 業活動の 中心 をもつ企業 とどの ように異なった規制 を

行 えば よいかであった(20)。 その意味では、GATSに おいて、外 資企業 に対 して内国民待

遇 を原則 とす るこ とは、規制原理 にお いて、多国籍企業 問題 とは180度 の転換 とも言 える

OECDの 多国籍企業 問題 の検討 では、多国籍 企業 に対 して 内国民待 遇 原則 を与 える

ことも勧告 され たが、 多国籍企業への規制原理 を独 自に構想す ることと、 内国民待遇原則

を与 えることの間には一定の緊張が存在す る 。

内国民待遇 は、MAIで も基本 原則 とされ、 しか も、GATSと は異 な り、投 資分 野に一

般 的 に適 用 され、約 束表 で留保 で きるだけの原則 とされた。内 国民待 遇 原則が、OECD

の 「資本移動 の 自由化 に関す る規約」(資 本 自由化 コー ド)(1961年12月12日 採択)の よ う

に外 資制 限 を しない ことを義務づ け るだけであれば問題 は少な いが、MAIで の内国民待

遇は、あ らゆ る国内措置 を規律 す る原則 として規定 され ることが予定 されている。 その結

果 、た とえば、 アメ リカで実施 されて いるア メ リカ ・イ ンデ ィアン等の先住 民支援の ため

の施 策に、彼 らの従事 している産業の支援的要 素が含 まれていれば、外 国人は先住民 にな

ることはで きないか ら、 内国民待 遇原則 に反す ると判 断 され る可能性 が出て くる。 この例

では、外 国人が支援 を受 けられ る可能性が なか ったか ら、 まだ分 か りや すいが、 中小企業

育成の ための支援事業 が あ り、 それが内外 の中小 企業 に開か れて い る場合 を考 えてみ よ

う。 この とき形式的 には、外国企業 に も開かれてい るが、実際 に中小企業 として活動 して

一57一



デ

い る企業 は 自国企業が 多いであ ろ うし、 その うえで実 際 に支援 を受 けて い る企 業 の大半

が、 自国企業であ った とす るな らば、 当該支援事 業は内国民待遇 原則違反 と判断 され る可

能性が高 まる。

これ らの場合 、内国民待遇原則に反す るか どうか を当該 国が判 断で きるの であれば 問題

は ないが、MAIで は、 国家間の紛争解決手続 に加 えて、投 資家対 国家の紛争解決手 続が

設け られ、国内措 置の是非 の判断は これ らの紛 争解決手 続に最終的 には委ね られ る。投資

家対国家の紛争解決手続が設定 されれば、紛 争解 決手続へ の提訴数が相 当程 度増加す るこ

とが予 想され る。 その結果、 当該 国が内国民待遇 原則 に違 反 しない と考 えて、約束表 で留

保 の 申 し出を しなか った ものが、後々紛争解 決 手続で違 反だ と判 断 され る場合 も出て く

る。WTO設 立後、初めて判断が下 されたガ ソ リン ・ケー スは、 これが何 を意味す るのか

を理解 するのに役立つ。

このケー スで問題 となったのは1993年 のア メ リカの環境対策 である。その骨子は、大 気

汚染 防止のため にガソ リン中の汚染物質 の割合 を減少 させ る 目的で、ガ ソ リンの精 製業 者

に、精 製ガ ソ リン中の汚染物質 を1990年 に各 自が精 製 したガ ソ リンの汚染 物質基 準以下

に、 また外国ガ ソ リンの輸入業者 につ いては一定 の基準以下 に収め ることを命 じるとい う

ものであった。問題は、国 内ガ ソ リンが個別精製業者 ご との基準であ ったのに対 して、外

国ガソ リンについては一定 の基準 だったこ とである。 この ような差 異が設け られたのは、

外 国の ガソ リン精 製業者の場合、 アメ リカ向けのガ ソ リンだけ を製 造 してい るとは限 らな

いため であった 事実 、外 国の精製業者 で も1990年 時点で、生産 量の75パ ー セン ト以上

をア メ リカに輸 出 してい るものにつ いては、その時 点の基準 を採用 す るこ とが で きた一

一 。 この措置 につ いて、ブ ラジル、ベ ネ ズエ ラが、GATT協 定 中の内国民待 遇原則 違反

等 を主 張 してWTO紛 争解決手続 に訴 え、紛争解 決手続 で はブラ ジル、ベ ネズエ ラの 申

立が採用 された(21)。

この事例 では、 アメ リカ政府が、国内業者に個別 基準 を採用すれ ば、外 国か らの輸入ガ

ソ リンをどの ように扱 うかが問題化 し、 その結果 、国内ガ ソ リン と外 国ガソ リンを異な っ

て扱わ ざるをえない。 い くら1990年 時点で国内で使 われていた外国 ガソ リンが あった とし

て も、当該 ガ ソ リンの精製業者がア メ リカ向け専業 とい うこ とはないか らで ある。 このケ

ースで も
、生産量 の75パ ーセ ン トがア メ リカ向けであった と申告 した業者は なか った。環

境対策 として、 国内業者 と外国業者 を同一 には扱 えなか ったの であった。 この よ うに政府
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が、実質的には内国民待遇原則を確保 していると考 えても、形式的には国内企業 と外国企

業を違 う形で扱えば、紛争解決手続で内国民待遇違反 と判断される可能性が出て くるので

ある

さらにサービス産業については、モノとは違い、金融、電気通信等、継続的な購入関係

が成立しやす く、 また従来は国家の安全保障や国民経済に密接に関連していると考えられ

て、種々の複雑な国内規制が実施され、しかもそれらは、内外無差別からは程遠いもので

あった。

サー ビス貿易については、このように二重の意味で内国民待遇 を適用することが難しい

状況があったために、締約国が指定する特定の分野についてのみ内国民待遇原則を適用す

ることとした。

b国 内規制 の位 置

サー ビス産業 に従 来実施 されて きた種 々の国内規律が、 内国民待 遇 原則 と抵触す るおそ

れが あったこ とは既に議論 したが、それ らが形式的 に内外平等 とされて も、規制 自体 が既

存事業者 に有利 に働 く性質 をもってい た。た とえば、事業者 の数 を制 限す る需給調整規制

は、業者が新規参入す る際 に、参 入 して も需要 と供給がつ り合 うか どうか を検討 して新規

参入 の可否 を決め るこ とにな り、明 らか に新 規参入 を阻む。GATSは 、サー ビス事 業 に

つ いて、外 国か らの参入が不十分 だ とい う認識 の下 に国 内市場の開放 を 目指す ものであ る

以上、新規参入に抑制 的な国内規制 の撤廃 が課題 となった。他 方、 国内規制が既存業者 に

有利 に働 くか ら とい って、すべ ての規制撤廃 を目指す こ とに は連 らな らない。つ ま り、 国

内規制 は、国家の安全保障、 国民の健康、環境 の保全等、様 々な政策 目的 を実現す るため

に実施 されてお り、 これ らの政策 目的 を一般的 に否定す るいわれは ないか らであ る。

そこ でGATSは 、国 内規 制 を、 提供 者、生産量 等 の数 量的 な調整 を 目指 す量 的規 制

と、 それ以外 の質 的な規制 に分 けて、対処の仕方 を変えた。すなわ ち、前者の量的規制 を

市場 ア クセス と捉 え、締約 国が約 束表 で宣言 した分 野 につ いては、 その 採用 を禁止 した

(16条)。 後者の質的 な規制 につ いては、一般的に適用 す ることとしたが、 その中身は 「客

観 的かつ公 平 な態様 で実施 され るこ とを確保す る」(6条)と い う抽象 的な義務 を課 す に

とどま り、実質 的には将来の各国の規制の調和(harmonization)に 委ね た。

この ような新規参 入抑制的 な機能 を もつ 国内規制 が実 施 されて い るの は、 「a.内 国民
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待 遇原則の限界」において指摘 した と同様 、 まず 当該サー ビスの生産活動が実施 されてお

り、 その活動 自体 が国民生 活、 さ らには国家の安 全保障等に対 して大 きなインプ リケイシ

ョンをもつ と考 え られて きたため である。

国際規律 をサー ビス産 業 さらには投資ぞ般に及ぼす こ との難 しさは、サー ビス貿易、 ま

た投資一般について、各 国は種々の政策 目標 を もち、サー ビス貿易や投 資の 自由化、換 言

す れば外 国にサー ビス市場や 投資市場 を開放 す るこ とを唯 一の 目的 としえない ためで あ

る。 このような状況でサー ビス貿易や投 資一般につ いて 自由化 を達成す るため には、単純

に自由化 を提唱す るだけでは不十分 であ り、 それ以外の方策が必要 であ る。 それは どの よ

うな方策 なのだ ろ うか。国内規制が錯綜 しないモ ノの貿易分野に、 この点で参考 にすべ き

経験が ある。次に、それ を検討す るこ とに しよ う。

3非 通商的 な国内規制の扱い

a規 律例 外

モ ノの貿易につ いて も、 あらゆ る場合 にGATT協 定 を文字通 り適用 で きるこ とはない

こ とが、GATT協 定 の作成 段 階に おい てす でに気付 か れ てい た。 その ための対 処 が、

GATT協 定20条 、21条 であ る。GATT協 定20条 は、「(b)人 、動物 又 は植 物 の生 命 又

は健康 の保 護の ために必要 な措置」、「(9)有 限天然資源 の保存 に関す る措置」等(22)に

つ いては、 また21条 は、安 全保障上 の措 置につ いては、GATT協 定 を適用す る際の例外

とす るこ とを定 め る。す なわ ち、 これ らの例 外 に該 当すれ ば、GATT協 定 を適 用 しな く

て もよ く、例外 とされ た国 内措置の 目指 す政策 目的 を生かす こ とが できるのであ る。

問題 は、 これ らの例外 該 当性 が どの よ うな要 件 の下 に認 め られ るか で あ る。一 見、

GATT協 定20条 、21条 に掲 げ られ る事 由につ いて は、GATT協 定 に優先す るこ とを無 条

件 に認 めた ように解す るこ ともで きそ うであ る。実際、21条 につ いては、援用 した締約 国

の主張 をそのま ま認め る との政策 が採 られ て きてい る(23)。 しか し、20条 につ いては事 情

が異な る。20条 所定 の事 由がGATT協 定 とどの よ うな関係 に立 つかは、環 境保護 に関す

る国内措 置につ いて、GATT/WTO紛 争解決 手続で争 われて きた。

この点で著名 なのは、第1次 、第2次 キハ ダマ グロ事件 である。両事 件では、 ともに同

一 の ア メ リカ の 輸 入制 限 措 置(II .1.c参 照)のGATT協 定 整 合 性 が 論 点 とな り、

GATT小 委員会 は、当該 措置がGATT協 定 に違 反す ると判断 し、 そのため ア メ リカの
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措置が前述のGATT協 定20条b号 または9号 に該 るかが大 きな争点 となった。

20条b号 につ いては、第1次 キハ ダマ グロ事件 のGATT小 委員会 が、 目的 において、

「それ を上 回る政策(overridingpublicpolicy)を 追 求す るもので なければ ならない」

(para.5.27)と し、 また手段にお いて は、ア メ リカ政府 がGATT協 定 に抵触 す る措置に

よって イル カ保護 を図 るのであれ ば、 「GATT協 定に抵触 しない措 置に よってイルカ保 護

を追 求 す るため に と りうる合 理 的 なすべ ての選 択 肢 を尽 くし」 て い なけれ ば な らない

(para.28)と した。そ して、ア メ リカ政府は、合理的 なすべ ての選択肢 を尽 くした うえ

で本件 、 キハダマグロの輸入制限措置 をとった とは言 えず、 アメ リカの行為 はGATT協

定20条b号 の例外 には該 当 しない と結 論 した。つ まりGATT小 委員会 の判 断は、20条b

号 を適用す るためには、 目的 におけ る優先性 と手段におけ る唯一性 を要 求 し、 この要件 を

満 た さない場合 には、20条b号 該 当性 はない と結論 したのであ る。

GATT協 定20条9号 につ いて は、 第2次 キハ ダマ グロ事件 でGATT小 委 員会 が、ア

メ リカの措置がそれによって例 外 とされるための3つ の条件 を挙 げた。① 問題 とされ る政

策 が、「有 限天然資源の保存」 を 目的 とす る政策 であ るか。② 問題 とされ る措置が 「有 限

天然資源の保 存」 に 「関す る」 もので あ り、国内生産又 は消 費 と 「関連 して」実施 され る

か。③ 問題 とされ る措置が20条 前文 の要求、すなわ ち 「同様 の条件 の下 にあ る諸 国の間に

おいて任 意の若 し くは正 当 と認め られ ない差別待 遇の手段 となるよ うな方法 で、又は国際

貿易 の偽装 された制 限 となるよ うな方 法で適用 しない」 とい う条件 をみたすか(para.5.

12)。

小委員会 は、 まず① について、東部太平洋におけ るイル カ保護が 「有 限天 然資源」に当

た ると し、その上 で、② の検討 に移 る。小委員会 は、有 限天然資源 に 「関す る」 とは、有

限天然 資源 の保存 を 「第一 の 目的 とす る(primarilyaimedat)」 こ とであ り、国内生産

又は消 費 と 「関連 して」実施 され る とは、国内生産又は消費 の制 限を実効 あ らしめ ること

をも 「第一 の 目的 とす る(primarilyaimedat)」 こ とであ ると解 釈す る。 その うえで、

「第一 の 目的 とす る」 とは、 それが措置 の 目的につ いてだけ ではな く、天然 資源 の保存 の

効果 につ いて も含む と述べ た(para.5.22)。 小委員会の判断 は、9号 につ いては、b号 ほ

どの厳格 な要件 を課 さなか ったが、 それで も、有 限天然資源の保 存 を 「第一 の 目的 とす る

こと」 と、 国内生産 又は消 費の制 限 を実効 あ らしむるこ とを 「第一の 目的 とす る」こ とを

要求 した。
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]
このようにGATT小 委員会は、締約国が、 自国の措置が20条 の例外に当てはまると主

張す るだけでは不十分であり、その適用のためには厳格な要件 を課 した。換言すれば、

GATT協 定上例外 と規定 されていても、GATT規 律優先の前提の下で、例外は厳 しく吟

味されることを意味する。ここでは、あくまでGATTの 価値が他の国内措置の目的 とす

る価値に優先する。GATTが 反環境的団体 と呼ばれ 筆者はGATT/WTOが 環境 と

い う政策 目標 をもっていない以上 「非環境的」 とよぶべ きだ と考 える 、またMAI

に、世界の環境保護団体が挙 って反対 したのには、十分な理由がある。

このようにGATT協 定20条 のような例外扱いをして も、他の国内措置の目指す政策 目

標が十分に実現できないことが分かる。他方、21条 のように各国の主張を無制限に認め る

と、今度はGATT協 定、さらにはWTO諸 協定の目指す国際経済の自由化 とい う政策 目

標が危 うくなるおそれがある。したがって、環境保全等、他の国内措置の目指す政策 目標

に配慮するためには、現在規定 されていない環境措置等の例外を新たに加え、それを現在

GATT協 定20条 について採 られている解釈 より若干緩やかに解す るというのは、一つの

現実的な解法であろう。 しかし、その場合は、その例外該当性の是非は、紛争解決手続に

載 らなければ最終的には決着がつかず、またその判断がカズイスティックになることも避

けられない。 これ以外に別の解法はないのだろうか。

b法 制の調和

GATT協 定20条 が一般的例外 を設けて、特定の国内措置についてGATT協 定の適用

例外 とするのは、GATT協 定 をそのまま適用すればそれ らが協定違反 と評価 され るだけ

ではな く、それらの措置が国ごとに異なるか らである。た とえGATT協 定に形式的には

違反してもそれ らが各国で一致していれば、GATT協 定上問題 とは意識 されることはほ

とん どない。現在WTOの 「貿易 と環境に関する委員会」で議論 されている論点の一つ

に、多数国間環境協定(MEA)の 取扱いがあるが、普遍的なメンバー を網羅す る環境条

約がWTO諸 協定に違反 しないとす ることには一致がある。換言すれば、何 らかの形で、

各国の法制が一致すれば問題ない ということである。

この点は、諸国も気付いていて、GATTウ ルグアイラウン ドで作成 された 「衛生植物

検疫措置の適用に関する協定(SPS協 定)」 、 「貿易の技術的障害に関す る協定(TBT

協定)」 は、GATT協 定20条b号 でGATT協 定 の例外 とした措置につ いて、各国の措
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置、す なわち法制の調和(接 近)(harmonization)を 図った ものであ る。

ECは 、当初 か ら 「共同市場(commonmarket)」 を設定す るこ とを目指 したために、

EC条 約3条h号 は 「共同市場 を機 能 させ るため に必要 な限度にお け る構 成 国の国内法 の

接近」 をECの 目標 とした。 しか し、GATTは 、当初、関税譲 許 を中心 に据 えて、締約

国相 互間 でバ ランスの とれ た利益 の拡大 を目指 し、 それに よって貿易 の 自由化 を進めて い

くとい う政策 を採 ってお り、 そこに は共 同市場 を作 る とい う政 策 目標 はなか った。 しか

し、GATTの 関心が 国境措 置か ら国内措置 に移行 してい くに従 い、 関税譲 許か ら通商規

律 に重 心が移 り、 国内の複雑 な規 制 システム と関係 をもた ざるを得 な くな った。 ただ、そ

れが モ ノに とどま る限 りは、環境 や検 疫、商品規格 等、限 られ た領域 で しか問題 は出ず、

先 ほ どのSPS協 定やTBT協 定 によって対応す ることです んで きた。

しか し、サー ビス貿易、 さらには投資一般 とい うこ とに なる と、 国内での事業、た とえ

ば生産活動が規律の対象 とな り、 モ ノに対 す る場合 と比べ る と、は るか に複雑 な国内規律

が及 ん でい る領域 が国際規律 の対 象 とな る。 それ だけに、先 ほ どのGATT協 定 の よ う

に、一定の分野 を例外扱 いす るこ とに よって処理 しよう とすれば、それ らの措置の 目指す

政策 目標 を、 自由で無差別 な貿易又 は投 資 とい う政策 目標 に服 させ るこ とになるが、 その

ようなこ とは容易 に受け入れ られ る ものではない。 この矛盾 に対す る解決 は、国内規制、

すなわ ち法制 の調和以外にな い と考 え られる。 そ してその こ とはす でに述べ たGATS6条

の 目指 す ところである。

しか し、ECの 場合 に法制 の調和 が あ る程度進行 したのは、ECが 単 にその よ うなアプ

ロー チ をとったか らではな く、 その ようなアプ ロー チを実施 しうる基盤、す なわちEC諸

国間 に社会的 同質性があったか らであ る。WTOに は、先進国か ら開発途上 国 まで、様々

な国が加 わ ってお り、到底EC加 盟諸 国の ような同質 性 は な く、WTO加 盟 国 間で、措

置、法制 の調和が急速 に進 むこ とをあ ま り期待 で きない。結 局、サー ビス貿易や投資分野

で、法制の調和 なしに、す なわちそれ らの法制の 目指す政策 目標 を自由無差別 性の原理に

従属 させ て国際規律 を発展 させ るこ とは、MAI反 対の急先鋒 であ る環境 団体 が主張す る

ように、 多国籍企 業の利益 だけ を図 るこ とにな らざるを得 ない。 その意 味で、MAIは 過

度に 自由 な国際経済体制の設立の 目論見 だったのであ る。

結局 、現状 では、可能な範囲 で法 制の調和 を目指 しつつ、GATT協 定20条 を現在 よ り

緩やか に解す る以外 には、経済の 自由化 を進展 させ なが ら、 同時に その他 の種々の政策 目
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標 を実現す る途 がないこ とが分か る。

ト

|

一64一



IVま とめ

1国 際経済体制の在 り方

a現 状の総括

現在 の国際社会 は種々の国々か ら構成 され ている。他 方、:通信機器 等の発展 によ り、国

境 の ない グローバルなマーケ ッ トが、金融等 につ いて一部 に出来上 が ったことも事実 であ

る。

GATTは 各国 ご とに国内市場が 存在す ることを前提に、関税譲許 を中核 として、相 互

に市場 を開 き合 う とい う発想か ら生 まれ た。 そこではあ くまで相互 に与 えあ う利益のバ ラ

ンスが重視 された。 しか し、 グローバ ルな世界市場が誕生 す ると、 それに見合 う国際規律

作 りがGATTを 中心に進め られ る ようになった。非関税障壁へ の関心 は その第1歩 であ

り、サー ビス、投資へ の規律 拡大は、 その第2歩 である。 しか し、世 界大 で法制 を調和 さ

せ て世 界規模の共同市場(commonmarket)を 作 ることは、現在 または近 い将来 には、

各国の状況が大 き く異 なる以上一般的 には難 し く、金融や 電気通信 等、 グローバル ・マー

ケ ッ トを想定で きる分野 につ いて緒 につ いた と言える段階であ る。

現在 のGATSは 、種々の方法に よって、一挙 にサー ビス貿易 の 自由化 を実現 しよ うと

いうアプ ローチは とっていない。具体的 には、①全体 として枠組 み協 定に とどめ、②各国

の国 内措置の改正 が もっ とも大幅 に要求 され る内外差別問題 内国民待 遇原則の適用が

問題 に なる事項一 につ いては、 「特定 の約束」 として、締約 国が義務 を負 う分野 を選択

的に宣言す るとい う仕組み を とり、③サー ビス貿易 の 自由化 が もっ ともな じむであ ろう個

別の分 野 として金融サー ビス と電気通信サ ー ビス を選択 して、 これ らにつ いては、分 野に

即 した規 律 を附属 書や約束 表に よって実 施す る とい う方 法 であ る(24)。 他 方、MAIは 、

「高水 準の」 自由化 の実現 を 目指 した ため に、投 資 とい う複雑 な分 野につ いて、分野横断

的に一律 に 自由化義務 を課 そ うとしていた。

規律 の実効性 を確保 するための紛争解決 手続 につ いては、WTOで は、東京 ラウン ド以

降、加 盟 国による通商規律 の履行 に強い関心 を持 ち、紛争解 決手続 を整備 してきた。当初

はGATT協 定等の枠内に収 まる事項、 すなわ ち明 らかな協定 違反が紛 争解 決手続 に提訴

され、紛争解決手続での違反 との判 断 をきっかけに是正 され る形 で機 能 して きた。 この成
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功 を受けて、MAIで は、より強力な、すなわち国だけではな く投資家 自身 も申立 を行 う

ことができ、かっ仲裁 紛争解決手続の判断が直ちに当事者を法的に拘束する形式

と性格づけられ、さらにその判断に基づ いて、損害賠償や原状回復 を要求 しうる紛争解決

手続が構想された。 しか し、WTOの 紛争解決手続は司法化されても、紛争解決機関の判

断には即時の拘束力はなく、また勧告 ・決定は将来に向かって実施 していけばよい等々、

微妙なニュアンスを依然 として維持 している。このニュアンスの違いが何 を意味す るか

は、特定国の国内措置の内国民待遇違反性が問われ、紛争解決手続で違反だと認定 された

場合 を念頭におけば分か りやすい。WTOの 紛争解決手続では、それをめ ぐって関係国間

の取引の余地があ り、MAIの 紛争解決手続ではそのような余地はほとんどな く、一刀両

断的な解決が要求される。 しか もMAIは 、この ような強力な紛争解決手続 を、WTOが

対象とする分野より一層国内規制が複雑に絡む投資一般に適用しようとした。

このように見て くると、MAIが どのような結末 になるかの答 えは明らかであろう。現

在でも、単なるモノではな く投資一般のように、各国の国内措置に深 く踏み込んだ国際経

済規律には、作成、運用の両面において柔軟なアプローチが必要なのである。

bと るべ き方法

投資分野において どのような実体規律 を作 るか とい う点については、さきに挙 げた

GATSの ような柔軟性が必要だ ということに尽 きる。他方、運用面、 とくに紛争解決手

続については、い くつかの点を押さえてお くべきであろう。

まず、関税譲許が中心だというGATT協 定の当初の姿 と、通商規律や非通商分野の規

律が重視 される現在のWTO体 制、さらには投資規律 をも含む将来WTO体 制 とは、大

いに性格が異な りながら、他方、対象分野に影響をもっ事項で、協定の対象 となっていな

いものがあるという点では従来 と同一の構造であることを理解 しておかなければな らな

い。問題は、①WTO小 委員会が、WTO規 律 に沿った客観的な判断 をす るか、 または

他の政策 目標 も考慮した柔軟な判断をすべ きか、②小委員会報告の後、それに沿った措置

を厳格に強制すべきかどうかである。

①の点については、WTO紛 争解決手続では、他の政策 目標 も考慮した柔軟な判断をす

べ きだとい う考え方 もあるか もしれない。 しか し、WTO体 制では、今でも各国が協定規

律、関税譲許、約束表によって、他国との間で経済的利益 を公平に分配す ることを目指 し
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てお り、 その限 りで、利益のバ ランスが害 され たか どうかは、WTO諸 協定 に従 って きち

ん と判断すべ きであ る。

② の点 にっいては、WTO諸 協定が完全 にカバーす る事項 につ い ては、WTO規 律 の実

施 を厳 しく迫 ることは重要 である。 しか し、非規律事項が関係す る場合 には、WTO紛 争

解 決手続 ではきちん と、WTO規 律 に従 った客観的 な判断 をして も、その厳格 な実施 を迫

るとい うの とは別 の対応が あって も良 いのではないだ ろうか。 その点では、最近 の ウ ミガ

メ ・ケー スが参考 にな る。 このケー スでは、 ウ ミガ メの保 存のために、 それ を傷 つけ る可

能性 が高 い方法で漁獲 したエ ビの輸入禁 止措置 をアメ リカが とったこ とに対 して、WTO

の小委 員会 は、 それがGATT協 定20条 の例外 に該 らない とい う判 断 を下 した。 この判断

に対 して、ア メ リカは措置の撤 回では な く、 その措置 を国際的に承認 して も らうように各

国に働 きかけて いるとい う報道が ある。 この ようなア メ リカの働 きかけに応 じて、国際的

に承 認 しうるウ ミガ メ保護体制の構築 に協力す るこ とは、WTO紛 争解 決機 関の判断への

対応 として十分 な理 由が あろ う。

またWTO紛 争解決 了解上 は、WTO諸 協 定 に反す る と紛 争解決 機関 で判 断 され て、

被申立国が それに従 わない場合 には、 申立 国は紛争解 決機 関の承認 を経 て協 定上 の義務 を

停止す ることがで き、通常 これは義務 違反 に対す る 「制裁」 と捉 え られて いる。 しか し、

申立国の利益 が侵害 されて いることが 当該義務履行停 止の根拠 であ る以上 、協定 によって

設定 され た権 利 ・義務 のバ ランスが崩れ たか ら、 それ を単に回復す る措 置 と捉 えればよい

のではな いだ ろうか(25)。

2国 際レジームの特質

以上の分析は、現在のWTO体 制、そして将来のWTOを 含む国際経済体制の法構造

についてのものである。それでは、このような条約体制の特質は国際経済体制に固有のも

のなのであろうか。

たとえば、人権保障を定める国際人権規約では、規約上保障を義務づけられている人権

は厳格に遵守しなければならない。 このような違いが発生するのは、第1に は、人権の場

合には、各国が人権保障を義務づけられる場合に、当事国間でバランスが図 られているわ

けではないからである。しかし、現在 では違反申立の場合には、要件である 「利益の無効

化 ・侵害」が推定 され、必ずしも自国に直接の利益侵害がない場合 も紛争解決手続に訴え
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るこ とがで きるようになってい る。す なわ ち通 商規律 の客観化で ある。 自国への直接 の利

益侵害がない場合 には、WTO諸 協定 によって得 られた権 利利益 バ ランスの侵害 は フィ ク

ションでしかな く、 この点では人権条約 と共通 す る面が 出て きて いる。 人権条約 との違 い

の第2は 、人権 が、 おお よそあ らゆ る価値の 中で もっ とも優 先 され るべ きもの だ とい う点

である。WTO体 制 が指 向す る経 済の自由化 は、人権 と同様に、他 の価値に優先す る と言

え るか。 そ うは言え ないはずであ り、GATT協 定20条 、21条 の例外 は端的 に この点 を表

明 して いる。逆 に、 ア ジア的人権 の主唱者は、個 人の人権の優 先性 を一般的 には認めず、

た とえば家族、 国家 等の価値 を人権 に優 先 させ る場合 が あ るこ とを主張 してい るので あ

り、人権 を経 済 自由化 と同 じように、相対的 な政策 目標 と考 えてい るとも言 える。 この よ

うな立場に立 てば、 人権保護体制 と経済 自由化体制 は類似の性格 をもつ こ とになろ う。

伝統的に、 国際法 は国家間の関係 を規律 し、 国家管轄権の限界 を画定す る とい う点 にお

いて、個 人に関係す るだけであ った。 この関係 を前提に して各国国内法 は個 人の種 々 の法

的関係 を規律 した。 ところが今世紀 に入 ってか ら、 国際法規が従 来各 国国内法規が規律 し

て きた事 項に踏む込 む とい う現象 が起 こって きた。 経済規律 はその代表的分 野 である。 し

か し、 これ らの分 野に踏み込んだ国際法規は限定 的な事 項に規律 を及ぼす と同時に、依然

として国内法規律 に委 ね られてい る他の分 野 とのイ ンター フェイス を、 国際法規 レベ ル で

十分 に処理 して きた とは言 えない。条約遵守義務、 す なわ ち 「条約 は誠実に遵守 しなけれ

ばな らない(pactasuntservanda)」 とい う原則は、一般の条約では文字 どお り妥 当 しよ

うが、 この ようなイン ター フェ イスが発生 し、 かつそれが十分 に処理 されて いない分 野 で

は、各 国が条約 を柔軟 に運 用す ることを前提 に して、は じめて妥当す るもの なのか も知れ

ない。

一68一



r

L

－
[注]

(1)通 商産業省通商政策局編 『1996年版 不公正貿易報告書』(1996),pp.307-314.参 照。

(2)金 子晃 ・田村次朗編 『WTO』(1997),pp.224-229.参 照。

(3)通 商産業省通商政策局線 『1998年版 不公正貿易報告書』(1998),p.438.参 照。

(4)MAIに つ いては、小寺彰 「多数 国間投資協定(MAI)」 日本国際経済法学会年報7号(1998)

(近刊)参 照。

(5)WTO紛 争 解決手続につ いては、小寺彰 「WTO紛 争解決手続」佐々波楊子 ・中北徹編 『WTO

で何 が変わったか』(1997),pp.143-159;岩 沢雄司 『WTOの 紛争処理』(1995)参 照。

(6)GATT小 委員会 で、状態申立が行 われたこ と、また協定 目的の達 成妨害が主張 されたこ とはあ

る。それぞれ、WTO,GuidetoGATTLawandPractice,Vol.2(1995),pp.668-671,654-655.参

照 。

(7)岩 沢 前掲書,pp.135-136.

(8)国 際 人権B規 約には、国家の義務履行 を確保するための制度 としては、国家通報制度以外に、自

国の履行状況 を自由権規約委員会に報告す る報告制度、個人が国家の義務違反を委員会に申し立て

る個 人通報制度がある。

(9)国 際 コン トロールについては、森田章夫 「国際コン トロール理論の歴史的展開」 国際法外交雑誌

95巻3号(1996),pp.1-43.参 照 。

(10)BISD39S/155(第 一 キノ・ダマグロ事件)、InternationalLegalMaterials,Vo1.33(1994),pp.

839ff(第 二 キハダマ グロ事件).

(ll)例 外該 当性 についての小委員会 の議論については、小寺彰 「WTO紛 争解決手続における 「紛争

処理」の意味」杉原高嶺 『紛争解決の国際法一 二小 田 滋先生古稀祝賀 』(1997),pp.402-404.

参 照 。

(12)佐 々木隆雄 『アメリカの通商政策』(1997),pp.57-62.

(13)RobertE.Hudec,TheGATTLegalSystemandWorldDiplomacy,2nded.(1990),pp.23-24.

(14)0.ロ ン グ(落 合淳隆 ・清水章雄 訳)『 ガッ トと経済摩擦』(1989),pp、11-12,

(15)関 税 譲許以外の利益について非違反 申立が認めれたケースは1件 だけである。Cf.WTO,op.cit.,

pp.661-662.

(16)バ ル カニゼ イションは、第1に は、GATT協 定 の補足が別の補助協定によって行われ、しか も

GATTの 当事国の うち個々の補助協定に加 わる国はそれほど多 くなか ったため に、条約関係が複

雑化 したことを指 し、第2に 、補助協定 ごとに紛争解決手続が設け られたため に、複数の紛争解決

手続の利用が可能になるケースが生 まれたこ とをさす。なお、小寺彰 「世 界貿易機関(WTO)設

立 の法的意味」 日本国際経済法学会年報3号(1994),pp.58-59.参 照 。

(17)通 商産業省通商政策局編 『1997年版 不公正貿易報告書』(1997),p.417.参 照 。

(18)『1998年 版不公正貿易報告書』,pp.383-401.参 照。

(19)GATS上 の 市場ア クセスは、サー ビスが輸入国の拠点 を通 じて提供 され る場合 に、特定 の形態

をとるこ とを要求す ることはできない(16条e号)。

一69一



(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

松 岡博 「多国籍企業 の法的規制」 日本国際経済法学会年報4号(1995),pp.2-3.参 照 。

金子他前掲書,pp.220-224.参 照 。

これ以外 に8つ の例外項 目が挙がっている。

WTO,op.cit.,pp.600-601.

電気 通信 については、小寺彰 「GATSと 電気通信」本誌(5)(1997),pp.46-61,参 照。

義務停止の 目的 をどう見るかについては、GATT協 定適用 開始直後か ら議論 がある。JohnH.

Jackson,WorldTradeandtheLawofGATT(1969),pp,169-170.参 照 。

一70一



r

マ ル チメ デ ィア ・ネ ッ トワー ク と著 作権 法

一最 近 の状 況 一

相 澤 英 孝

L



目 次

1は じめに

(1)マ ルチメディア ・ネ ッ トワー クの進展 と著作権 法

(2)マ ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー クの進展に対 す る国際的対応

(3)マ ルチ メディア ・ネ ッ トワー クの進展に対 す る国 内的対応

2デ ー タベー スの保護

(1)マ ルチ メディア ・ネ ッ トワー ク時代におけ るデー タ ・ベー ス

(2)著 作権 法に よって保 護 され るデー タベース

(3)著 作権 法に よるデー タベー スの保護の範囲

(4)suigenerisに よるデー タベ ースの保護

(5)最 近の動 向

3複 製あるいは受信 を制限する技術 を回避する技術の規制

(1)マ ルチメディア ・ネッ トワーク時代における複製あるいは受信 を制限する技術

(2)著 作権 を保護するための技術的処理か ら逃れるための装置に関す るWIPO著 作権

条約の規定

(3)各 国における検討状況

4マ ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 を流通す る情報 のあ り方

(1)な んのための著 作権 法か

(2)現 在検 討中の課題につ いての対応

(3)国 境 を超 えた メデ ィアへの対応

一72一



一 ー 一
1は じめに

(1)マ ルチ メディア ・ネ ッ トワークの進展 と著作権法

① 急速 な技術の発展

20世 紀 の中ごろに誕生 した コン ピュー タは、今や、社会の あ りとあ らゆ るところに浸透

し、 コン ピュー タな しでは、現代社会 は成 り立た ない もの となった。 コン ピュー タの発達

の影響 は産業分 野に留 まらず、芸術 の分 野 をも変 えて きている。 コン ピュー タの発達は情

報 の加工 技術 の発達 を もたら し、現代 の映画に はCG(コ ンピュー タ ・グラフィ クス)は

無 くてはな らない もの となってい る し、 コンピュー タ ・ゲー ムな どの新 しい創作物 も生 ま

れて きてい る(1)。 さ らに、 コン ピュー タの発達 は通信技術 の発達 を もた らし、情 報が限

られた送 り手(マ ス ・メデ ィアな ど)か ら一方的 に送 られ る社会 か ら、誰 で もが情報の送

り手 となる社 会 に代 え る可能性 を もた らした。

コンピュー タを利用 した情報の加工 技術 の発達 は、新 たな創作 の方法 を生み出 した。 コ

ンピュー タを利用 した著作物(デ ジタル形式 の著作物)が 創 作 され ると ともに、既存の著

作物が コン ピュー タで利用可能 な情報(デ ジタル形式)に され るこ とに よ り、 その加工が

容 易 になった。 コンピュー タを利用 す る新 たな通信方法の発達 は、 テレビのよ うに情報 が

マ ス ・メディアによって一方 的に伝 えられ る社会 か ら、大 きな設備 を持 たな くて もパー ソ

ナル ・コンピュー タを利用す るこ とに よって誰れで も情報 の発信者 とな りうるネ ッ トワー

ク社会へ の変化 の基礎 を提供 してい る。

② メデ ィアの変遷

20世 紀の技術 の発達 はメデ ィアの変遷 を もたら して きた。19世 紀 の新 聞 を中心 とす るメ

デ ィアか ら、20世 紀のテレビを中心 とす るメデ ィアへ とメディアは変化 して きた。芸術の

分 野 で も、小説、絵画か ら、映画、 テレ ビへ とメデ ィア は変化 して きた。

そして、 コンピュー タの発達は、 これ までのメデ ィア にも大 きな影響 を与 える可能性 を

もっている。マ ス ・メディアは情報 を独 占して、大 きな利益 をあげて きたが、誰で もが情

報 を提供 で きるよ うにな るこ とか ら、新 たな メディアへ の対応が 迫 られて いる。映画 は20

世 紀 の総合芸術 として大 きな利益 をあげて きたが、 コンピュー タの発達 は映画に も大 きな

影響 を与 えている。 コン ピュー タ を利用 した映画の製作 を行 うこ とに よって、積極 的に技
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術 の成果 を取 り入れて はいるが、 コンピュー タによって視聴覚著作物が容易 に製作 で きる

ようになる と、視 聴覚著作物の製作 を独 占して きたハ リウ ッ ドに大 きな影響 を与 え ること

にな る。

マルチメディア ・ネ ッ トワー ク社会 は、 これ までのマ ス ・メディア 中心の社会 か らの変

化 をもた らす可能性 を持 つ こ とに よって、社会の基礎 を代 える可能性 をは らんでいる。 こ

れ まで、マス ・メデ ィアは情報の提供の独 占に よって世論 を形成 して きた②(3)。 マ ルチメ

ディア ・ネ ッ トワー ク社会 では、放送局の ような大 きな設備 が な くとも情報 の発信 をす る

ことが できる。 そ して、 この情報 の発信は、電波 の ような地理的 な限界がないの で、世界

中の どこか らで もな され る可 能性 がある。 これ までのマス ・メデ ィアの国毎の独 占 とい う

状況に変化 を与 え る可能性 もあ る(4)。

マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク社会におけ る情報 の流通は、マス ・メデ ィアに よる情報

の独 占か らの解放 をもた らす可能性 を持つ とと もに、情 報 の氾濫 の可能 性 を も持 って い

る。マス ・メディアによ る情報 の独 占か らの解放 は、 マス ・メデ ィアの利益の減 少 とマ ス・

メデ ィア とい う現代社会 の一つ の大 きな力の縮小 の可能性 を持つ ことにな る(5)。反対 に、

マス ・メディアに よる情報の独 占か ら大衆参加型情報社会へ の変化 は、情報の氾濫 に よる

情報混沌 の社会 に なる可能性 ももってい る⑥ 。 また、国家 によるマス ・メデ ィアの統制 を

通 じた情報の統制へ の可能性 と、 あらゆ る種類の情報が無統制 に氾濫す るとい う可能1生も

は らんでいる⑦。

③ オール ドメデ ィアに対 応 した著作権法

グー テンベ ルグの印刷術 とともに誕生 した著作権 法は、パ トロンの消滅 とメデ ィアの発

達 とともに発達 し、19世 紀末 のベ ルヌ条約 に よって、 国際的 な保護の基準が定め られ た。

ベ ルヌ条約 は、著作者 に、著作物 の利用者(出 版社、 演奏 者 など)に 対す る権 利 を認め る

こ とによ り、著作者 に経済 的利益 を与 える制度 を設け るこ とを各 国の義務 としてい る⑧ 。

ベル ヌ条約 は、1886年 に成立 し、1896年 、1908年 、1914年 、1928年 、1948年 、1967年 に改

正が なされ現在 に至 って い る(9)。20世 紀の メデ ィアの変化 に対 して、保 護の対象 を拡 大

す る改正や著作権の効 力 を拡大す る改正 をす るこ とに よ り、 あ るいは、新 たな条約 をつ く

ることに より、ベル ヌ条約 を中心 とす る著作権 の秩序 は発展 して きた(10)。 そ して、 ア メ

リカ合衆 国がご1989年 にベル ヌ条約の締約 国になったこ とに よ り、世界の主要 国を含 む条
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約となった(11)。

ベ ル ヌ条約は、条約 の改正 によ り、新 たな創作物 である映画 を著作権 法の保護 の対 象 と

す る とともに、 レコー ド製作者 あるいは、放送事業者 については、新 たな条約(レ コー ド

条約 、著 作隣接権に関す るローマ条約)に よ り保護 をす るこ と、新 たな メデ ィアに対 して

は、放 送権な どを定め るこ とによ り著作権 の効力 を拡大す るこ と、な どに よって対 応 して

きた。創作物 あるいは メディアに関す る技術 の発達が緩や かであ り、 メデ ィアが依 然 とし

て大 きな投資 を必要 とす る時代には、 この ような対応 で十分 とされて きた(12)。

④ 産業に関す る権 利 としての著作権法

文 学 では、作品は出版 される。 出版物 には作者 の著作権 が及ぶ。 音楽 では、演奏会 とレ

コー ド(13)と放送 で利用 されて いる。演奏 に関 しては、楽 曲、詞の著作権 が及 び、演奏 に

は実 演者の権 利が ある。 レコー ドに関 しては、楽 曲、詞の著作権 が及び、演奏 には演奏者

の権 利が及び、 レコー ド会社 には レコー ド製作 者の権利が認 め られて い る(14)。放送 に関

して は、楽曲、詞の著作権が及び、演奏 には演奏者 の権利が及び、 レコー ドを放 送す る場

合 に は、 レ コー ド製作者の権利が及 び、放送局 には放送事 業者の権 利が認め られてい る。

この よ うに して、著作物の利用 には、著作 物 に関す る色 々な権利 が発生す る(15)が 、著作

権 法が著作者 に著作物に関す る排他的 な権利 を与 えるこ とは、著作 者が著作物 を利用 しよ

うとす る出版社 な どに対 して、著作権 の譲渡 あ るいは複製許諾な どの対価 として利益 を得

る一 方 で、著作物 を利用す る出版社 な どは、作者 の著作権、あ るいは、 自 らの権 利 を背景

として、利益 を得 ることにな る。 したが って、著作権 は、著作者のための権利 とい う側面

と著 作物関連産業(15)の ため の権 利 とい う側面 を有す る。

その製作 に投資 を必要 とす る映画 では、 映画製作者が映画の著作 権 を背景 として、収益

をあ げる とい う大 きな産業 となって いる(17)。 最近 では、 コン ピュー タ ・ゲー ム産業 は著

作権 を背景 として、産業 として成長 して きてい る(18)。 この よ うに して、著作権 は映画産

業、 ゲー ム産業の ための権利 であ るとい う性格 を強 くして きてい る。

このこ とは、著作権法の在 り方が これ らの産業 に よって大 きな影 響 を与 えるこ と、裏 返

せ ば、著作権 法が これ らの産業 に よって、大 きな影 響 を受 け る とい うこ とを意味 してい

る。 これまでの著作権法の改正 で も、著作物 関連産業 の主張が反映 されて いる と思 われ る

が、最近 では、 これ らの産業 の規模 が大 き くな り、その主張が大 き く影響力 を持 ってきた
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よ うに思 わ れ る(19)。

(2)マ ルチメデ ィア ・ネ ッ トワークの進展 に対 す る国際的対応

①国境な き社会

19世 紀末 に成立 したベ ルヌ条約 では、それぞれの国におけ る保護 の水準 を規定す る もの

であった。 この規定の仕方 は、 出版物あ るいは レコー ドな どが物 として各国間 を流通 した

り、音楽 が演奏会 な どの限 られた聴衆の前で演奏 され るな ど、著作物の流通は国際化 して

も、各国におけ る水 際措置 を含 む保護 で十分 とされて きた。放 送が誕生 す るこ とに よっ

て、著作物 が直接外国 で享受 で きるようになったけれ ども、放送 には地理的限界があ り、

放送 には各 国の規制 が なされてい るため、各国 で放 送 に対 して著作権 を及ぼす こ とに よ

り、新 しいメディア であ る放送 に対応す るとい うこ と大 きな問題 は生 じて来なかった。衛

星放送が誕生 して も、衛星 の利用 の経済的制約 な どが あ り、ベ ルヌ条約の根 本的な考 え方

を変 える必要 には迫 られ なか った。

これ までの情報の流通 は、 出版社、 レコー ド会社 、 映画会社、放送局な どのメディアに

よってなされ、 メデ ィアを作 り上 げるのには投資が必要 とされた。 印刷 技術 、録音 技術 な

どの技術進歩 によって その製作 に要す る投 資が少 な くなって も、物 として流通 させ るため

には、 資本が必要であ り、弱小 メデ ィアによる著作権 の侵害 は大 きな問題 とはな らなか っ

た。そ して、物 としての流通 に対 しては各 国におけ る水際措 置によって対処 するこ とが可

能であった。放 送や衛 星放送 につ いては、各 国による放送 に対す る実効 的な規制が な され

ていたため、各国におけ る法的措置で対処す るこ とが可能 であった。

20世 紀末 になって誕生 して きたマルチメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 は、 このよ うな情報

の流通方法 を大 き く変 える可能性 を持 っている。著 作物 を含む情報がデジ タル化 され るこ

とに よ り、著作物 の創作 、改変が、安価 で容易 にな った。ネ ッ トワー クに よって、 国境 な

ど関係 な く、あ らゆ る情報が世 界 中を自由に駆け巡 るマルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会

が実現 しつつあ る。 マルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 では、マ ス ・メディアでな くとも

情報 を流通に置 くこ とがで き、 その情報が世 界中 を流通す る。 この ことは、 メデ ィアによ

る著作物の流通 とい うこと基礎 として作 られて きたベ ル ヌ条約の保護体系 では予想 されて

いなか った問題 であ り、 国境 を問題 としないマルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社 会の誕生 に

よって、国毎 の著作権 の保護 を前提 とす るシステムの、ベル ヌ条約 は基本的 な在 り方の再
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考を迫られて いるもの といえるで あろ う。

②従 来の考 え方の延長線上 での条約改正

近年 の著作権 に関連す る技術 の進歩 に対 しては、各国の著作権法 の改正 に よって対応が

な され て きた。1967年 以 降ベ ル ヌ条 約 の 改 正 は な され なか っ た。1986年 に 始 ま った

GATTの ウルグァイ・ラウン ドの交渉項 目として知 的財産権が加 え られ、著作権 と著作権

に関連す る権 利(レ コー ド製作 者、放 送事 業者、実 演家 の権利)が 交渉 の対象 となった。

ウル グァイ ・ラウン ドにおけ る著作権 と著作権 に関連す る権利の交渉 では、ベル ヌ条約 を

国際 的な基準 とす るとともに、 コンピュー タ ・プ ログラムを著作権 法の保 護の対象 とす る

こ と(第10条 第1項)、 創作性 のあ るデー タベ ース を著作権 の保護 の対象 とす るこ と(第

10条 第2項)、 コンピュー タ・プロ グラム と映画の著作物 につ いて貸与権 を与 えるこ と(第

11条)、 人の生存期 間によって保護 の期 間 を算定 しない場合 は保護 の期 間 を公表 の時か ら

50年 とす るこ と(第12条)を 付加 す る もので あった。TRIPs協 定 は、ベ ル ヌ条約 を基礎

とす る著作権 を紛争解決手続 を伴 う国際的な基準 とす るこ とを主眼 として なされた とみ る

こ とが で きるであろ う。

1989年 のベ ルヌ条約同盟総会 で、ベ ルヌ条約議定書 に関す る交渉 が開始 され ることが決

定 され た。1991年1月 に、 第1回 の議定書専 門家委員会が開催 された。 この ときにな され

た提案 は、TRIPs協 定 で規定 され た著 作権 に関す る事 項 をベ ル ヌ条約 に盛 り込 む こ とを

中心 とす る もの であった(20)。1992年 に、第2回 の議定書専 門家委員会 が開催 され た後、

実演家及 レコー ド製作者 の権利保護 に関す る新文 書専 門家委 員会 の設 置が合意 され た。

1993年 には、第3回 の議定書専 門家委員会、第1回 第2回 の新文書専 門家委員会 が開催 さ

れた。1994年 に、第4回 の議定書専 門家委員会、第3回 の新文書専 門家委員会 が開催 され

たが、その頃か ら、ベ ルヌ条約におけ る著作権 の保護 を強化 しよ うとす る主張 が強 く現れ

始 めた。第4回 の議定書専 門家委 員会 で、ア メ リカ合 衆国は、複製 防止技術 な どの回避技

術 の制 限、著作権管理情報の保護 につ いての主張 を行 った。1995年 には、第5回 の議定書

専 門家委員会 、第4回 の新文書専 門家委員会 の合 同会議 が開催 され た。1996年 には、第6

回の議定書専 門家委員会、第5回 の新文 書専 門家委員会 の合 同会 議、第7回 の議定書専門

家委員会、 第6回 の新文書専門家委員会 の合 同会議 が開催 され た。第6回 の議定書専 門家

委員会 で、 デー タベ ースの保 護の ためのsuigenerisに つ いてECか ら提案 がな され た。
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1996年12月 に外 交会 議が 開イ崔され、WIPO著 作権 条約、WIPO実 演家 レコー ド条 約が調

印された(21)。 この条約 では、 コンピュー タ ・プ ログ ラム を著作権 法の保護 の対 象 とす る

こ と(第4条)、 創作性 のあ るデー タベ ース を著作権 の保護 の対象 とす ること(第5条)、

頒布権 を与 え るこ と(但 し、消尽 については各 国の国内法 に よる)(第6条)、 コン ピュー

タ・プ ログラム と映画 の著作物 につ いて貸 与権 を与 え ること(第7条)、 公衆へ の伝達権 を

与 えること(第8条)、 写真 の保護期間の特例 を廃止 す るこ と(第9条)、 著 作権 を保護 す

るための技術 的措置 を回避す る行為 に対 して法的措 置 を講 じること(第11条)権 利管理 情

報 の削除等に対す る法 的措 置 を講 じるこ と(第12条)な どを規定 している。

WIPO著 作権 条約の審議過程 においては、来 るべ きマル チメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会

におけ る情報の流れ の在 り方 に対す る根本的な検討 はな されなかったのであ り、公衆への

伝達権 を著作権 の効 力に加 え るな ど条約の上の権利 を強化 す ることによってマルチ メデ ィ

ア ・ネ ッ トワー ク時代 におけ る権利の強化 を図ろ うとす る もの と見て取 るこ とがで きるで

あろ う(22)。

②特定業界の主張 を反映す る国際条約

ベ ルヌ条約 が誕生 して100年 以上 が経 ち、ア メ リカ合 衆国がベ ル ヌ条約の締約国 とな り、

TRIPs協 定 に よ りベル ヌ条約 の 内容 の実効 性が担保 され るこ とに よって、ベ ル ヌ条約 は

国際的 な著作権 に関す る秩序 の基礎 となってい る。 この こ とは、ベ ルヌ条約 を基盤 とす る

産業が存在 してい るこ との裏 返 しで もある。国際的 な著作 物市場 を基礎 とす る産 業(著 作

物関連産業)に とって、著 作権 法の国際的 な動向は大 きな関心事 となっている。

マルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会へ 向けての著作権 法の対応においては、著作物関連

産業 の動 向が大 きな影響 力 を有 す ることになる。既存の産業 は、新 たな メディア であるマ

ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー クについては、 自らが収益 をあげ られ るマー ケ ッ トとしては歓

迎す るものの、新規参 入者は歓 迎 しないこ とに なる。 したが って、既存 の権利がマ ルチメ

デ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 で も保護 され るこ と、既存の権利 をマルチ メディア ・ネ ッ トワ

ー ク社会 に対応 して、拡 張 しよう とい う考 え方 にな るのは、必然 的で もある。 したが っ

て、マルチメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 に対す る著 作権法の対応は、マルチメデ ィア ・ネ

ッ トワー ク社会 におけ る社会 的厚生の増大 という方 向よ りは、マルチ メディア ・ネ ッ トワ

ー ク社会 におけ る既存の著作物関連産業 の利益の維 持 とい う方 向が強 くで るこ とになる。
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マル チメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会へ 向けての著作権法の対応において も、大 きな発 言

力 を有す るのは、著作 物関連産業 でいちばん利益 をあげてい るハ リウッ ドの映画産 業であ

る。 このハ リウ ッ ドの映画産業 は、 ア メ リカ合衆 国におけ る政治的発 言力 を利用 して、マ

ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 にお いて も、ハ リウ ッ ドの映画産業 の利益 にな るような

国際的 な著 作権 の保護 を強 く求め る とい う状況 になって きてい る。 これに対 しては、 マル

チ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会の技術的基盤 を提供 す るコンピュー タ関連産業 も利害関係

を有 してい るので両者 の利益 が対 立す ることが ある。DVDつ いての両者 の対 立はその一

例 であ る。ハ リウ ッ ドの映画産業及ハ リウッ ドの映像 ソフ トに よって家庭用DVD機 器 を

販売 したい家 電産業 では複製制限装 置につ いて積極 的であるが、複製制 限装 置が電子機 器

に与 え る影響 を電子機器業界は懸念 してい る という状況 であ る。

著作権 の保護 を強化す るこ とは、著作 者に もた らす利益 が大 きくな る(22)一 方、著作 物

の利益 を享受す る費用が大 き くな るのであ り、社会 的な コス トは増大す るこ とになる。著

作物が広 く安 く流通す ることによって社会 は大 きな利益 を受け るけれ ども、著 作物 関連業

界の受 ける利益 に比べ、組織化 された利益 にはなっていないので あ り、著作物 についての

社会 的厚生 に関す る議論 がこれ らの条約 交渉 にはあ まりみ られ ない(23)。

(3)マ ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワーク社会の進展 に対 す る国内的対応

① ビジ ョンなき法改正

ア メ リカ合 衆国に よる政治的圧力、TRIPs協 定あ るいはWIPO著 作権 条約 の交渉 ある

いは条約の成立、あ るいは、貸 レコー ド業の様 な新 たな業態な どに対応 して、 日本 の著作

権法 も改正 されて きた。 日本の著作権法の改正 に関す る議論 では、 その時々の状況へ対応

して著作権 法 を拡充す るが 中心 とな り、改正の意義 についての議論 は十分 にはなされてこ

なか った。

例 えば、貸 レコー ド業へ対応す るための改正 については、 レコー ド業界 のカルテル と再

販制度 とい う本質的 な問題点について議論が なされ ることな く、 レ コー ド業界 と貸 レコー

ド業 界のバ ランス とい う視 点か らの貸 与権 を規定す ることとなった(24)。 デジタル録 音機

器(具 体 的 には、DAT)に 対 応す るため の改正 につ いては、DATの 登場 に よる社 会 の

受け る利益 につ いての十分 な検 討がな され ることな く、レコー ド業界への影響 とい う視点

か ら、 デジタル録音録 画機器 に対 す る報酬請求権 を認める改正 を行 った(25)。
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1980年代になって、毎年のように著作権法は改正 され、その時々の状況に応じて、著作

権法の保護の対象を広げたり、その効力を広げたりしているけれども、そのような改正が

どのような効果を持つか、 どのような弊害 を生 じる虞があるかについての検討が十分にな

されてこなかったと思われる。著作権の効力 を広げる場合には、私的使用のための複製の

自由(第30条)、 図書館におけ る複製(第31条)な どの著作権の効力を制限す る事由につ

いても措置する必要があったにも関らず、必要な措置がなされていない。著作権法の解釈

においても、著作権法を巡る状況が変化 し、著作物の 自由な利用を認める必要がある場合

にも、十分な対応がなされているか疑問がある(26)。例えば、著作権法第30条以下の著作

権の効力を制限する事由は限定的であるとす る説が有力である(27)が、著作権法の改正あ

るいは情報関連技術の進展を踏まえた改正がなされていない状況で、第30条以下の明文の

規定に当たらない場合でも、著作権の効力を制限する必要がある場合に、 どのような解釈

がなされるべ きかについて十分な議論がなされなければならない。

②文化庁 と通商産業省

著作権 法の改正 を主 張 してい るの は、その法改正 に よって利益 を受 ける業界であ る。例

えば、録音機器 によ る私 的複製 の制限 を主張 してい るのは レコー ド業界で あるし、複 製防

止手段の解 除手段の規制 を主張 して いるのはゲー ム業 界であ る。 そ して、文化庁 は、 これ

らの業界の主張 を受け て法改正 を してい る。著作権関連業 界がその利益のために ロビイン

グをす ることは当然予想 され るこ とであ る。 そ して、 これに対応 して、著作権法 の改正 に

よって影響 を受け る図書館 な どが、その利益 のため のロ ビイングをすれば、バ ランスが と

れ るか もしれ ない。 しか しなが ら、 日本 では、著作物 の 自由な利用に よって利益 を受 け る

べ き図書館 な どは、十分 な主張 を している とは言 い難 い。 とすれば、文化政策 を担 うべ き

文化庁 は、著作物 の 自由 な利 用にっいて十分 な配慮 を して、著作権 法の改正 をすべ きもの

であ る。 しか しなが ら、著作権法 の改正 に当たって、著作物の 自由な利用 の もつ社 会的利

益 につ いての配慮 が余 りな されてい るとは思 えない。

著作権 法は、著作権法 を背景 とす る産業があ り、産 業政策 を管轄 す る通商産 業省 とも関

わる ものであ る。 マルチ メディア ・ネッ トワー ク社会 では、ネ ッ トワー ク上 を流通す る著

作物 その他 の情報 を提供す る産業 ばか りではな く、 コンピュー タのハー ドウェアや ソフ ト

ウェアな どマルチメディア ・ネ ッ トワー ク社会 の基礎 とな る産業 との係 わ りあい も大 き く
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なってい る(28)。 したがって、最近 の著作 権法 に係 わ る国際条約 に関す る交渉 には通商産

業省 も交渉 団に加 わってい るし、通産省 の審議会 で も、著作権 に関連す る事 項についての

審議が な されている。

日本 にお ける立法 は、ほ とん どの場合、行 政庁が主体 とな って なされ る(29)。著作権 法

の改正 も、文化庁の著作権 課が中心 とな って、法改正 あ るいは条約交渉が行 われて きた。

関連省庁 であ る通商産業省 は、 これに対 して一定 の影響 力 を持 って きた(30)。 著作権法 に

関連 す る立法 はこの ような官庁の主張 とその摺 りあ わせ でな され るこ とに なる。 もちろ

ん、官庁 の主張 はその官庁 を取 り巻 く状 況に影響 を受 け るこ とになる。例 えば、 コンピュ

ー タ ・プ ログラムを著作権 法の保護 の対 象 とす る改正 の時 には、 コンピュー タ ・プ ログラ

ムを著作権法 で保護 しよ うとす る文化庁 とコンピュー タ ・プ ログラム を特別法 で保 護 しよ

うとす る通商産業省が対立 し、ア メ リカ合 衆国が コンピュー タ ・プ ログラムを著作権 法で

保護す ることを求め る外圧 を 日本 にかけ、 この外圧 が もの をいって、 日本 は、 コンピュー

タ ・プロ グラムを著作権 法の保護 の対 象に加 える著作権 法の改正 を行 った(31)。

この ように、 日本 におけ るマルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 に関す る立法 は、エ ンタ

ー テイン メン ト産業 の利益 を代弁 す る文化庁 と機 器産業 の利益 を代弁す る通商産業省 との

協議 を中心 として、海外 におけ る動向にか な りの留意が払われつつ行 われて来 ている。
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2デ ー タベ ー ス の保 護

(1)マ ルチメデ ィア ・ネ ッ トワーク時代 におけるデー タ ・ベース

コンピュー タ技術、通信 技術 の発達に よって、デ ジタル化 された大量の情報の利用が可

能 となるのが、 マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク社会 の一 つの特徴 であ る。 これ まで、情報

を集積 した情報伝達媒体 としては、新聞雑 誌 などの文 書、あ るいは、 テ レビ ・ラジオな ど

の放送が 中心 となっていた。 これ らの情報がデ ジタル化 され ることに よって、非常 に大量

の情報 を伝達す るこ とが可能 とな るばか りではな く、文書 に よる情報 の伝達に比べ て情報

の内容 を多様化す るこ とが可能 となる。 そして、ネ ッ トワー クの発達 に より、 オンライン

で情報が伝達 され るこ とに より、伝達の時間が節約 され ることとな り、双方向的 な情報の

交換が可能 とな る。

マルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会で は、大量の情報 がオ ンラインで扱 われ るために、

必要 な情報 を利用可能 とす るため のデー タ ・ベー ス(32)の 重要性が大 き くな る。大量 な情

報が無秩序に行 き交 うだけでは、必要 な情報に辿 り着 くこ とは容易 ではな く、必要 な情報

を手 に入れ るため には、検 索手段 を備 えたデー タ ・ベー スが重要 とな る。

これ まで、デー タの集積物 であ る新聞や雑 誌な どは、その編集 につ いての創作性か ら編

集著作物 として、著作権 法に よって保護 されて きた。新 聞あ るいは雑誌 という情報伝達媒

体 は、 その情報媒体 の性格 上、情報媒体 に集積 され る情報 の量に制約 があ り(33)、情報 の

配 置に制約があ り(34)、新聞 あ るいは雑 誌 として流通 し、 その部分 が流通す る ものでは な

か ったため、新 聞あるいは雑誌 を編集著作物 として保護 すれば、新 聞あ るいは雑 誌に対 し

てインセ ンチ ィヴ を与 え るとい う政策 目的 を達 す るものであ った(35)。

デジタル化 された情報 の集積物 であるデー タ ・ベー ス も、当初 は、 コン ピュー タのデー

タ蓄積量に制限があ り、 デー タ ・ベー スに集積 され る情報 を選択 しなければ ならなか った

し、 コンピュー タの処理速度 が遅か っため、検 索 を考慮 してデー タを配列 しなければ なら

なかった。 この時代 には、デー タ・ベース をデー タの 「選 択」「配列」 に着 目して、編 集著

作物 として保護す れば十分 であ ると考 えられた(36)(37)。

ところが、マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク時代 のデー タ ・ベー スでは、デー タ蓄積 量の

増大 によ り大量のデー タ を蓄積す るこ とがで きるようにな り、デー タの 「選 択」に創 作性

がな くなって きた、 コン ピュー タの処理速度の向上 に よ り、データ ・ベースにおけ るデー
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タの配列というの も、創作i生が な くなって きた(38)(39)。 そこで、デー タ ・ベー ス を保護す

るための特別の制度 が必要 であ るか とい うこ とが、祖 上に登 るところ となった。

(2)著 作権法 によって保護 され るデータベース

TRIPs協 定 は著作権の保護 の対 象 を規定す る第10条 で、 「素材 の選択又は配列 に よって

知的創作物 を形成す るデー タ其他 の素 材の編集物(機 械 で読取 可能 な ものであ るか その他

の形式 の もので あ るか を問わ ない。)は 、知 的創作物 として保 護 され る(40)」 と規定 して

いる。

この規定 は、デー タベ ース を編集 の著作 物 とす る従来 の考 え方 をTRIPs協 定 の著作物

として規定す る もので あって、条約交渉 において大 きな議論はな されなか った とされてい

る(41)。

アメ リカ合衆国の著作権法 では、 「創作性 のある著作物(originalworksofauthor-

ship)」 を保護 の対 象 として規定 して いる。そ して、素材 の選 択あ るいは配列 に創 作性 の

あ る編集著作物 を著作権 の保護 の対 象 とな ると規定 して いる(42)。 そこで、デー タ ・ベー

スが著作権法 の保 護の対 象 とな るか とい うことが議論の対象 となった。

連邦最高裁判所 は、FeistPubicationInc.v.RuralTelephoneServiceInc.(43)で 、電話

帳(whitepage)は 、創作性 を欠 くので、著作権法 に よって保護 され る著 作物 ではない、

と判示 した。 この判決 によって、デー タの集積 にす ぎないデー タ ・ベ ースは著作権 法に よ

って保護 される著作物 とはな らない ことが明確 にされた。

日本 は、1986年 の著作権 法の改正 で、 デー タ ・ベー スを 「論文、数値、 図形その他 の情

報 の集合物 であって、 それ らの情報 を電子計算機 を用 いて検索す るこ とがで きるように体

系 的に構成 した もの」(著 作権 法第2条 第10号 の3)と 定義 し、「デー タベ ー スでその情報

の選択又 は体系 的構 成に よって創作性 を有 す る ものは、著作物 と して保護す る」(著 作権

法 第12条 の2第1項)と 規定 してい る。

そこで、 デー タの 「選 択又 は体系 的構成」(44)に 創作性が無 いデー タ ・ベ ー スの取扱 に

つ いて議論が あ る。一つ は、 日本 の著作権 法におけ る保護の要件 としての創作1生を極 めて

低 く考 え る説であ り、 この説に よれば、ほ とん どすべ てのデー タ ・ベー スは著 作権 法の保

護 の対象 とな るとい う考 え方で ある(45)。 もう一つ は、 デー タ ・ベースは芸術 ・学術 の著 作

物 とは異 な る著作物 であ り、芸術 ・学術 の著作物 と異 な る創作性 の基準が必要 であ る と考
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える立場 である。 この立場 によれば、収録 の対象 に選択の余地の無い著 作物 につ いては、

創 作性 が無 い として、保 護の対象にはな らない とす る考 え方 である。

ECで は、ECの デー タ・ベー スの法的保護 に関 す る指令 を発 した。ECの デー タ・ベー ス

の法的保護 に関す る指令 第3条 は、「素 材の選択又 は配列」 に創作性 を有 す るデー タ・ベー

スは著作権法 の保護 の対 象 とな る」 と規定 してい る(46)。 この規 定は、デー タ ・ベ ー スが

「素材の選択 又は配列 」に創 作性 を有す る場合 に は、著 作物 として、保護 され るこ とを規

定 してい る。

1997年12月 に成立 したWIPO(著 作権 条約)第5条 は、 「素材 の選 択又は配列」 に創作

性 を有 す る編集物 は著作権法 の保護 の対 象 となる と規定 して いる(47)。 この規 定 によ り、

「素材の選択 又は配列 」に創 作性 を有 す るデー タベ ー スは、編集著作 物 として、保 護 され

るべ きもの となってい る。 この規定 は、TRIPs協 定 第10条 第2項 に規定す る事項 をベ ル

ヌ条約上 の規定 とす るこ とを意 図す るものであ り、1991年 の 第1会 期 において、事務局 か

ら提案 され、条約上保護 され るもの であ るか ら、規定 の必要 が ない とい う意 見、 あるい

は、電子的なデー タベー スに限 られ るべ きであ るとの主張 もあったが、大 きな議論 の無 か

った ところであ る(48)。

(3)著 作権法 によ るデータベースの保護の範囲

著作権 の効力 は、著作物 を複製 した り、送信 した りす るこ とに及ぶ もの とされてい る。

著作権 の保護 の範 囲は、著 作物 の表現 に限 られ るもの で あ り、 その著 作物 の 「思 想、手

続、運用 方法 又 は数 学 的概 念」 に及 ばな い とされ て い る(TRIPs協 定 第9条 第2項)

(49)。編集著作物 であ るデー タ ・ベ ー スの保護 は、 その 「選択 又は配列」の創 作的 な部分

に及ぶ ものであ り、 そのデー タ ・ベースに収録 されてい るデー タその ものに及ぶ ものでは

ない。 したがって、著作物 であるデー タ ・ベー スに収録 されているデー タを複 製 した り、

送信 した りして も、 そのこ とか ら、著作権 の侵害 とされ るものではない。著 作権 の侵害 と

されるためには、 その複製 あ るいは送信 な どがそのデー タ ・ベー スの有す る 「選 択又は配

列」 を持つ ものでなけれ ばな らない。 したがって、 そのデー タ ・ベー スの有 す る 「選択 又

は配列」 を持つ とは言 え無 い量 のデー タの複製や送 信 な どは著作権 の侵 害 とはな らない

し、収録 したすべ ての デー タを複製 された場合 であ って も、 そのデー タ ・ベ ースの 「選択

又は配列」 を有 していない場合 は著作権 の侵 害 とはな らない。
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ECの デー タ ・ベ ースの法的保護 に関す る指令の第5条 で は、「著作物 の全部 又は一部 の

一時 的又 は恒 久的複 製」(a)(50) 、「翻訳、翻案、再 配列、 その他 の改変」(b)(51)、 「デー一

夕 ・ベー スあ るいはその複 製物 の公 衆への頒布」(C)(52)、 「公 衆への伝達、展示、実演」

(d)(53)、 「翻訳、翻案、再配列 、 その他 の改変 され た ものの複 製、公衆への頒布、伝達、

展示、実 演」(e)(54)に 著作権 の効 力が及ぶ もの としてい る。 そ して、その保 護の範囲 は、

「著作権 で保 護 され るデー タ ・ベー スの表現(expressionofthedatabasewhichis

protectablebycopyright)」 に及 ぶ もの としている。 この規定の文言か らは、その保護 の

範囲 は、「著作権 法 によって保護 され る表現」 でなければ な らないか ら、著 作権 法 によっ

て保護 され ない範囲に保護 が及ぶ ものではない と理解 され るべ きものであ ろう。

(4)suigenerisに よるデータベースの保護

ECの デー タ ・ベースの法的保 護に関す る指令 は、 第7条 で、 「素材の収集、検査 、提供

に、量的 あるいは質的に相 当な投資がな されたデー タ ・ベー ス」 を保 護す るもの としてい

る(55)。保護 の要件 としては、 デー タの 「収集」、 「検査」、 「提 供」の いずれ か に、 「量 的

あ るいは質 的に相 当な投資」 がな されていれば よ く、 デー タ ・ベー スに創作 性があ るこ と

を必要 としない。

そ して、 このsuigenerisに よるデー タベ ースの効力及 び保 護の範囲 につ いて、第7条

は、「デー タ・ベー スの全部 あるいは、質的あ るいは量的に実質 的な価値の ある部分の抽出

あ るいは再 利用」 に効 力が及ぶ と規定 してい る(56)。

そ して、 「抽 出(extraction)」 とは、 「デー タ ・ベー スの全部 、あ るいは、実質的 な価値

のあ る部分 の恒久的又 は一時的 な媒体 への移転 」 を意味す るもの とされている(57)。

このEC指 令 に添 って、 ドイツ及び イギ リスにおいては、 国内法 を改正 し、1998年1月

か ら施行 されてい る。 また、 オー ス トリア、ス ウェー デ ン、 スペ インで も、 国内法が改正

され て いる。 また、 フ ランス、 フィ ンラン ド、デ ンマー 久 ベ ル ギー、ル クセ ンブル グ

で、国内法の改正が 準備 されて いる(58)。

(5)最 近 の動向

1991年 に開始 されたWIPOの ベ ル ヌ条約議定書専 門家委員会 の1996年2月 の第6回 会

合 において、ECか らデー タ ・ベースのsuigenerisに よる保護 につ いて、EC指 令 案(59)を
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基 に した提案 がな された。 この提案 は、 アメ リカ合 衆国の指示 を受 けたが、時期 尚早で あ

るとの意見 もあ り、実質 的な議論 はなされなか った。1996年5月 の第7回 会合 では、ア メ

リカ合衆国か ら、EC提 案 とほぼ同様 の提案 が なされ たが、更 に検討 を要す る との意見 も

あった(60)。

1996年12月 の外交会議 には、EC提 案 を基づ くデー タ ・ベー ス条約案 が議長草案 として

提案 されたが、検討 はなされ なか った。1997年9月 には、 デー タ ・ベー スの状況 に関す る

情報 の交換 のための会合が開催 され た。

ア メ リカ合衆 国はではデー タベ ース大 国であるに もかか わ らず、デー タ ・ベー スの保護

に関す るsuigenerisの 保護 につ いて は、デー タ・ベー ス産業の ロビー 活動 も盛 んでなかっ

た ようであ り、 あま り、積極 的ではなかったよ うである。

1996年5月 に下 院で、WIPOの ベル ヌ条約議定書専 門家会合 におけ るデー タ ・ベー スの

suigenerisに よる保護 につ いて のア メ リカ合 衆 国提案 の基礎 とな る法案 が提案 され た

(61)。1996年7月1日 に、大統領 は、「世 界的な電子商取 引のための枠組(AFramework

forGlobalElectronicCommerce)」 という報告 書 を発 表 し、その報告書 で、デー タ ・ベ

ー スの保護につ いて検討が なされるべ きで あるとしてい る
。1997年8月 に、議会 図書館著

作権局は、「デー タ ・ベ ースの保護 に関す る報告書(ReportonLegalProtectionforData

base)」 をまとめ、論点の整理 を行 った。

1997年10月 に、デー タ ・ベー スか らの抽出あ るいは商業上 の利益 を害す る行為 か らのデ

ー タ ・ベー スの保護 に関す る法案 が提 出され た(62)
。 この法案 は1998年5月 に上 院 を通過

した。

日本 では、ECの デー タ ・ベ ー スの法 的保護 に関す る指令 に添 ったEC締 約 国におけ る

国内法 の改正がな されつつ あること、 アメ リカ合衆国で も議会 に法案 が提 出されたこ とか

ら、 日本 で も、デー タベー スのsuigenerisに よる保護 に関す る議論が始 まった。

1997年10月 か らは、通 産省 の産 業構 造審議 会 で の検 討 が始 まった(59)。 この審 議会 で

は、著作権 法の保護 の要件 であ る創作性 の有無にかかわ らず、 デー タの集積 に対す る投資

の保護 という観 点か ら、不正競争防止法 の改正 に よって、 デー タ ・ベー スの無許諾の再 利

用 を規制 しようとす る方 向で審議が進め られてい る。
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3複 製あるいは受信 を制限する技術 を回避する技術の規制

(1)マ ルチメデ ィア ・ネ ッ トワー ク時代 におけ る複製 あ るいは受信 を制限す る技術

マルチメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 においては、 ネ ッ トワー ク上 を流通す る情報 は、世

界中の どこで も、入手 され、複 製 され、再発信 される。 ネ ッ トワー ク上の流通す る情報 に

は、著作権法に よって保護 されてい る著作物 も、著作権法 によって保護 されて いない情報

もあ る(64)。著作権 法で保護 されて いる著作物 であ って も、ネ ッ トワー ク上 を流通す る場

合 には、著作権 の行使 が難 し くな る。著 作権 の効 力 は、著 作物 の複 製、送信 な どに及 ぶ

が、 マルチメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 では、非常 に数 多 く存在す る端末が著作物の複 製、

送信 を行 うこ とが で きるが、数 多 くの端末 に対 して権 利 を行使 す るこ とは現実 的で は な

い 。

そこで、マルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 で、著作物 を、 ネ ッ トワー ク上、流通 させ

ようとす る者は、 その著作物 に技術的な処理 を施す こ とに より、 自由な複製 を妨 げ よう と

す る。 このよ うな技術 的処理 は、著作物 に限 らず、 すべ てのデジ タノレ情報につ いて施 す こ

とがで きるため、著作権 法に よって保護 されない情報 に も、施す ことが できる し、著 作権

法の効力 の及ば ない複製や受信 を妨 げ ることに も用 い られ ることが で きる。

さらに、 ネ ッ トワー ク上に流通す る情報 の複製や受信 を妨 げ るためになされ る技術 的 な

処理 か ら逃れ るこ とは専 門家 に とっては容易 であ り(65)、 この様 な技術 的処 理か ら逃 れ る

装 置が出回れば、技術的 な処理 に よ り、複 製あ るいは受信 を妨 げ ようとした者 の意図は達

成 されないこ とになる。

そ こで、マル チメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 において流通す る可能性の ある著作物 につ

いての権利 を有す るエ ンター テインメン ト産業 は、 この ような技術 的処理 を逃 れるための

装 置の規制へ大 きな利害関係 を持つ こ とにな る。 エンター テイン メン ト産業 で も、現 在、

支 配的地位 にある企業 は、マルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 にな るこ とによって大 きな

利益 を期待す る一方、産業構 造が変化す るこ とは望 んで いない(66)。 そこで、現在 のエ ン

ターテイン メン ト産業の旗手 であるハ リウッ ドの映画産業 界は、 マルチメデ ィア ・ネ ッ ト

ワー ク社会 の情報 の核 となるデジ タル化 され た情報 につ いての支 配 的地位 の維 持 を狙 っ

て、デ ジタル化 され た情報の利用 を制限す るための技術 的処理 の法 的裏付 を得 るこ とを狙

ってい るとい うこ とが できるであろ う(67)。
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そ して、情報 の利用の制 限を意図す るハ リウッ ドの映画産業 界 と、 民生用電気機器販売

を目的 とす る業 界 とが、結 びつ いたのがDVDの 問題であ る。家電業界 では、新 しい録 画

機器 として、DVDを 売 りたいが、 そのためには、そのDVDで 見 るこ との で きるソフ ト

ウェアがな くては な らない、 そのためにはハ リウッ ドの映画 がDVD用 の ソフ トウェア と

す るこ とが重要 であ る、 と してい るのであろ う。 そ して、ハ リウ ッ ドの映画産業 界 として

は、DVDの 普及 とともにDVD用 の映画 を売 るこ と、 この こ とを突破 口 として、デ ジタ

ル情報の利用の制 限、更には、アナ ログ情報の利用の制限 をす る枠組 が提供 され るこ と、

を狙 い としてい るの であろ う。そ して、そ こに、DVDを コンピュー タの記憶媒体 として

使用 したいとす るコンピュー タ業界が絡む こ とにな った、 とい うのが、現在 のデ ジタル情

報の複製 あるいは受信 の排除 を目的 とす る装 置に関す る議論 の背景 とい うこ とが で きるで

あろ う。

(2)著 作権 を保護するために技術的処理か ら逃れ るための装置に関するWIPO著 作権

条約の規定

WIPOの ベルヌ条約議定書専門家委員会の第1～3回 までは、著作物の複製を制限す

る処理 を回避するための装置について議論はなされなかったが、1994年 にWIPOが 発表

したベルヌ条約議定書案に関す る問題点で、著作物の複製を制限す る技術的処理 を回避す

るための装置の規制、放送の受信を制限するための技術的処理 を回避す るための装置の規

制、について検討す ることが記載された。

第4回 のベルヌ条約議定書専門家委員会で、アメリカ合衆国は著作物の複製を制限する

技術的処理 を回避するための装置の規制、放送の受信 を制限す るための技術的処理 を回避

するための装置の規制を盛 り込むことについて積極的な姿勢 を示 したが、第5回 の会合で

は、条約化についての積極的な意見はあまりなかった。第6回 の会合で、アメリカ合衆国

は、条約上の権利の侵害する行為 を妨げる装置などを回避することを主たる目的とする装

置及びその部品の製造などを違法 とす ることを各国に義務づける内容の条約案 を提案 し

た。そして、規定 を盛 り込むことについては、多数の国の同意が得 られたが、その内容に

ついては異論があった。第7回 の会合で、アメリカ合衆国とECか ら第6回 のアメリカ合

衆国の提案 と同様の提案がなされたが、「主たる目的又は効果」の意味が曖昧であるとの

指摘、情報へのアクセスを阻害するとの指摘などがなされた。
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議長草案では、条約上の権利の侵害する行為 を妨げる装置などを回避す ることを主たる

目的 とする装置及びその部品の製造などが悪意でなされた場合にこれを違法 とす ることを

各国に義務づける内容の条約案 を含んでいた。外交会議においては、アメリカ合衆国の提

案に対 して、発展途上国ばかりでな く、アメリカ合衆国国内、あるいは、先進国か らも反

対する意見が出たため、締約国は、著作権者が、その権利の行使、または、著作者の許諾

あるいは法の例外がない場合に行為に対 して取った技術的手段、を回避する行為に対 して

適切な法的保護 と救済を、取 らなければならない、とす る規定 を採択 したのみであった

(68)。この妥協の結果、この条約上、どのような義務 を各 国が追わなければならないかに

ついて、その内容が明確ではな くなった。

(3)各 国 におけ る検 討状 況

ア メ リカ合衆 国 では、1995年9月 に、 「知的財 産 と情 報 基盤(69)」 と題 す る報告書 が、

情報基盤作業部会(InformationInfrastructureTaskForce)か ら出され た。 この報告

書 では、著作権 管理技術(copyrightprotectionandmanagementsystem)を 回避す る

技術 を規制す る著作権法の改正 を提案 してい る、著作権管理技術 の回避行為 に対す る最初

の法案が提 出 され た(70)。1997年 に は、議会 には、著作 権 法の改正 に関す る5つ の法案 が

提 出 された(71)。 これ らの法案 では、 ネ ッ トワー ク ・プ ロバ イダが著作物の利用 の制 限に

対 す る反対 を主張 しため難航 したが、ネ ッ トワー ク ・プ ロバイダの民事責任 につ いて妥協

が成立 したため、1998年5月 、上 院 で法案(72)が 通過 した。上院 を通過 した法案 は、著作

権 のオ ンラインによる侵害 に対す るサー ビス ・プ ロバイダの責任 と著作権管理技術 を回避

す る行為、及 び、 その回避 のため の技術の提供 に著 作権 の効 力 を及 ぼ してい る(73)。

ECで は、情報社会 におけ る著作権 及 び著作隣接権 に関す る報告 書案が示 され、1997年

10月12日 に、情報社会 にお ける著作権 及び著作 隣接権 の調和 に関 す る指令案(74)が 提案 さ

れ てい る。 この指令 案 では、著 作権、著作 隣接権、デー タベ ー スの保護 の ため のsuige-

nerisrightの 保 護 を目的 とす る技術的措 置 を回避す るこ とに対す る法的措 置 を講 ずべ き

こ とを規 定 してい る。

さ らに、ECで は、1997年7月9日 に、接続サー ビスの法 的保 護 に関す る指令 案(75)が

提案 されてい る。 この指令案 では、料金の徴収 を 目的 とした情報 サー ビス業者が施 してい

る無許諾ア クセス を防止す る措 置 を回避す る装置 あるい は コンピュー タ ・ソフ トウェアの
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提供に権利を有す ることを規定 している。

日本では、WIPO条 約第11条 の規定を受けて国内法の整備 を行 うべ く、文化庁の著作

権審議会、通商産業省の産業構造審議会で検討が開始された。1998年2月 には、著作権審

議会マルチメディア小委員会ワーキンググループ(技 術的保護 ・管理関係)か ら、中間取

りまとめが発表 された。当初の中間取 りまとめ(案)で は、かなり広範な範囲で、複製防

止技術、受信防止技術などを保護する内容であったが、問題が多く、最終的には、今後の

検討にゆだねられることになった。通商産業省の産業構造審議会でも、DVD問 題の解決

を念頭において、不正競争防止の改正によって、受信あるいは複製を防止するための技術

的処理 を回避する装置を規制 しようとする方向で審議が進められている。

一90一



r

－ 一
4マ ル チ メ デ ィ ア ・ネ ッ トワ ー ク社 会 を 流 通 す る 情 報 の 保 護 の

あ り方

(1)な んの ための著作権 法か

知 的財 産法は情報 を財産権 として保 護す ることに よって、情報(76)の 生産(77)に 対 して

インセンチィヴを与 えるこ とを 目的 と してい る(78)。 したが って、知 的財産 法の在 り方 を

考 えるに当た っては、 その立法 があたえ る影響につ いて十分 な配慮 をす る必要 があ る。 こ

の こ とは、芸術 ・学術 の創作物 を保 護す る著作権 法(79)の 在 り方 を考 える場 合 も、 同様 で

ある。著作権法が どのよ うな創作 に どの程度の インセンチ ィヴを与 えるか とい うこ とにつ

いて十分 な検討 をす るこ とが必要 とな る。その場合 に、著作権法 が現代社会 に どの よ うな

意義 を持つのか を考 えなければ な らない。著作権法 の歴 史的 な存在意義 は別 として、現在

におけ る著作権法の存在意義は芸術 ・学術 の創作 に どの ようなイ ンセンチィヴを与 えるか

とい うこ とにあ り、著 作権 法は、 この インセンチィヴ と多 くの人々 に芸術 ・学術 の成果 の

享受 を可能 とす るこ ととのバ ランスの上 に成 り立つ もの であ ろう(80)。 そ うである とす れ

ば、 いたず らに著作権 の保護 の強化へ と向か うこ とは、す でに権 利 を有 してい る著作権者

に利益 を もた らす ものであ るか もしれないけれ ども、 多 くの人々に よる著作物 の享受 を制

約す る可能性 があ り、著作権法 の立法 あるいは解釈 に当た っては十分 な配慮 を必要 とす る

であろう。

マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク以前の社会 では、出版社、 映画会社 、放送局 な どの メデ

ィアが著作物 を流通 させ 、著作者は メデ ィアか ら著作権 の対価 を得 ることを前提 とす る と

い う情報流通構造 を前提 に、著 作権 法は作 られていた。 ところが、 マルチメデ ィア ・ネ ッ

トワー ク社会 では、誰で も、著作物 を流通 させ るこ とを可能 となる。 この こ とは、 メデ ィ

アに よる情報の独 占という弊 害 を是正 す るものであ り、好 ましい ものであるが、 メディア

か ら対価 を得 ることを前提 として作 られた著作権法 は、 その見直 しを迫 られ ることになっ

た(81)。

この ような状況 で、1996年12月 に調 印され たWIPO著 作権 条約 は、現在 の著作権 法 の

構造 をその ままに して、マル チメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 に対応 させ ようとした条約 で

あ る というこ とが で きるであろ う。 しか し、 この条約 はマ ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社

会 におけ る著作物の流通に対 して、著作権 の効力 を広 げるこ とに よ り対応 しよ うとす る著

作権者 の主張 を基礎 として作成 され たものであ り、 マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク社会 に
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おいて、著作物 をどの よ うに流通 させ、社会全体 でマ ルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 の

利益 をどの よ うに享有す るか とい う視点が欠 けてい るこ とが否めない もの とな ってい る。

マル チメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 は、すべ ての人 による情報の享有 を可能 とす る社会

であ り、著作権者の利益 のためにのみ存在す る ものではない。著作権法 は、著作 者に独 占

的な権利 を与 えるこ とに よって、文化 の創造 にインセンチィヴ を与え ようとす るものであ

り、創造 され た著作物の享有 を目的 とす るものである。 したが って、 マルチ メディア ・ネ

ッ トワー ク社会 の著作権 法は、著作者 に著作物の創造への インセ ンチ ィヴ を与 え るととも

に、 多 くの人々が著作物 を享有す ることを可能 とす る ものでなければな らない。

誰 で も、何処 か らで も、 自由に情報 を受信 し、発信 で きるマルチ メディア ・ネ ッ トワー

ク社 会 は、我々 に新 たな光 をもた らす可能性 のある社会 であ る。 この社会 は、 これまでの

発想に 囚われ ない人々に よって作 られ た もの であ り、法制度の設計 に当たって も、従来 の

発想に 囚われ ることな く、 自由な発想 で設計 をなす必要が あると思 われ る。

マル ティメデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 では、著作物は これ まで とは異 なった手法 に よっ

て も製作 され るし、著作物 の流通 はこれ まで とは大 きく変わ ることにな るであろ う。 した

が って、従来の創作 手法や従来 の著作物の流通 を念頭に して作 られた著作権法 にはパ ラダ

イムの転換 が必要 にな るとい うべ きで あろ う。 もちろん、法制 度 とい うの は硬 直 的で あ

り、社会 の変化 に順 応 させ てい くこ とは難 しく、 しば しば、動脈硬化 の症状 を呈す るこ と

になる。 しか しなが ら、情報 を巡 る状況 は激 し く変 化 してお り、 この変化 に対応 して、新

たな著作権 法 を作 ってい くこ とが で きなければ、情報 を保護 す る制度 として の機能 を果 た

す こ とがで きな くばか りでな く、情報の流通障壁の原因 をつ くる著作権法 になって しま う

であろう。

著 作権 法のパ ラダイムの変換 とい うこ とは、 これ まで、著作物 のみ を保護 し、創作性 の

ないデー タ(あ るいは、 その集合物)を 保 護 しな いこ ととして きた著作権法 の保護の対象

に対す る考 え方に も変更 を迫 る もので ある。 それは、新 たな情報 の提供形態 を どのよ うに

保護 してい くか とい う問題 で もある。 この場合 に、著作権法 の保護の対象 を広 げて、著作

権 法に よって保護 され るこ とにすれば事 足れ りとされ るものではない。 その よ うな場 当た

り的な立法は、情報 の 自由な利用に対 して大 きな後遺症 をもた らすお それが あるか らであ

る。

マルチ メデ ィアネ ッ トワー ク社会 の核 心は情報 の 自由な流通が あ り、流通すべ き情報の
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生産にインセンチィヴを与えるのが著作権法あるいはその他の知的財産法でな くてはなら

ない。法の改正は、その改正によって直接の利益 を受ける人々のロビー活動によって大 き

な影響 を受けることになる。法の改正によって、影響を受ける人の意見が参酌 されること

自体は悪いことではない、 しか しながら、行 き過 ぎれば、特定産業のための立法とな り、

このことが経済的厚生を損なうことになる。

マルチメディア ・ネッ トワーク社会において、著作物の対価 を確保することにより、著

作者へ対するインセンチィヴを与える一方、多 くの人々による著作物の享有を可能 とす る

ために、著作物の流通を円滑化 しなければならない。そして、 このことを念頭において、

著作権法の制度設計をしていかなければならないのである。

著作物が流通することによって、著作権者が対価 を取得す るためには、単に、著作権の

効力を拡大し、著作権者に権利 を与えるのみでは不十分であ り、その対価を支払を可能 と

する仕組みをが必要 となる(82)。広範に流通す る著作物の対価 を収受す る仕組みとして、

著作権の集中管理が考えられる。この集中管理 をうまく機能 させ るためには、機能的な集

中管理がなされる必要がある。機能的な集中管理がなされるためには、集中管理に関する

規制の緩和や集中管理者の国際的なカルテルに対する規制によって、集中管理についての

競争を促進 しなければならない(83)。

(2)現 在検討中の課題 につ いての対応

① デー タ ・ベースの保護

マルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 における情報の量の飛躍的増大 とともに、デー タ ・

ベー スの重要性は大 き くな ってい る。 そして、著作権法 によって保 護 されないデー タ ・ベ

ー スは、そのデー タベ ース をその まま複 製されて、 ネ ッ トワー クで提供 された として も、

保護 を受 けるこ とはで きない(84)。 デー タ・ベー スが著作物 である場合 で も、 デー タ ・ベー

スの著作権 の効力はそのデー タ ・ベ ー スの選択 ・配列 の複製、送信 な どの行為 にのみ及 ぶ

ものであ って、選択配列 を変 更 したデー タ ・ベー スや デー タ ・ベー スに含 まれてい る情報

の利用 に著作権効力が及ぶ もの では ない。

したが って、デー タ・ベー スに対す る投資 を創作性 の有無 にかか わ らず保 護す ることは、

デー タ ・ベー スの構築が創作 活動 とい うよ りは、情報収集活動 とい う性格 を有す ることか

ら、デー タ ・ベー スの構築に は知 的財産法に よるイ ンセンチ ィヴが必要 であるか、 といっ

一93一



観 点か らの検討 がなされ るこ とが望 ましい。

その場合 には、 デー タ ・ベース を保護 す ることに よる問題点 に も、留意 しなければな ら

ない。 デー タ ・ベー スを創作性 の有 無に関 らず保護す るこ とは、本来 、パ ブ リック ・ドメ

イン として著作権法 で保 護 されない情報、著作権の保護期間が渡過 した情報 をも保護す る

ことになる可能性が あるのであ り、保護 の期 間が その算定方法に よっては半永 久的な保護

になる(85)と い うこ とも相侯 って、 デー タ ・ベ ー スの保護 に よって情報 の収集 に インセ ン

チィヴを与 える という制 度の 目的か らして過剰 な保 護に なるおそれが あるこ とを忘れ ては

な らない。

そして、デー タ ・ベー スにこの よ うな保 護 を与 えることに より、新 たなメデ ィアによる

情報の独 占へ とつなが る恐れ もある。契約 に よって守 られ るだけでは な く、デー タ ・ベー

ス を保護 す るための法によって守 られ る新 たな メデ ィアが情報 を独 占し、 多数か らの情報

の提供 を阻害す ることはマルチ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク社会 の もた らす最 大の恩 恵 を阻害

す るおそれがあ る。

マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク社会 が我 々に もた らした最大の恩恵が情報 の 自由な流通

であ り、 デー タ ・ベー スは情報 の 自由な流通 をさ らに促進す るものでなければな らず、阻

害す るもの であってはならない。 デー タ ・ベー スの保護の基本的な視 点は、 デー タ ・ベー

スの製作 にインセ ンチィヴ を与 えるこ とによって利用 で きる情報 の量の増大 を図 るととも

に、情報の 自由 な流通 をも阻害 しない もの でなければ なちない。 デー タ・ベー スの保護 は、

社会 におけ る情報提供へ のインセンチィヴであって、 メデ ィアの保護 のため であって はな

らない。

②複製あるいは受信 を排除するための技術的措置の回避

著作権の侵害 を防 ぐための効果的な技術(複 製防止技術や暗号技術 など)の 回避者ある

いはその回避行為に使用される装置の製造者などにして著作権などの知的財産権の効力を

及ぼすことは、著作権の及ばない情報の自由な利用 を阻害するおそれがあ り、慎重な配慮

が必要 となる。著作権の侵害を防 ぐための複製防止技術や暗号技術などは著作物以外の情

報にも施すことが可能であ り、複製防止技術や暗号技術などの回避技術に著作権の効力を

及ぼすと、暗号を解除して著作物であるか どうか を確認す ることもできな くなるのであ

り、実質上、著作物以外の情報にも著作権の効力を及ぼす恐れがある。 また、複製防止技
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術や暗号技術などの解除装置に著作権の効力を及ぼすことにより、著作権法上認め られて

いる複製や著作権法の効力の及ばない受信(86)に著作権法の効力を及ぼ してい くことにな

る(87)。条約でも、具体的な保護の内容については規定されていないのであ り、現在検討

されている著作権法の改正で も、著作物以外の情報の保護や著作権の過剰な保護 とならな

いよう酉己慮が期そ寺される。

(3)国 境 を越 えたメデ ィアへの対応

これ まで、知 的財産権 は属地 的な権利 とされ、その効 力は その権 利 を認めた国の領域 内

にの み及 ぶ と考 えられて きた。 そ して、外 国の知 的財産 権 の侵 害 訴訟の管轄 を有す るか

(88)とい う問題、外国に行 われ た行 為 に知 的財産権 の効 力 を及ぼすか とい う問題 につ いて

は議論 がな され て きたが、マ ルチメディア ・ネ ッ トワー ク社会 において、知的財産権 の効

力 をどの ように考 えるか、 とい う議論 は始 まったばか りであ る。

マルチ メディア ・ネ ッ トワー ク社会 では国境 に関係 な く情報が流通す るので、マルチ メ

ディア ・ネ ッ トワー ク社会 で流通 す る著作物 につ いての著作権 の効力 を国 内におけ る送信

な どに限定す るとい うことは、著作権 を保護 しない国(コ ピー ライ ト・ヘ ヴン)に 本拠 を

おいてネ ッ トワー ク上 に情報 を流通 させ るこ とに よ り、著作 権の権利行使 を回避す るこ と

が で きることにな る。

反対 に、知 的財産権 の回避 を防 ぐため には、外 国におけ る行為 がネ ッ トワー クを通 じて

自国に及ぶ場合 には、 その範囲 で知的財産権 の効力 を及 ぼす ことが考 え られる。 そ して、

ア メ リカ合衆 国では、外 国にお いてネ ッ トワー クに接続 してい る者 に対 して、 アメ リカ合

衆 国の商標法 を適用 して、ア メ リカ合衆国国内におけ る商標権侵害 の差止の請求 を認めて

い る例が ある(89)。 この結果、 ア メ リカ合 衆国か らの接続 を防 ぐことは技術 的 に不可能 な

ので、世界的 な商標 の使用 が差 止め られ るこ ととなった。 この よ うな結論 を肯定す る考 え

方 もあ る。

しか しなが ら、外 国にお ける行為 で も自国に効果 が及ぶか ぎ りにおいて知的財産権の効

力 を認め ようとす るこ とは、知的財産権 の実現 とい う面では効 果的であ るけれ ども、一国

の知 的財産権 の効 力が各国に及ぶ とい う結果 をもた らす恐 れがあ り、知的財産権の衝 突 と

い う問題 が起 きる恐れがあ る。例 えば、 ドイツの著作権の保護期 間は著作者の死後70年 で

あ るが、 日本の著 作権 の保 護期 間が著作者 の死後50年 であるので、著作者の死後50年 経過
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後、 日本 でネ ッ トワー ク上 で著作物 を利用可能 に しよ うとして も、 ドイツか らの接続 を阻

止す るこ とがで きないか ぎ り、 日本 では著作権 の期 間が経過 してい るのに もかか わ らず、

ドイツの著作権侵害 となる。

これ では、情報の 自由 な利用が多 いに妨 げ られ るこ とになって しまう(go)。 情報の 自由

な利用 と、情報 の提供 への インセンティブ とのバ ランスが国際的な制度 に も求 め られてい

るのであ る。 この問題 を解決す るには、 ネ ッ トワー ク上 の行為 に対 しては、国際的な保護

の基準 を定め、 国際 的な紛争解 決手続 を創設す ることが最 も良い と思われ るが、当面 は、

多数 国間投 資保護協定(MultilateralAgreementonInvestment)の 紛争解決 手続に よっ

て、 コピー ライ ト ・ヘ ヴンなどの知 的財産権 を保護 しない国に対す るに対 す る私 人の訴 え

の可能性 を認め る ことによって、知 的財産権 の回避行為 を抑制す る一方、 ネ ッ トワー ク上

のア クセスが可能 とい うこ とだけで著作権 の効 力 を及ぼ さないこ とも一 つの道で あるか も

しれない。
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[注]

(1)絵 画 や小説 といった創作物が無 くなったのではないが、新 たな創作手法の登場により、新たな創

作物が生まれることとなった。

(2)発 展 途上国でクーデターが起 きるときに、重要拠点の一つ となるのが放送局であることは、この

ことをよく示 している。

(3)日 本 の新聞社は放送局 をその傘下に収めることによ り、 メディア関連技術の進歩 にも関らず、依

然 として、マス ・メディアの中心 に居続けることができた。

(4)衛 星 放送は、地上波方法 による地理的限界 を押 し広げ、国別の情報の独 占を変化 させ たけれ ど

も、衛星の管理には大 きな投資 を必要 とし、情報の独 占は免れない。

(5)し たがって、マス ・メディアはマルチメディア ・ネッ トワー ク社会には好意的ではないように思

われ る。

(6)大 きなデマゴーグが生 まれる虞を孕んでいるとい うこともできる。

(7)国 家 によるポル ノ規制が難 しくなることは、表現の自由の国家による制限の減少 とともに、青少

年保護のためのポルノ規制 をも難 しくなることを意味する。

(8)著 作 権制度は、著作者に利益が もた らされる制度設計が なされているが、制度設計が不十分なた

めに、実際には、著作者に十分な利益がもたらされないことがある。

(9)ベ ル ヌ条約の成立及びその後の改正については、S.RICKETSON,THEBERNECONVEN-

TIONFORTHEPROTECTIONOFLITERARYANDARTISTICWORKS:1886-1986,pp.3-

125(1987)な ど。

(10)各 国の著作権法は、このベル ヌ条約に基礎 を置き、ベルヌ条約に調和する国内法 を作 ってい る。

これにより、ベルヌ条約は国際的な著作権法に関する秩序の基本 となっている。

(11)ア メ リカ合衆国がベ ルヌ条約の締約国となるまでは、万国著作権条約がア メリカ合衆国 との橋渡

しになっていた。

(12)コ ピー機器 の普及によ り、出版物の複製が安価に行われるようにな り、これに対す る措置が各国

で取 られるようになったが、国際的な取扱には至 っていない。

(13)レ コー ドと言う言葉は、 日本ではLPな どを指す場合 にも用 いられるが、ここでは、音の録音物

(phonogram)を 指 す もの として、用いている。

(14)こ れ は、レコー ド会社の扱う音楽には著作権のないものがあるという事情 も背景 にしているもの

と考えられる。

(15)こ の権利の累積が、素材の 自由な利用 を一つの特徴 としているメルチ メディア ・ネットワー ク社

会における創作のための権 利処理 の問題 を大 きくしている。

(16)著 作 権(あ るいは、著作隣接権)を 有 しているか否かを問わず、著作物(著 作権 の保護の対象)

に関連する出版産業、レコー ド産業、映画産業、放送産業な どの産業 を指す意味で用いている。

(17)日 本 では映画産業は産業であるとは言い難いか もしれないが、国際的には産業であろう。

(18)日 本 の コンピュー タ ・ゲー ム(ビ デオ ・ゲーム)産 業の国際的競争力は高い。

(19)DVD問 題 についてのハ リウッ ドの影響力、複制防止機器解除装置問題に関す るビデオ ・ゲーム
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業界の影響力が 目立ってきている。 もっとも、これまで も、DAT問 題 については、 レコー ド業界

の影響が強 く現れていた。

(20)TRIPs協 定 におけ る著作権保護 をさ らに強化す る事項、複製権が一時的複製 を含 むべ きである

とす る提案がこの時になされているが、最終案 には盛 り込 まれなかった。

(21)条 約 の制定経緯については、知的財産研究所 『高度情報化社会におけ る知的財産の保護のあ り方

に関す る調査研究』(1997年)な ど。

(22)将 来 的に、 どのような影響が 出るか予測 し難 いが、少な くとも、現在の著作者につ いては権利の

拡大は利益の拡大 をもたらす ということがで きるであろ う。

(23)ア メ リカ合衆国では、図褥館 あるいは教育関係者が著作権の強化 に反対 している。

(24)後 日、 ウルグァイ ・ラウン ド交渉において、貸 レコー ド業界を守 るために、貸与権の規定 を制限

する主張 を日本政府が行っている。

(25)こ の 法改正の動向は、DATの 発 売を抑制す る働 きをし、DATと い う優秀 な録 音機器 は普及 し

なか った。

(26)も っ とも、コンピュー タ ・プログラムの リヴァー ス ・エ ンジニア リングに伴 う複製については、

これを複製権の侵害 とはならないとす るのが通説であり、全 く、対応がなされていない という状況

ではない。

(27)斉 藤博 『概説 著作権法(補 訂版)』(1980)141頁 な ど。

(28)著 作権法はコンピュー タ ・プログラムを保護の対象 としたことで、技術に関す る法 としての側面

を持つこ とになり、その面で も、通商産業省 とのかかわ りあいが強 くなっている。

(29)最 近、議員立法がなされたこと(例 えば、平成9年 の商法改正)も あるが、例外的である。

(30)通 商産業省の関連部局は、産業政策局知 的財産政策室(不 正競争防止法 を担当)、 機械産業用情

報処理振興課(半 導体集積回路配置に関す る法律 を担当)、 通商政策局通商協定管理課(TRIPs協

定 を担当)な ど、 い くっかの部局にわたっている。

(31)こ の間の事情については、中山信弘 『ソフ トウェアの法的保護に伴 う国際問題』(1985年)。

(32)本 稿 では、データ ・ベースはデジタル ・デー タの集積物 を指す もの として、用いてい る。アナロ

グ・データの集積物、例 えば、電話帳 なども、データの集積物 としての性格 を有 しているけれ ども、

ネッ トワー クを流通することはで きないので、マルチメディア ・ネ ットワーク時代の課題 とは言え

ないと思われる。

(33)新 聞 あるいは雑誌には、紙面の大 きさとい う制約があった。

(34)新 聞 あるいは雑誌は、情報を固定 して表示す るため、 どのように配置す るか とい うことが、人の

視覚の特性によって、重要性を持 っていた。

(35)新 聞 ・雑 誌等の情報の一部を利用 しようとす る場合 には、それな りの費用を必要 としたので、新

聞 ・雑誌 を編集物 として保護すれば十分であった とい うことができるであろう。なお、放送の場合

には、放送事業者に著作隣接権 を与 えることに より、保護 されていた。放送された情報の一部の利

用に も、それなりの費用を必要 としてので、十分 な保護がなされていた とい うことがで きるであろ

う。
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(36)も っ と も・ オ ン ラ イ ン で 提 供 さ れ るデ ー タ ・ベ ー ス の 場 合 に は 、 デ ジ タ ル 化 さ れ た 情 報 を部 分 的

に 利 用 す る こ と は 、 著 作 権 の 侵 害 とは な らな い が 、 デ ー タ ・ベ ー ス の 大 き さ が 小 さ か っ た の で
、 部

分 的 な 利 用 は 、 あ ま り、 問 題 と な ら な か っ た の で あ ろ う。

(37)後 述 の 日本 の 著 作 権 法 の デ ー タ ・ベ ー ス の 規 定 は 、 こ の よ う な 技 術 的 な 背 景 の も とに 規 定 さ れ て

い る と考 え て よい で あ ろ う。

(38)デ ー タ ・ベ ー ス の デ ー タ構 造 は、 そ の 技 術 的 特 徴 に よ っ て 決 定 さ れ る もの で あ っ て 、 デ ー タ の 特

徴 に よ っ て 決 定 さ れ る もの で は な い 。

(39)も っ と も、 こ の よ う な 状 況 で も、 著 作 権 の保 護 の 要 件 た る創 作 性 を 低 く考 え る こ と に よ っ て 、 著

作 権 法 に よ る保 護 で十 分 で あ る と い う立 場 も あ っ た 。 イ ギ リス の 著 作 権 法 は 創 作 性 の 程 度 が 極 め て

低 い もの で よ い と さ れ て い た た め に 、 デ ー タ ・ベ ー ス は 著 作 権 法 で 保 護 さ れ る も の と考 え ら れ て き

た よ う で あ る 。 日本 の デ ー タ ・ベ ー ス 業 界 も、 日本 の 著 作 権 法 の 創 作 性 は極 め て 低 い も の で あ る と

考 え て い た よ う で あ る 。 数 年 前 に 、 デ ー タ ・ベ ー ス を保 護 す る た め の 特 別 の制 度 の 必要 性 に つ い て 、

ヒ ア リン グ を行 っ た が 、 著 作 権 法 に よ る保 護 で 十 分 で あ る との 意 見 が 大 勢 を 占 め た。

(40)Compilationsofdataorothermateria1,whetherinmachinereadableorotherform,whichby

reasonoftheselectionorarrangementoftheircorltentsconstituteintellectualcreationsshall

beprotectedassuch.

(41)尾 島 明 「ウ ル グ ア イ ・ラ ウ ン ドTRIP協 定 の 解 説 連 載 第11回 」 米 国通 商 関 連 知 的 財 産 情 報3巻

1号40頁

(42)Aworkformedbythecollectionandassemblingofpreexistingmaterialsorofdatathatare

selected,coordinated,orarrangedinsuchawaythatresultingworkasawholeconstitutesan

originalworkofauthorship.(17US.C .SectionlOl)

(43)499U.S.340(1991)

(44)著 作 権 法 第12条 の2第1項 に 規 定 す る 「情 報 の 選 択 又 は 体 系 的 構 成 」 とは何 を意 味 す る か と い う

こ と も議 論 の 対 象 と な る で あ ろ うが 、 「情 報 の 選 択 」 と は デ ー ダ ・ベ ー ス に 蓄 積 さ れ るデ ー タの 選 択

で あ り、 「情 報 の_体 系 的 構 成 」 と は 、 デ ー タ ・ベ ー ス の デ ー タ の 構 造 と い う こ と が で き る で あ ろ

う。

(45)小 泉 直 樹 「オ リ ジ ナ リ テ ィ を 欠 くデ ー タ ベ ー ス の 保 護 」(ソ フ ト ウ ェ ア 情 報 セ ン タ ー 『第5回

国 際 シ ン ポ ジ ウ ム 議 事 録 』(1996)347頁 は 、 こ の 立 場 に 立 つ も の で あ ろ うか 。

(46)databaseswhich,byreasonoftheselectionorarrangementoftheircontents ,constitute

intellectualcreationsshallbeprotectedassuchbycopyright .

(47)compilationsofdataorothermaterial,inanyform,whichbyreasonoftheselectionor

arrangementoftheircontentsconstituteintellectualcreations ,areprotectedassuch.

(48)前 注(21)11頁 。

(49)も っ と も、 著 作 物 の の 翻 案 物 に も著 作 権 は 及 ぶ もの で あ る(TRIPs協 定 第9条 第1項 ベ ル ヌ 条

約 第12条)。

(50)temporaryorpermanentreproductionbyanymeansandinanyform,inwholeorinpart.

一99一



(51)translation,adoption,arrangementandanyotheralteration.

(52)anyforrnofdistributiontothepublicofthedatabaseorofcopiesthereof...

(53)anycommunication,displayorperformancetothepublic.

(54)anyreproduction,distribution,communication,displayorperformancetothepublicofthe

resultoftheactsreferredtoin(b).

(55)adatabasewhichshowsthattherehadbeenqualitativelyand/orquantitativelyasubstantial

investmentineithertheobtaining,verificationorpresentationofthecontents_

(56)extractionand/orreutilizationofthewholeoforasubstantialpart,evaluatedqualitatively

and/orquantitatively,ofthecontentsofthatdatabase.

(57)

(58)

(59)

(60)

(61)

(62)

(63)

(64)

知 的財産研究所 『デー タ ・ベースの法的保護の在 り方に関す る調査研究報告書』(1988年)19頁 。

前注(57)13頁 。

第6回 会合の開催当時、EC指 令 は採択されていなかった。

前注(21)41頁 。

H.R.3531.

H.R.2652.

産業 構造審議会知的財産政策部会デジタルコンテンツ小委員会 情報産業政策部会基本問題小委

員会デジタル コンテンツ分科会 合同会議による検討が開始 された。

著作権法に よって保護 されていない情報には、著作権の保護の対象 とならない情報 と、著作権 の

保 護 期 間 が 満 了 した 情 報 が 含 ま れ る。

(65)し た が っ て 、 こ の よ う な 技 術 的処 理 は 、 素 人 に よ っ て複 製 あ る い は受 信 が な さ れ な い こ と を狙 い

と して い る。 な お 、 電 子 マ ネ ー で 利 用 さ れ る 暗 号 技 術 の 安 全 性 に は 高 度 の 要 求 が な さ れ る の で あ

り、 通 常 、 ネ ッ トワ ー ク上 に 流 通 さ れ る 情 報 と は そ の レベ ル を異 に す る 。

(66)マ ス コ ミが 、 必 ず し も、 マ ル チ メ デ ィ ア ・ネ ッ トワ ー ク社 会 に肯 定 的 で な い の で は マ ス コ ミュ ニ

ケー シ ョ ン に お け る構 造 変 化 に よ っ て 受 け るべ き影 響 を 懸 念 し て い る こ と に よ る も の で あ る こ とが

推 察 さ れ る 。

(67)エ ン タ ー テ イ ン メ ン ト産 業 の 複 製 機 器 に 対 す る 態 度 を示 す 事 件 と し て 、SonyCorporationof

Americav.UniversityStudios,Inc.,464U.S.417(1984)が あ る。 こ の事 件 で は 、University

Studios,Inc.,が 家 庭 用 録 画 機 器 の 製 造 者 な どが 著 作 権 の 寄 与 侵 害 を し て い る と し て 訴 え た が 、 家 庭

用 録 画 機 器 に は 、 公 正 使 用 と して 認 め られ る行 為 に 利 用 さ れ る の で 、 寄 与 侵 害 に は あ た ら な い と判

示 さ れ た 。

(68)WIPO著 作 権 条 約 第11条 「ContractingPartiesshallprovideadequatelegalprotectionand

effectivelegalremediesagainstthecircumventionofeffectivetechnologicalmeasuresthatare

usedbyauthorsinconnectionwiththeexerciseoftheirrightsunderthisTreatyortheBerne

Conventionandrestrictacts,inrespectoftheirwork,whicharenotauthorizedbyauthors

concernedorpermittedbylaw」 と規 定 して い る。

(69)IntellectualPropertyandtheNationalInformationInfrastructure.
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(70)S.1284及 びHR.2441,

(71)H.R.2180、H.R.2181、S.1121、S.1146、H.R.3048、 これ らの法案の紹介 として、加藤幹之

「欧米の著作権問題の動 向」情報管理40巻12号1100頁(1998)。

(72)S.2037.

(73)下 院 で審議 中の法案(H.R.2281)と の調整が図られ ると思われ る。

(74)HarmonizationofCertainAspectsofCopyrightsandRelatedRightsintheInformation

Society(97/0359(COD)).

(75)LegalProtectionofServicebasedon,orconsistingof,ConditionalAccess.

(76)商 標 、原産地表示 などの表示 を保護することは、商品の多様化 を可能 にす ることを目的 とす る

が、これは表示のもつ情報 としての役割に着 目している広い意味での情報 というこ とができるであ

ろう。

(77)商 標 を情報 として捉 えた場合 に、情報 としての商標の生産 とい う言葉遣いにはやや違和感がある

か もしれないが、情報 として価値のある商標 を作 り出すことを生産 といって も、間違い とは言えな

いであろう。

(78)小 泉 直樹 『アメ リカ著作権制度』(1996年)は 、 自然権的な捉 え方に対 して も一定の理解 を示 し

ているが、過去の立法についての考え方は ともか くとして、これか らの立法に関 しては、著作権法

の与えるインセンチィヴについての検討が基本 となるであろう。

(79)著 作権法によって保護 されているコンピュータ ・プ ログラムは技術 を保護する著作権であ り、そ

の保護の 目的は技術 を保護す る特許法 と異ならない。

(80)コ ン ピュー タ ・プ ログラムの著作権法による保護はコンピュー タ ・ソフ トウェア技術の開発への

インセンチィヴであ るが、ここでは芸術学術の著作物について考えている。

(81)マ ルチメディア ・ネッ トワー ク社会 以前でも、複製技術の発達 によって、だれで も、複製 を行 う

ことができるようになったことか ら、複製機器に対 して著作権の効力 を及ぼす措置が各国で取 られ

た。

(82)中 山信 弘 『マルチ メデ ィアと著作権』(1996年)154頁

(83)日 本 では、著作権の集中管理 を規制す るための著作権二関スル仲介業務二関スル法律がある、集

中管理に関する競争 を促 し、著作物の流通を促進 させ るために、速やかに、 この法律 を廃止すべ き

もの と思われる。

(84)不 法 行為によって保護 を与 えるこ とは可能であるか もしれない(田 村善之 「著作権法講義 ノー ト

2」 発明92巻5号96頁(1995年)が 、著作権法上 自由とされている情報の利用について不法行為 と

す る場合 には留意を要す るもの と思われる。

(85)デ ー タ ・ベースは 日々更新 されるものであるため、更新 される度に、権利期 間が開始する もの と

すれば、半永久的な保護 となる。

(86)最 近 では、著作物の使用(視 聴覚 など)に も著作権の効力を及ぼすべ きである との主張が ある。

しか しながら、私人の個人的な行為に著作権の効力を及ぼすこ とは、私人の個人的な行為の権利者

に監視 につなが るものであ り、プ ライヴァシーの保護 とい う見地か ら疑問が ある。マルチメディ
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ア ・皐ッ トザー ク社会 で肚、プロヴァイダーによ る個人の通情記録の取得 在どのプライヴァシー侵

害 につなが ることが多い現状であるけれども、著作権 法に よってザ ライヴァシーの侵害を助長する

ことには壁 間を感 じざるを得ない.

{87)コ ンピュー タ ・ずログラムにそのような技術的手段が施 されている堵脅には、著作権 法⊥認め ち

れ ているリヴァー ス ・エ ンジニア リング(中 山悟鯉、「コンピュータ ・ソフ トウェアの法 的保:護{新

版)」{198呂 年)1茸7頁 〕由f制限され ることにな る。

(8呂)外 国の知 的財産の侵害訴訟の管轄 を肯定する見解 として、石黒一憲 「現代国際私法[上]」[1986

年)270頁 な ど。

(呂帥PlayboyEnterprise3Ψ.ChuΨ1`晦berryP山1蛤hillg(39USPQ2dl746}.

(90)上 記 の ような結論 が、これまでの国際私法の研究の成果である とすれぱ情報の 自由な利用を可能

とす るため に、国際私法においても検討がなされる必要がある。
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r －
は じ め に

1平 成10年度税制改正においては、法人税 をはじめ として、税制について様々の大き

な改正の方向が示された。懸案の法人税率の引き下げの問題は、 これによって、法人税論

議について、一応の決着 をみた もの と思われるが、地方法人課税である法人事業税の論議

が残 された。

自由民主党の 「平成10年 度税制改正大綱」では、「わが国経済は、バブル崩壊後、長期

にわたる株価、地価の低迷が続き、この深刻な資産デフレがわが国経済、金融システムに

大 きな影響を及ぼしている。特に、最近では金融不安や銀行、証券の破綻が起 きたこと等

か ら、わが国の将来に対する不透明感が高まっている。……今次の税制改正は、このよう

な流れか らわが党の第3次 の緊急国民経済対策の意義をも有する改革」であると位置づけ

ている。このように今回の改正 を緊急時の対策立法 としてみ るのか、あるいは、有価証券

取引税・流通税、地価税が廃止されてゆ く方向をみて、緊急時の対策立法にとどまらない、

わが国の租税政策の方向の転換 をも意味するものであるのか という点については、その評

価に対する結論がなされ るには、 さらに数力年あるいは十数年を要するであろう。そうい

う意味で、この平成10年 度税制改正の位置づけは大きな意義を有するもの と思われる。

2こ のような情勢の もと、法人税論議について も、自由民主党税制改正大綱では、経

済政策的な減税の必要性が強 くうちだされている。すなわち、「わが国の法人課税の実効

税率は、諸外国と比べて10%程 度高いとの指摘がある。このままでは、産業の空洞化が進

み、経済構造改革 を遅らせることにもなりかねない。景気 を回復 し、経済の発展 を図るた

めには、法人税改革をは じめ経済構造改革に真剣に取 り組み、産業の活力を高め、国際競

争力を引き続 き維持 していく必要がある。」 とされるものとなった。

法人税については、周知のように、一昨年11月 に、税制調査会の 「法人課税小委員会報

告書」において、法人税率の引き下げのためには課税ベースの拡大が同時に論議されるべ

きであるという方向が示 されていた。そこにおいては、「我が国産業の国際競争力が維持

され、企業活力が十分発揮できるよう、産業間 ・企業間で中立的で経済活動に対する歪み

をできる限り少なくする方向で、本格的見直しを行 う必要がある。……近年の社会経済情
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一等も踏 まえ、 課税 ベー スの適正化 の観 点か ら全般 的 な点検 を行 う必要 があ る。」 とされ

て いたのであ る。いわば、課税 の中立性の ため に課税の適正化 を行 うとい うこ とを前提 と

した法人税 の見 直 しで あったのである。

「法人課税小 委員会報 告」以来、法 人税率 の引 き下 げの要求 と、 これ に対 して課税ベー

スの拡大 ・適正化 とい う前提 があ るとい うサ イ ドとの間 で緊張がつづ いたが、結局、 その

論議に も決着が つけ られた。大蔵省では、現時点 で可能 とされ る課税ベー スの拡大 を前提

とす る限 り、法 人税率 の引 き下 げを2.5%と みて いたが、最終的には3.5%と なった。 それ

に よって、法 人税率 は、 「シャウプ税制改革 時の税率 をも下 回る水準 まで引 き下 げ」 られ

(自由民主党税制 改正 大綱)、 戦後 もっとも低 い34.5%と され るに至 ったの である。

3他 方で、課税ベースの拡大のための税制改正 も進められた。税制調査会法人課税小

委員会報告書において中心的に議論されたのは、課税ベースの拡大・適正化の問題であり、

いわば、法人所得の計算構造の問題であった。法人課税小委員会報告書においては、商法

や企業会計における計算のルール との比較からは じまり、収益 ・費用の計上基準、減価償

却の方法、繰延資産、引当金、法人の必要経費一般等について、1順次検討を加 えた。平成

10年度法人税改正においては、この 「法人課税小委員会報告」において検討された項 目に

基づ きつつ、①貸倒引当金制度の法定繰入率の原則的廃止、②賞与引当金制度の廃止、③

退職給与引当金制度の累積限度額の20%へ の引き下げ(現 行40%)、 ④製品保証等引当金

制度の廃止、⑤特別修繕引当金制度の繰入限度額の見直し、⑥減価償却制度における建物

の償却方法の見直 し(定 額法のみ)、⑦有価証券の評価における切放 し低価法の廃止、⑧

工事収益の計上方法において、長期請負工事における工事進行基準への統一、⑨割賦販売

等に係る割賦基準の廃止、⑩中小企業の交際費の損金不算入割合の20%へ の引き上げ(現

行10%)な ど、課税ベースの拡大のため大幅な法人税改正がなされている。

そこで、先の法人税率の引き下げという数字 と対照 して、課税ベースの拡大がどのよう

になされたか ということを検証するためには、 これか ら実際の法人税収がどのように変動

するか ということが重要な論点である。

現在 もっとも必要なことは、いうまでもな く昨今のこのような経済情勢がどの方向に向

かっているか ということであり、そのための対策 として、財政再建をも犠牲とすべ き実質

的な減税を必要 としているか、それともやはり財政再建 を維持すべきであるか ということ
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である。経済回復、 あるいは国際的競争力か らの法人税率 引 き下げ という処 方箋が、実際

に、 どの ような効果 を もた ちすか とい うこ とについては、様 々な観 点か ら確実 な検証 を、

今 後つづけ るべ きである と思 われ る。 その ような意味で、今後 の地方法人課税 の論議 も重

要 な意味 を もつ もの と思 われ る。以下 では、 その ような国際化 の中で、事業税 を中心 に、

地方法人課税の方向につ いて検討 を行 ない、 あわせ て国際的比較の ため、外国税制 につ い

て も参照 してお きたい。
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一 わが国の事業税の性格 と沿革

1平 成10年 度 においては、事業税 の外形標準 の問題 が論議 され るもの と思われ る。わ

が国の事 業税 につ いては、従 来 よ り、 その課税標準 を外形標準 とすべ きであ る とす る意見

が多 く、税制調査会 においてもその検討 がな されて きた経緯 がある。 もともと、地方税 と

しての企業課税 の あ りかたにつ いては、 国税 と して の法人税 に比較 して議 論が複 雑 で あ

り、かつ難 しい もの とな るこ とは否定 で きない。 とい うのは、 そ もそ も法人税 は法人 の所

得 に対 す る課税 であ り、そこにおいて課税標 準 とされ る所得 とは、担税 力の標識 として、

これ まで最 も適 した もの とされてきた ものであ る。 いわば、法人税 とは、担税力 とい う個

人の負担能 力に課税 の根 拠 を求 め る租 税 であ り、租税 能力説 に基づ くもの であ るの であ

る。 これに対 して、事 業税 をは じめ として地方税 におけ る企業課税 を考 える場合 には、 い

わゆ る応益 説的 な考 え方が とられる とされてお り、企業課税について も地方 団体か ら受 け

る利益 に応 じた課税が なされ るもので ある とい う、租税利益 説に立った考 え方が その課税

の根拠 とされ るか らである。

とい うこ とは、地方税 においては、国税 にお ける法人税 と同様 の能 力説的 な考 え方が妥

当す る一方 で、利益説的 な応益課税 に したが った課税標準の理解 がな され るのであ る。事

業税 につ いて も、企業 の応益課税 の基準 を企業 の経 済活動 の規模 に求 め るものであ る とい

うことが根拠 とされ るのである。そ こで、企業 の経 済活動 の規模 を測定す るもの として外

形標準の考 え方が示 されているのであ る。 いわば、事業税 は、収益税 として、人の所 有す

る生産要素か らもた らされる収益 を対象 とす る租税(Ertragsteuer)と して認識 され るの

であ る。

2わ が国の事業税は、昭和23年 に、地方税 としての事業税 として課税標準を所得ある

いは収入金額 とされたことによるものであるが、その起源は明治初期の営業税にさかのぼ

る。営業税制度の変遷の概要をみるならば、明治8年 布告により各地方の雑税を廃止 し、

明治11年 に道府県の営業税が採用されたのである。その時期の営業税は、いわゆる外形標

準であ り、課税標準は、業種別に定額 とされていたのである。このような外形標準による

営業税には批判がつよく、それは、収益な き課税をもたらすものとして、 しば しば、その
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廃止 を求める提案がなされている。これに対 して政府の見解 は、営業税は収益税である

が、収益の測定は困難であるので、売上金額等の外形標準によらざるをえないもの とされ

て きた。 しか し、そのような批判 を受けて、昭和2年 以降は、国税 としての営業収益税

(法人3.6%、 個人2.8%)と されたのである。営業収益税の課税標準は純益であるとされ

た。道府県については、営業税ならびに営業収益税附加税 とされた。市町村については、

営業収益税附加税、営業税附加税 とされている。

その後、昭和23年 に、所得あるいは収入金額 を課税標準 とする事業税 とされたのである

が、 シャウプ勧告により事業税に代えて付加価値税 として、課税標準を、純益+利

子、賃貸料、給与支払額 とする提案がなされるに至 り、新たな外形標準の議論がは じまっ

たのである。

3こ のよ うに、事業税 ない し営業税 につ いては、収益課 税 である とい う性格づ けが な

されなが ら、 その課税標準 のあ りかたにつ いては、つねに、 論議 を呼んで きたのであ る。

この ような営業税 の性格付 けは、 もともとは、 フランス革命 以後の、人に対す る税 を否定

す るため のフランスにおけ る物税 の考 え方、 さ らにはプ ロシア等の ドイツ諸邦における営

業税 にさか のぼ ることがで きる。 これ らの ヨー ロ ッパの企業課税 については後述 したい。
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二 地方法人課税 としての加算型 ・所得型付加価値税

1付 加価値税の理論を集大成 し、これを実際の税制に仕組んだのはシャウプ博士であ

る。シャウプ博士は、企業が他の企業か ら仕入れた財 ・サービスに付加 した価値が付加価

値税であり、すべての企業の付加価値の合計が総生産であるとした。そこで、企業の付加

価値 とは、賃金 ・給与、個人に対する支払い利子 ・地代、及び企業の利益 と等 しくなると

したのであ り、企業の従業員、企業の債権者、地主のサービスの提供、企業所有者の危険

負担 ・期待に対する報酬である。経済全体 としては、支払い賃金、個人に対す る利子 ・地

代、利益の合計額 となる。そこで、シャウプ博士は、付加価値税 とは、見方によっては、

生産物税で もあり、所得に対する税であるとしたのである。国民所得計算においては、1

年間の全生産物は、生産物を生じさせた生産要素に支払われ る全所得に一致す るからであ

る。

さらに、シャウプ博士は、所得税が人的免除その他の非企業的理由による控除を取 り除

き、すべての所得に課税するとするならば、付加価値税 と全 く等しい課税標準 となるとし

ている。このことにつ き、所得税 と付加価値税 との相違す る点は、所得税が人税であると

いうことである。付加価値税は家族の構成にはかかわらないが、所得税は、家族構成によ

って負担が異なるのである。

2総 生産型、所得型、消費型付加価値税の分類がある。これらの3つ の形態は、企業

の仕入れにあたる資本的設備等の償却資産の取 り扱いに違いがみられる。

従来いわれているように、付加価値税の計算方式 としては、上に考 えたような、企業の

売上 より仕入れを控除す る控除法の他、前段階税額控除法、ならびに加算法がある。

先に述べた、総生産型、所得型、消費型の、それぞれについて、その計算方法 としてこ

れらの方式が成 り立ちうるもの と考 えられ る。

A控 除法

B前 段階税額控除法

C加 算法

付加価値 とは、企業の売上から仕入れを引いたものであ り、その差額にひとしくなると
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い うことが で きるが、付加価値 とは、そ もそもは、労働、土地、資本 とい うものに加 えら

れた価値 であ り、給与、地代 、利 子 ・利潤 を意味 してい る。つ ま り、企業 の付加価値 税 と

は、付加価値 の構成要素 を合 計す るこ とに よって も算 出 される ものであ る。給与、地代 、

利子 ・利潤の、 それ ぞれの合 計に税率 をかけ るこ とに よって も付加価値税 は計算 され るの

であ る。

(1)注 目すべ きことは、加算法による付加価値税 とは、通常、所得型付加価値税 と関

連するということである。加算法による付加価値税は、所得型付加価値税 とセットとされ

やすい。企業の利潤を言 う場合、そこでは、資本財の購入に対す る減価償却が考慮されて

いるからである。消費型付加価値税について、加算法 を採用す るには、利潤について、資

本財の購入 をただちに費用化す る計算の仕組みが ともなっていなければならないのであ

る。そのため、消費型付加価値税の計算のためには、むしろ、前段階税額控除方法が容易

であるとされている。前段階税額控除方法では、資本財の購入 を費用化 して企業の利潤を

算出するような調整が不要であるか らである。

(2)加 算法では、企業の利潤を計算する仕組みについては、現在の所得課税における

問題点をそのまま引き継 ぐものである。 もっとも、シャウプ博士は、事業用資産が使用さ

れた後に譲渡されキャピタルゲインを生 じている場合 など、加算法による付加価値計算は

簡易であるとしている。付加価値の要素である利益に含まれるのは、譲渡益から減価償却

済みの取得価額 を差 し引いた金額であるとされ るのであり、加算法では困難ではないとさ

れるか らである。

(3)複 数税率等につ いては、加算法 の もとで採用 される場合 には、大 きな影響 をもた

らす とされている。低税率 の財 ・サー ビス を好 む消費者 を優遇 す る一 方、高税率の物品 を

選択す る消費者 を差別 す るこ とにな るといわれ るの である。

さ らに、国境 税調整 において も、複数 税率 の採用 は、加算 法 にお いて明 白に問題 とな

る。 したが って、加 算法では、単一税率 を前提 とせ ざ るをえないで あろう。

加算法 の もとでは、基本的に、所得 型付加価値税 を前提 として計算が なされ る もの と考

え られ るので、得 られ る情報 は、所得課税 におけ るもの と同一 と考 え られ る。
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(4)国 際取 引におけ る問題 として、仕 向地 原則 と原産地原則 という問題 があ る。加算

法に よる場合 には、輸 出以前の段階におけ る税率 が単一 でない と、輸出還付 の金額 が確定

で きない とい う困難 があ るの であ る。 また、輸 入の段 階につ いて も、輸入段 階で課税 を受

けなか った ものは永 久 に免れ て しま うことに な る。crosscheckingの 存在 しない加 算法

では、輸入時点 におけ る課税が輸入品課税 のすべ て とい うこ とにな ると考 え られ るのであ

る。

(5)す でに指摘 してい るように、加算法 においては、付加価値 の計算 のため に加算 さ

れ る所得の要素 につ いて厳密 に定義 され なければな らない とされ る(McLure,Jr.p.96)。

加 算法の場合の計算 には、所得 税 を算 出す る場合 の所得計算が 出発点 とな るが、所得税 と

付加価値税 とにおいては、微細な点で差異が しょうず る。

このこ とは、 シャウプ税制 におけ る日本型地方付加価値税や、ア メ リカ合衆 国の ミシガ

ン州単一企業税 の計算 の仕組みにみ られ るのであ る。現行 の所得 税におけ る難 しい問題 に

加 えて、所得税調整 において独 自の問題が検討 されなければ ならな くな る。
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三 付加価値税の根拠 と企業課税 としての加算型 ・所得型付加

価値税

1付 加価値の概 念は様々 であ り、付加価値税の形態に もい ろい ろあ るので、付加価値

税の正 当化 の根 拠 も多様 である。

第1に 、付加価値税 を生産税 とみ る考 え方が ある。企業 の総生産 か ら仕入 れ を控 除 した

もの と考 えられ るか らである。 この点 につ き、減価償却 の控 除 を認め ない場合 には、総生

産 型 とな るし、減価償 却 を認め る場合に は所得 型 とな る。 いず れに して も、生産税の考 え

方では、課税 は、生産物ない し消費財 に対 す るものであ り、消 費者ばか りでな く、投資家

の仕入 れ る財貨 に対 して も課税 され るとい うものである。

第2に 、 これに対 して、新 しい考 え方は、消 費型 であ り、付加価値税 を消費に対す る課

税 とみ る もので、最終 消費のため の売上税 として課税 を捉 えるの もであ る。そ こでは、最

終消費者の購入す る物 品に対す る課税 とい うこ とになる。

生産税の考 え方では、政府のサー ビスの コス トとしての課税、利益 説 とい うものが根拠

とな る。消費型では、投資に対 す る中立性 とい う考 え方がつ よ く主張 され る。

生 産税の考 え方では、特 に、サー ビスの対価 とい うものが強調 され るが、企業課税 と

は、 政府 が企業 に与 えるサー ビスに対す る対価 であ るとす るこ とか ら、政府サー ビスの配

分 の基準 と して、付 加価値 とい う考 え方が でて くるので ある(Studenski)。 これは、企

業 の受 け る政府のサー ビス とは、 多かれす くなかれ、企業の規模 や市場の利用に結 び付 く

のであ り、企業活動の規模 は付加価値 に示 される とい うものであ る。付加価値税 において

は、総生産型の ものが、 もっ とも企業 の活動規模 を示 してい る とされ るが、所得 型では、

純投資額のみ を対象 としてお り、 さ らに、消 費型では、投資 をすべ て対象外 としてお り企

業 活動の重要 な部分 を除外 して いる とされ るのであ る(Sullivan,p.167)。

企 業利潤 に対 す る課税 として付 加価 値税 を構 成す る場合 には、利益説的 な考 え方が そこ

には含 まれてい るとされ る(Sullivan,p.37)。 政府のサー ビス を企業 が受 け る対価 と して

付加価値税 を とらえよ うとす るものであ るが、政府サー ビスに よって企業の コス トが引 き

下 げ られる とい う点に利益 説は求 め られてい る。
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2付 加価値税 とは、売上 に課税す るものであ り、最 終消費者 に対す る課税で ある とい

うの と異な らない としつ つ も、サ リヴ ァンは、付加価値税 を、企業の利潤に対す る課税 と

み ることも可能 であ るとす る。 わが国の事業税 に代 えて 日本型地方付加価値 税が採用 され

た経緯 も、企業 は地 方団体か らサー ビス を受 けてい る とい うことが課税の根拠 とされ てい

た。 この ことは、 シャ ウプ勧告 において明確 に されてい る。 もっ とも、企業の受け る政府

サー ビス とは、企業 ごとに配分 され るものではな く、 企業 を通 じて地方団体 が課税す る と

いうことの抽象 的な根 拠 とされてい たのであ る。企業 が政府か ら受 ける利益 の対価 として

課税 に示 されてい るか どうか とい うこ とは、別 の問題 であ る。企業課税 を、サー ビスの コ

ス トとして構成 す ることは現実 には なされてい ないが、付加価値税 には、 この考 え方が含

まれてい るとされ るのである。Colm,Studenskiと い った、戦前 のアメ リカ合 衆国の財政

学者は、す でに、付加価値税 と、生産要素 の仕 入れの コス トとの関連性 を指摘 して いた と

され る。

3企 業利益 及 び企業 の事業 主に負担 され る利益 課税(profitstaxation)が 考 えられ

る。 ドイツの営業税や 、かつ ての、 ミシガ ン州 の付加価値税 は、利益課税の考 え方 を採用

したもの とされてい る。 ミシガ ン州の旧付加価 値税 は、減価償却費、総収入の50%ま での

控除 を認め る、所得 型の付加価値税 であ った とされ る。 また、 それ は、原産 地原則 を採用

していた。付加価値税 は、取 引高税 に比較 して、企業 系列化 を促進 しない点 で優 れ る とさ

れ る。 また、所得 型付加価値税 は、 多 くの設備 投資 を行 う企業 の税負担 を不 当に減少 させ

ることがないので、優 れているのではないか と指摘 されていた。
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四 加算型・所得型付加価値税の検討

1は じめに

サ リヴァンは、付加価値税の形態と計算方法 との結び付きについて、所得型の付加価値

税については、加算法が もっとも適しているとしている。これに対 して、消費型付加価値

税には控除法が適 しているとするのである。

サ リヴァンによれば、個人所得税 と所得型付加価値税 とでは、総和 として等 しい課税標

準であ り、付加価値税においては、課税標準が企業間で配分 されるのに対 して、個人所得

税では個人間で配分されるとい う相違があるとされる。

2加 算型付加価値税の構成要素

個々の企業に対 して加算型付加価値税を適用する場合には、①賃金 ・給与、②個人に対

す る支払い利子、③事業主の個人的消費を含めた企業利益、④支払い地代、の各々が加算

されるもの としている。各構成ファクターには、他の企業の付加価値や事業外の付加価値

を除外す るものでなければならないとされている。

基本的には、国民所得計算 と同様であるとされるものの、個人に対する利子や、支払い

地代について重要な修正がなされるものとされている。

(1)賃 金 ・給与

国民所得会計における賃金 ・給与には、経済的利益 を含む従業員給与 ・報酬、付随的給

与が当たる。従業員給与には、また、従業員の社会保険料が入る。使用者負担の社会保険

料は、付随的給与である。年金や健康保険も含まれる。所得課税では非課税 とされている

多くの給付が、ここでは、課税対象 となって くるのである。

所得課税におけると同様に、必要経費の問題がある。他の企業からの仕入れであれば控

除の対象 となるが、その支出が給与の性格を有するものである場合には、課税対象 となる

のである。

シャウプ勧告に基づ くわが国の地方付加価値税 において もこの点が問題であり、政府

は、企業の支 出は、給与とみなす ことを検討 していたのである。家族内給与や事業主報
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酬、その他 閉鎖的企業 内の必要経費については、給与 ・報酬 を回避 した多 くの必要経費支

出が存在 しうるか らであ る。

(2)個 人への支払い利子

先にみたように、利子とは、企業が債権者に支払う金額であると考えられるが、債権者

ないし株主か ら提供 をうけた企業の資金は、物的資本 として企業の生産要素 を構成するも

のであるから、生産要素の利用の対価である利子は付加価値 となるのである。これには、

利子を受け取 る個人を企業 とみなして付加価値 を計算することが考えられる。企業の受け

取 り利子に対する課税に比較 して、個人の受け取 り利子の把握は容易ではないか らであ

る。

(3)利 潤

付加価値税 におけ る利潤 の計算 のためには、所得 課税におけ る所得金額 に対す る修 正が

必要 であ る。

・法人が他 の法人か らの受取配 当が控除 され なければ ならない。法 人以外の企業が受 け

取 る配当については、利子における と同様 の問題 を生ず るが、直接、個人 に帰属 され

ることに なるであ ろ う。

・キャピタルゲ インは、利潤の計算か ら除外 され なければな らない。 キャピタルゲイン

は、企業の生産 にはかかわ っていないか らである。 キャピタルゲイ ンの取 り扱 いは、

シャウプ税 制 で も問題 となった ところである。

・減耗償却 につ いては控除が認め られない もの とされる。発見 ・採掘 自体 は利潤 の増加

ではない と考 え られ るか らであ る。

要す るに、付加価値税 におけ る利潤 とは、企業 の操業利益に支払い利子 を追加 した もの

であ るとされ る。 シャウプに よれば、所得型 で加算方式 を採用す るのであれば、所得税計

算におけ るたなお ろ し資産や減価償却 の会計 もその まま用 い られ るもの とされてい る。

なお、事業主 の企業生産物の 自家消 費の問題が あ る。事業主 の自家消費分 は課税対 象に

含め るべ きである。

(4)地 代
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不動産地代 、特許権使用料等の賃料所得 は、要素 所得 とい うよ りも、 サー ビスか らの収

入であ る とされ る。 そこで、個 人 の受け取 る地代や ロイヤルテ ィは、企業 におけ る付加価

値 とみな され るもの と考 えられ る。所有者の帰属 地代 をどうす るか とい う問題 があ る。

なお、井藤半弥教授 は、付加価 値 とは、 そ もそ も、企業本来 固有 の正常取 引に関す る収

入及び支 出であ り、企業の収入 ・支 出であって も、従業 員の福利厚生 費、金 融業以外 の企

業にお け る受 取利子 は、営業外 収入 であ り、 除外 され るべ きであ る とされ てい た。 そこ

で、加 算法に よる場合、所得 課税 による所得 計算について、福利厚生費、利子収入等 にっ

いては修正 を加 え るべ きであ る とい うこ とにな る。

3所 得型付加価値税と租税行政

1も ともと付加価値税が支持 されたひ とつの理由は、それが行政上執行の容易である

点が指摘 されたことになる。 このことは、既に、古い時点における見解 もある。

行政上の問題は、 納税者数、 申告回数、 税率、 納税者の認定、 課税標準の計

算、 納税者の納税協力の態度等に依存 している。

2付 加価値税 にお いて特 に困難な点は、納税義務者 となる企業の定義で あ り、 そのた

めには 企業 の行 う 「事 業」の概 念 をどの ように とらえるか とい う問題が あるの である。

具体 的には、会計の問題 として、①減価償却 の方法 、② たなお ろ し、 さ らに は、③ フ リン

ジ・ベ ネフ ィ トな ど、 その把握や評価 の困難な問題 があるこ とを留意 しなければ ならな い。

(1)所 得型付加価値税においては、個人所得税における大きな問題である減価償却や

たなおろし資産の評価といった問題 をそのまま引き継 ぐ。この点が、消費型付加価値税 と

は異なる点である。総生産型付加価値税においても、この控除は不要である。 しかしなが

ら、所得型付加価値税では、減価償却の問題は、企業利潤の重複課税を回避するという意

味か らも重要である。

(2)フ リンジ ・ベ ネフィ ッ トにつ いて も、所得課税におけ るの と同様 に、把握 の困難

な問題 である。 シャウプ勧告 に よる日本型地方付加価値税 においては、 この点 を考慮す る

の であった。
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(3)さ らに、財 ・サー ビスにかか る企業 間取 引につ いては、特 に、関連企業 間におい

て独立企業 間価格 の問題 が生 ず るこ とを見落 とせ ない。 この企業間価格の認定 の問題 は、

所得課税におけ るの と同様 に、大 きな問題 とな るのであ る。

(4)財 ・サー ビスの企業 によ る自家消費の評価 の問題 もあ る。 もっ とも、個 人所得課

税 におけ るの と同様 に、 自家消費 は、所得 型付加価値税 においては重要 な問題 はな い とさ

れ ている。

(5)信 用取 引の問題 もあ る。 この場合 には、財 ・サー ビスの販売の時点で課税 す るの

か、 あるいは、対価 の納付 の時点 で課税す るのか とい う問題 であ る。所得型付加価値税 に

おいては、所得課税 と同様 に、権利確 定主義 の考 え方 を採 用す るこ とに なると思 われ る。

なお、 シャウプ税制 に よる日本型地方付加価値税 では、 この問題 を論議 していない。

(6)信 用取 引に関連 して、貸 し倒 れの取 り扱 いが 問題 とな る。貸 し倒れ損失 の取 り扱

いは、所得課税 におけ る大 きな問題 であ るが、 日本型地方付加価値税にお いては、 この点

も議論 していない所 であ る。所得型付加価値税 においては、貸 し倒れ損失は控 除 され るべ

きであろう。

3付 加価値税の問題点として指摘されるところは、付加価値税においても、銀行業、

倉庫業、運送業等については、これ らの企業 と他の企業 との間で課税の重複が生 じ、ある

いは課税漏れが生ずる可能性があるということである。銀行についていえば、銀行が他の

企業に貸し付けを行った対価 として受ける利子は、銀行の付加価値を構成するものではあ

るが、他方で、利子 を支払う企業の付加価値 をも構成 しているということである。 また、

銀行がその預金者に支払 う利子は、銀行の付加価値 よ り控除さえるべ きであるとされる

が、企業の受ける預金利子にっいては、それが営業外である場合には付加価値か ら除外 さ

れるとする考 え方 もある。非企業が預金者である場合 も同様であり、非企業の受ける預金

利子は課税 されない。 このような場合には、付加価値税の課税漏れが生ずるのである。個

別の企業の付加価値税額の算定における重大な問題である。
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五 所得型付加価値税 とシャウプ税制

1は じめにシャウプ税制における付加価値税の仕組みについて述べておきたい。

[納税義務者]第 一種事業か ら第三種事業までの事業の付加価値に対 し、付加価値額を

課税標準 として、事務所所在地の道府県において、事業 を行 う者に課す る。

第一種事業には、銀行業、信託業、保険業、金銭貸付業、証券業が含 まれていた。金

融、サー ビス業 をも対象 としていた。しかしながら、すべての事業ではなく、事業を列挙

していたことに注 目される。

[付加価値税の非課税の範囲]そ こには、国や地方公共団体のように、公益性か ら非課

税 とされるものの他、農業や林業のように、事業の性質上非課税 とされるもの もあった。

農業については、固定資産税の負担の外、農産物の価格統制を考慮 したためであった。

[付加価値税の課税標準]付 加価値額は、各事業年度の総売上金額か ら特定の支出金額

を控除した金額であった。特定の支出金額 とは、事業に直接必要な外部に支出すべ き金額

であ り、土地、家屋、家屋以外の減価償却が可能な固定資産の購入代金 も含まれていた。

[加算法による付加価値税額]以 上は、控除法による付加価値税であるが、昭和26年 法

律第95号 による地方税法改正で認められた加算法による場合 と比較するならば以下の通 り

であった(Bronfenbrennerに よる)。

A－ 般事業

加算法 控除法

十

十

十

十

純営業収益

給与

支払い利子

支払い賃料

減価償却費

資本資産の購入

たなおろし資産の購入

総収入金額

受取賃料 利子 配当

他企業からの仕入れ
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加算法

純営業収益

+給 与

十 支払い賃料

+減 価償却費

一 資本資産の購入

金融業

控除法

総収入金額

受取賃料

支払い利子

他企業か らの仕入れ

2要 す るに、 シャウプ税制 におけ る所得 型付加価値税 は、所得課税 に基礎 をおいてお

り、それに、支払 い利子、地代、給与 をそれぞれ加算 した ものであ る。 その ため、サ リヴ

ァンに よれば、 シャウプ税制 の付加価値税 は、付加価値税 の利潤 をむ しろ所得 課税 におけ

る もの としていたのであ る。

(1)そ こにお いて、地代 につ いて、 グロスで課税す るのであれば、 そこでは、不動 産

業や金 融業 の企業 に とって不利益が生 じると指摘 されてい る。地代 を支払 う企業の も とで

付加価値税 が課税 され ているのであれば、地代 を受 け取 る不動産業企業 においては控 除が

認め られなければ な らないか らの であ る。その こともあって、 日本型地方付加価値税 にお

いては、不動産業 を非課税 団体 としたのであ る。

(2)日 本型地方付加価値税 においては、課税 の重複 を避 け るため には、一般 企業 の受

け る利 子、配 当、地代 につ いては、その受 け る企業 の付加価値 とはせずに、支 払 う企業 の

付加価値 として、 そこにお いて課税 す るもの としていたのであ る。

しか し、銀行、信託 業、保 険業 その他 の金融業 につ いて は、受取利 子、配当 につ いて

は、 これ らの業務 の正常的営業収入であ るので、 かか る企業 につ いては、その付加価値 と

して課税 した。 これ に対 して、地代 ・家賃については、 このよ うな規定は存在 しなか った

ため、地代 につ いては、支払 う企業の付加価値 として課税 され、 これ を受け る企業 におい

ては課税 されなか ったのである。 その結 果、不動産貸 し付 け業が受け る地代収 入は、正常

的営業収入 であるに もかか わ らず、課税 対象 とはな らなか ったのである。
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(3)大 きな問題点は、金融機 関の取 り扱いにあ る。金 融機関 にお け る地代、利子、利

潤 の問題か ら、 日本型地方付加価値税 においては、金融業 を も特別の取 り扱 いを していた

のである。 国会 では、金融機 関の支 払 う利 子は、通常 の企業 の支 払 う利子 とは異 なってい

るとして、課税か ら控 除 を認めたのであ る。

所得型付加価値 税についていえば、受 け取 り利子、 もし くは帰属 利子は所 得 を構成す る

もので あるが、支 払い利子や預金 に対す る帰属支払 い利子 を考慮 す る と、その差額はゼ ロ

になる とす るのであ る。(参 照、Sullivan,p.207表)

帰属 利子 を考 えるな らば、企業 による支払 い利子 は、金融機 関か ら受 け取 る帰属利 子 を

考 慮す る と、相殺 される とされ るのである。金融機 関につ いていえば、金融 サー ビスの帰

属 収益 に よって付加価値が増加す るが、金融機関に預 金 を有 す る企業 の帰属 利子が増加す

ることに よって相殺 される というの である。

(4)生 命保険企業については、保険会社の受け取る利子や配当は、個々の保険加入者

に帰属 されるもの とすると、生命保険会社の付加価値は、保険加入者の受ける保険の帰属

サービスであるということになる。

要す るに、A会 社がB会 社に、賃料又は配当を支払うとした場合、A、Bど ちらが付加

価値を付加 しているかという問題であ り、 どちらの課税標準に支払いが加 えられるのかと

いう問題である。この点につき、 日本型地方付加価値税 においては、一般事業 と金融業

(銀行、保険業等)と を区別す るものとなっているのである。すなわち、一般においては、

支払い賃料や配当は、支払い者の付加価値 とされるのであって、受取人の付加価値ではな

い。これに対して、金融業については、その受け取る利子や配当は付加価値税の課税標準

とされる。他方で、預金者に対 して支払 う利子は控除されるものであった。

実際には、控除法 と加算法 とにおいて、二つの方法の結果に大 きな隔離が生ずる根本理

由が存在す るとされる。

1)日 本型地方付加価値税において考 えちれていたのは、加算法においては、各事業年

度の所得、並びに当該事業年度中において支払うべ き給与、利子、地代家賃の合計額 とさ

れていた。そして、その所得は、各事業年度の総益金か ら総損金を控除した額によって計

算される。これは、原則として、法人税法の例によるもの とされていた。
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これに対して、控除法では、付加価値税額 は、各事業年度の総売上金額から特定の支出

金額を控除したものとされていた。そこで、各事業年度における所得の計算 と総売上金額

及び総支出金額 との間に差異が生ずる余地があったのである。

検討項 目として重要な点は、 日本型地方付加価値税における控除法では、総売上金額に

は、受取利子、地代 ・家賃は含まれていないことである。これ らの項 目は、既に、支払い

をなす企業において付加価値税の対象 とされているからである。これに対して加算法にお

いては、その所得は法人税法の例によるのであるから、利子、地代 ・家賃は所得 を構成す

るものである。

次に、災害保険受取金額は、控除法においては、売上金額に含められたが、加算法にお

いては、圧縮記帳が認め られたとされる。

加算法 と控除法の相違には、減価償却資産やたなおろし資産の購入代金の取 り扱いがあ

るとされた。加算法 では、これらの支出は所得計算において減価償却費等として控除され

るのであるが、控除法では、ただちに控除されるとさえるかちである。

もっとも、このことは、控除法が消費型付加価値税 を前提 としてお り、加算法が所得型

付加価値税を採用す るものであることから相違が生 じたのである。

控除法による支出金額は、事業に直接必要な外部支払いであるとされ、旅費、交際費、

福利厚生費、雑費は除外されたものと思われる。この点、加算法においては、法人税法の

例による所得計算において、これらの項 目は控除されたもの と考 えられる。

3日 本型地方付加価値税において加算法 と控除法 とが選択的に認め られていた理由

は、シャウプ博士によれば、従来か らの既存型の企業については、新規企業 と比較 した場

合においては、加算法によらなければ、不利な取 り扱いを受けるということであった。新

規企業では、消費型の付加価値税 としての控除法のもとで設備投資はただちに控除が認め

られるため、既存型の企業が不利になるか らである。

なお、井藤半弥教授は、所得型付加価値税におけるこの企業利益の概念はきわめて恣意

的であるとし、しかも、複雑な大企業において、単に、付加価値税の課税標準を決定する

目的のためにのみ、 このような特別の会計を採用することは容易ではないとして、加算法

には消極的であった。 もっとも、この考 え方は、「企業は、その付加価値を国の所得税の

ために計算 した利潤及び給与、利子、賃借料 を総計す ることによって、計算することもで
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きるであ ろ う.」 とす るシャウプ勧告 の考 え方 とは異 なってい る。 しか しなが ら、 日本型

地方付加価 値税においては、加算法 によ る場合 と控 除法 による場合 とでは、税額 が異なっ

てい た点 はみ とめ なければな らない。
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六 ミシガ ン州 単 一企 業 税(TheSingleBusinessTax,SBT)

1は じ め に

ア メ リカ合衆 国 ミシガン州 の単一企業税(theSingleBusinessTax)は 、1976年 に採

用 されたが、それは、 いわゆ る加算法に よる付加価値税 であ る。 この課税 は、連邦所得 税

におけ る課税所得 を基礎 としつつ、それに一定の調整 をした後、 ミシガン州 に配分 ・帰属

(apportion)さ れ る部分 につ いて、2.35%で 課税 す る もの であ る。課税 ベー スの最 初 の

$45,000に ついては非課税 とされ ている。納税義務者 は、企業 であ り、個人の他 、法人、

金融機 関、エステー ト、信託、組合の事業活動につ き課税 され るもの とされて いる。企 業

の事業活動(businessactivity)に 対す る課税 であ る。 したがって、個人が たまた ま行 う

資産の譲渡は事業活動 ではな く、単一企業税 の対 象 とはな らないのであ る。

ミシガ ン州単一企業税 の もうひ とつの論点は、ア メ リカ合衆 国憲法 の州際条項 との関係

で、 ミシガ ン州 は、他 の州 の企業 に対 して単一 企業税 を課 す ることが許 され るか とい うこ

とで あった。

結論か らい って、 ア メ リカ合衆国憲法においては、州 が他州 の企業 に課税す るこ とにつ

いては、州 の間で按分 がなされる限 り、州際条項違 反 とはな らない とい うこ とである。

2単 一企 業税の性格論

ミシガ ン州 の単一企業税 は、事業 を行 う特権 に対す る課税 であ り、所得 に対す る課税 で

はないと明文 で規定 されてい る(Sec.31(3))。

ミシガ ン州単一企業税 は、 その制定以来、数 多 くの裁判例 が出され てお り、 その課税 の

性質が裁判例 に よ り論 じられて来て いる。 まず、付加価値 を計算す るにあたって加 算法 と

控除法 とにおいて差異が生 ず るとして も、 その ことは、州 憲法 において重要 な問題で はな

い とされてい る(TrinovaCorp.v.MichiganDep.ofTreasury,(1991),111S.Ct.818,112

L.Ed.2d884)。

他 方で、 ミシガン州 の単一企業税 は、消費型の付加価値税 であ り、生産 ・流通の各段 階

にけ る付加価値 に対 して課税 され るものであ るとされ る(IndustriesCorp.v,StateDep,
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ofTreasury,(1993)499N.W.2d349,198Mich.app.363)。

ミシガ ン州単一企業税が、付加価値税 ではな く、純所得税 である とす るな らば、外 国企

業に対す る課税 は、ア メ リカ合衆 国憲法 によって制 限され るのであ るが、 ミシガ ン州 裁判

所は、 この課税は、純所得 に対す る課税 ではない と判断 して いる(TheGilletteCo.v.

MichiganDep.ofTreasury(1993)497N.W.2d595,198MichApp.299)。 同判決では、

ミシガ ン州 単一企 業税 は、最終産物 の生産 にお ける付加価値 に対 して課税 され る消費型の

付加価値税 である としてい るのであ る。 また、 ミシガン州単一企業税 は、生産 ・分 配の各

段階 で生産物への付加価値 に対 して課税 され る もの であ る ともされて い る(H.J.Heinz

CO.,Inc.肌RevenueD頑1992)494N.W.2d850,197Mich.App.210.)。

他 方 で、 ミシガ ン州単一 企業税 は、加算法 による付加価値税であ り、納税 者に よって生

産要素 に対 して経済活動に よ り加 え られた付加価値 に課税す るものであ るとされ る

(Kelvinator,Inc.肌DepartmentofTreasury(1984)355N.W.2d889,136Mich,App.

218)。

ミシガ ン州単一企業税は、連邦所得税 を計算 の出発点 として いるけれ ども、所得税 では

ない とされてい る。所得以外の要素が加 え られてい るか らであ り、 また、所得 がな くて も

課税 され るか らで ある(Stocklerv.State,Dep.ofTreasury(1977)255N.W.2d718,75

MIch.App.640)。

3単 一企業税 における事業活動

単一企業税は、事業活動(businessactivity)を 行 う者(everypersonwithbusiness

activitiy)、 つ ま り企業につ いて課税 され る。 そこで、事業 活動 とは、動 産 た ると不動産

た るを問 わず、 あ るいは、有 形、無 形 を問 わず、財産 の法 的な権 限の譲渡、 もし くは賃

貸、 または役務 の提供の ことをい う。 そこには、 ミシガン州 内の活動のみ ならず、州 際活

動や外 国通商 も含 まれて いる。

4単 一企業税の課税標準

ミシガン州単一企業税は、連邦所得税の計算方法 を基礎 とするものとされている。その

ため、単一企業税に関する条文は、連邦所得税によるところが多い とされている。
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5計 算様式

ミシガン州単一企業税の計算の仕組みの概略を示すと以下の通 りである。

加算項目

総収入 《含まれる項 目》

・生産物の売上か らの収入

・サービスか らの収入

・売上税

・金融機関から受ける利子

・コミッション総額

・賃料

・専門的サー ビスか らの収入

・依頼者に償還された費用

・企業間取引からの売上

《除外項目》

・事業用資産の譲渡による収入

・デスカウン ト分

・チップ

報 酬

・給与 ・賃金その他従業員の受ける経済的利益

・社会保障税

・被用者保険

・扶養手当

加 算項 目 ・減価償却

・リース ・バ ック契約 による賃料

・所得 課税

・支 払い配 当、利子、 ロイヤルテ ィ

・資本 損失の繰 り越 し ・繰 り戻 し分
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・純損失

・国公債 利子

控除項 目 ・事 業所得 に加 えられた配当、利子、 ロイヤ ルティ

6事 業所得 の按分

企 業 の課税 標 準 は、 ミシ ガ ン州 内 に お け る事 業 活動 にか か る部 分 で あ る(section

31(1))。 そのための、課税標準の配分 ・帰属 は、第3章 において規定 されてい る。

事 業活動が ミシガ ン州 内に限定 されて いる納 税者 につ いては、その課税標準 のすべ てが

ミシガ ン州 に帰属 す る もの として課税 され る(section40)。 これ に対 して、事業 活動

が、 ミシガ ン州内及び州外の双方 に及ぶ納税者 につ いては、課税標準 を按分 す るもの とす

る(section41)。
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(参考)ヨ ーロッパ における外形標準企業課税

先に、事業税の沿革 にお いてみた ように、 ドイツをは じめ とす る ヨー ロッパ 諸国におい

て も、外形標準 による企業 課税が存在 す る。 そのような企 業課税の形態 も、近年、外形標

準 として付加価値税 に変更す ることをめ ぐって論議 されて いる。

ここでは、 その ような ヨー ロッパ におけ る外形標準 としての営業 税 を概観 し、その改革

論議 を紹介す る。 ここにお ける記述 は、拙稿 「ヨーロ ッパ にお ける営業税 の概観」(地 方

税務協議会)を 引用す る ものであ る。

Aド イ ツ に お け る営 業 税(Gewerbesteuer)

1概 観

ドイツ営業 税 は、市 町村税 であ る。営業 税収 入 は、1993年 度 に お いて、423億 マ ル ク

(約3億8,000万 円)で あ り、市町村収 入 として重要 な地位 を占めて いる。営業税 は地方税

であ るが、 その大枠については国の法律 でさだめ られ るので あ り、営業税の根拠 は、営業

税 法にあ る。

営業税 は、営業所得 等に課 され る営業収益税 と、営業資本の価額 に課 され る営業資本税

とがあ る。営業税の課税 の根 拠は、 営業体、 つ まり企業の収益 力につ いて課税 され るべ き

であ るとされ ている。営業税 は、物税 であ ると認識 されてい る。 しか しなが ら、具体的 に

は、企業 の収益力 をあ らわす課税標 準 をどの ように定め るか とい うこ とは困難 な問題 であ

る。例 えば、 資本金額 が少 な くて も収益 の多い企業は存在 す るのであ る。逆 に、大 きな経

営 資産 を保有 しなが らも、収益 の少 ない企業 も存在 す るのであ る。そ こで、 ドイツにお い

ては、収益力 の高 い企業 と資本集約 的 な企業 との存在 す るこ とか ら、営業税 を課税す る場

合 には、営業収益 と営 業資本 との二 つの異な る課税標準 を設定 してい るのであ る。 この う

ち営業 資本税 は1998年 で廃 止 され るこ とになった。 また、かつては、 これに給与支払 い総

額 が加 え られ てお り、企 業の収益 力 を算定す るために給与総額 が用い られていたの である

が、給与支払総額税 は、1980年 に廃 止 されている。 いわば、収益 は、景気へ の依存が大 き

いのにたい して、資本や 給与には安定効果が あ るとされてい たものであ る。
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営業税 の課税団体 は、営業所のあ る市町村 であ るが、課税標準の査定、課税標 準の分割

の事務 は、 国の税務署が行 うもの とされてい る。営業税 の徴収権 限は市町村に あるが、徴

収事務 は、実際 には、州政府 に委託 されてい る。 したが って、営業税 は市町村税 では ある

が、その賦課、徴収 の権 限 と、 その実務 とが分 離 されて いるのである。(以 下 の、課税要

件の概 略は、Rauser,GewerbesteuerinSteuerlehreに よる ところが多い。)

2課 税要件

(1)納 税義務者

1営 業税の納税義務者は、個人及び法人の事業者である。外国企業についても、国内

において行われる営業であれば、納税義務者 となる。

但 し、課税除外団体が存在する。農林業、所得税法弟18条 に規定する、医師、弁護士、

会計士等の自由業である。さらに、 ドイツ連邦郵便、連邦鉄道、中央銀行等の公的機関、

私立学校、病院等の、一定の公益法人である(営 業税法3条)。

2事 業者であ るためには、所得税法 にい うところの営業に従 事す るものであ るとされ

る。 その ために は、以下の もの を満 たす必要が あ るとされ ている。

・ 自己の負担 と責任 で行 われ る活動 であ ること。

・ 継続的 な活動 であるこ と。

・ 利益 の追求 を目的 として いること。

・ 一般 的な経済 流通 に参加 して いるものであ るこ と。

3営 業 とは、 自己の負担 と責任 にお いて追求 され る活動であ るとされ る。

売上税(付 加 価値 税)で い うところの事業 の概念 とは必ず し も同一ではない とされ る。

売上税 においては、利益 追求の 目的や、一般 的な経済流通への参加は要求 されてい ないか

らである。

さらに、 ここでい う営業 とは、農 業 ・森林業 を含 んではいないのであ る。農業 ・森林 業

は、営利企業 とはされ ていないため、営 業税 の対象 とは されないのであ る。逆 に、売上税

においては この ことは、他の事業 とは区別 されていない。ただ し、 自己の生産物 の販売の

みではな く、仕入 れ を行 った物 品の販売 を も行 う場合 には、農業 であるのか、あ るいは営
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業であ るのか、 区別 は難 し くなる。

なお、営業 につ いては、 ドイツ営業税法では、固定 の営業体 と外交販売営業体 とを区別

して いる。 これは、市町村 におけ る分 割基準 にお いて意味 が生ず るの であ るが、一般 に

は、相 違はない もの と思 われ る。

4営 業体は、営業税の中心的な概念であるが

の形態があるとされる。

a営 業活動による営業体

b法 形式による営業体

c経 済的業務による営業体

、営業税法 によれば、営業体 には、3つ

(a)営 業活動 による営業体 とは、所得税法 にい うところの営利企業で あ り、 営業活動

を行 うことに よって形成 され る企 業であ る。 この ような営業体 は、先 に示 した営業 の、す

べ ての メル クマー ルを示 してい る もの とされ るのである。

(b)法 形式 による営業体 とは、営 業税法2条2項 に基づ く確 定 した企業であ り、本質

的に、会社形態 を指 して いる。すなわ ち、株式会社、株式合 資会社、有限会社、相互会社

等の、会社形態 は、 いか なる活動 も営業 とみな されるの である。 したが って、 これ らの会

社 においては、収益 は、すべて営業税 の対象 とな るの である。

これに対 して、人的会社 については、所得税法13条3項 に基づ き、以下の事 項があては

まるとされ る。

・所得税法15条1項1号 にい う ところの、商業活動 を行 う個人会社 、合資会社。

例 えば、合 資会社 であ って も、 その内容 が農業活動のみ に従事 す る場合には、営業体 と

はいえない とされている。 しか し、農 業活動 に加 えて、家畜の売買等 に従事 す るのであれ

ば、法形式に よる営業体 とされ、営業税 の対象 とされ る。

(c)経 済的業務による営業体 とは、営業税法2条3項 によって、会社以外の民法上の

法人の活動について、農業や林業以外の経済的活動に従事する場合 には、営業体 とみなさ

れるのである。例えば、税務専門家協会 といった社団法人であって も、食堂経営 をしてい
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る場合 には、 その限 りで、営業体 とみな され るのである。具体的 には、以下の メル クマー

ルが挙げ られ る。

・収益や経済的営利 を目的 とす る活動 であ るこ と
。

・継続的活動 であ るこ と。

・自営(自 己の責任 と負担)に よ り行 われ る もの であるこ と
。

(2)課 税標準

課税標準 は、前述 した ように、営業収益税 と営業資本税 とに区分 され る。営業収益税 は

1998年 に廃止 され ているので参考 の ために述べ てお く。

営業収益税 法人 な らびに個 人の営業収益 であ る。営業収益 とは、所得税法お よび法人税

法 か ら算 出され た営業収益 を基礎 に、一定 の調整 を行 った ものであ る。加算項 目とは、長

期 負債 にかか る利子の2分 の1、 地代 の2分 の1、 賃借料 の2分 の1等 で ある。

長期債務等が加算項 目 とされ るのは、営業税が企業 の収益力 に課税す るもので あ り、長

期債務 は、企業の収益 力 を示 してい るとい うのであ る。 この点、所得税法においては、 そ

の営業利益 の算定において、長期債務 の利子が控 除され るの とは異 なるので ある。長期債

務 とは、期 間が1年 以上 の債務 であ るとされ ている。

控除項 目とは、営 業土地 の課税標準価額 ×1.4×1.2%、 外国の事 業所 か ら生 ず る ドイツ

企業の営業収益 等であ る。土地 は、不動産税 との二重課税 を調整す るものであ るが、現在

の土地評価額(1964年 の土地評価額 ×1.4)の1.2%を 意味 してい る。

なお、個 人な らびに人的会社につ いては、36千 マル クの基礎控 除が認め られ る。株式会

社 には基礎控 除は認め られ ない。

営業費本税 営業 資本の価額で ある。営業 資本 の価額 とは、税法上 の貸借対照表土の金

額 に一定 の加算 と控 除を行 うもの であ る。

加算項 目とは、長期債務 か ら5万 マル クの基礎控 除 を行 った ものの2分 の1等 であ る。

控 除項 目とは、営業土地の課税標 準価額 ×1.4等 であ る。

なお、基礎控 除は、12万 マル クであ る。
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《参考》 営業税の算出方法 を示す と、以下のとお りである。

営業収益税の課税基準額

営業収益

+加 算項 目

収益 と加算項 目の合計

一 控除項 目

基準となる営業収益

一 営業損失

100DM切 り捨て額

一 基礎控除額

残高

営業収益の課税指数(5%)

課税基準額

営業資本税の課税基準額

営業資産の課税標準価額

+加 算項 目

合計

一 控除項目

算定営業資本

1,000DM切 り捨て額

一 基礎控除額

残高

営業資本の課税指数(0.2%)

課税基準額

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM(M1)

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM

DM(M2)
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統一課税基準額

M1十M2

× 税率

営業税額

DM

DM

(3)税 率 税率 は、各市町村 において決定 され る。実効税率 は、営業収益税が15～20

%で ある。営業費本税は0.6～0.8%で あった。

厳密 には、以下の ように計算 され る。

営業収益税 営業収益 ×課税指数(原 則 として5%)=課 税 基準額

営業費本税 営業資本 ×課税指数(原 則 として0.2%)=課 税基準額

統 一課税基準額(+)× 税率=税 額

3納 税義務の成立 と終了

1固 定 した営業(営 業税法2条1項)と 外交販売業(営 業税法35a条)に ついては、

国内で営業される限 り、課税の対象 とされる。個人事業主や人的会社については、基本的

には、基準 となる活動が開始された時点において、営業税の納税義務が発生する。準備活

動の段階は含まれない。

これに対 して、会社の場合には、収益 を意図 した活動が開始されるだけで、営業税の納

税義務が発生する。商業登記簿への登録や、行政上の許可は重要ではないとされている。

2営 業税 の納税義務は、個 人事業 主 と人的会社 においては、実際 に、営業が廃止 され

ると同時に終 了す る。営業 を永久 に廃 止す るのではな く、一時的 に中止す る場合 であって

も、廃業 とな りうる点 に注意 され る。 これに対 して、会社 の場合 には、営業活動の終了に

ともなってではな く、会社 の終了 とともに納税義務 も終 了す るとされてい る。

4営 業税の評価

1営 業税は、これまで営業収益に対する課税 と営業資本に対す る課税 との2つ より成

り立ってきた。これは、企業の営業活動 をできるだけ広 くとらえるためであると説明され
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て きてい るが、 このような外 形標 準課税 については、批判が強 い。営業税 は、企業の収益

力、つ まり経済活動 の規模 に対 して課税 す るものであるが、生産要素 に対す る課税が不均

等では ないか とい うので ある。具体 的 には、給 与 には課税 されて いな い。 また、 自由業

(医師、弁護士等)に は非課税 とされ てい る。 さらに、 自己資本 と借入 資本 との 間で取 り

扱 いが異 なっている とい うこ とな どであ る。長期負債 の利子については、2分 の1の み し

か加算項 目に加 えられていないため、 自己資本が差別的に取 り扱われてい るのではないか

とい う批判が ある。人的会社 と物 的会社 とを比較 して も、人的会社 におけ る事業主 の報酬

は営業収益 に加 えられてい るため、 人的会社が不利に扱われてい るのではないか とい うこ

とが ある。

2ま た、営業税 は、 国内の経済活動 に対 して課税す るものであ り、 国際競争力の観点

か ら、 ドイツ企業に対 して負担が過大 では ないか とい う批判 があ る。

営業税 は、営業収益税 に対す る比重が高 くなってい るため、弾 力性が あ る一方、景気に

対 して不安定 であ り、 その よ うな歳入の不安 定か ら、市町村 の予算策定 に とって、障害が

生 じてい る とされ るのである。

さらに、営業収益 に対す る負担が高い こ とは、営業税 の税収の偏在 を もた らし、 その結

果、産業 基盤 の弱い地域に とって不 利であ る とされてい る。 しか も、営業税 におけ る都 市

と町村 との間の課税能力の相違 は、必ず しも、それぞれ の地域の機能や規模 に応 じた もの

ではない とい う批判が ある。

いずれにせ よ、営業税は、産 業や都 市におけ る差別 をもた らしてお り、都 市相互におけ

る相違 を生 じている とされ るのであ る。

3営 業税 の課税標準については、 以下 の ような指摘がな されて いる。す なわ ち、営業

収益税 と営業 費本税 との二本立 ては、結局、 資本への二重課税 では ないか とい うことがあ

った。営業収 益税 とは実収益課税 であ るの に対 して、営業 資本税 とは予定収 益課税 であ

り、 この二つ は重複 してい るとい う批判 であ る。

営業税が物税 であ るとされてい るに もかか わ らず、基礎控 除が認 め られてい るこ とにつ

いて、矛盾が ある とい う指摘が あ る。基礎控 除によ り課税 対象 か らはずれてい る企業 も少

な くない とされ る。 営業収益税 につ いて は、営業所の30%の み、営業 費本税 につ いては、
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16%の み しか課税 されていない ともいわれて いる。 その結果、営業税 は大 企業課税 とな っ

てお り、それゆえに、大企業 の収益 の伸縮に、地方 自治体 は大 き く影響 され るといわれ る

ので ある。

5営 業税 改革論議

営業税につ いては、 以上 の ような批判が あるため、 その改革論 議が永 ら くなされて きて

いる。 かつ て、営業税 におけ る給与税が廃止 され たよ うに、営業資本税 も廃 止された。 さ

らに、 よ り抜本 的 には、営 業税 を廃止 して売上 税(付 加価 値税)に 統合 した り、あ るい

は、あ らたな付加価値税 の形態 な どが提案 されてい る。

(1)価 値増加税

以前、1982年 に、都市会議 にお いて、価値 増加税(Wertshδpfungssteuer)と い う名称

の付加価値税が提案 されたこ とが ある。価値 増加税 とは、包括的な付加価値 を対象 とした

地方税 であ り、納税義務者 は、 その地域におけ る、すべ ての生産 ・サー ビス業 が対象 とさ

れてお り、 それ には 自由業者 を も含ん でい るものであ る。公 的部 門や農業、住宅サー ビス

業 も対 象 とされ てお り、営業税 よ りも納税義務 者が大 幅に拡大 され るものである。都市会

議 の 目的は、営業税 を、収益依存 とは関係のない性格 とす ることであった。 そ して、都市

機能 に合 わせ た歳入 を もた らす もの とす ることであ った。

価値増加税の課税標準 は、加算法 で算出 され る付加価値 であ り、支払 い給与、賃借料、

利子、及 び企業利益の合計額 である。 いわば、生産要素 に よ り加 え られた価 値の合計 であ

る。

しか しなが ら、価値増加税 については、収益 と給与 の割合 が高 くなる ものであ り、産業

界の反対が きわめ て強か った とされ る。

(2)市 町村税

市町村税(Gemeindesteuer)の 提 案 とは、営業税 の他 に、所得 税の市 町村取得分 、そ

して不動産税 という市町村諸税 を統合 して、 ひ とつ の市町村税 にお きか える もの である。

つ ま り、営業税、住 民税 、不動産 税に代 えて、 この税 は、市町村 で徴収 され る所得 税 と市

町村 に割 り当て られ た所得税 部分 とよ り成 る とされ るものである。
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すなわち、住 民税 につ いては、所得税 を引 き継 ぎ、不動産税 では不動産税 を うけつ ぐの

で あ るが、営 業 税 に つ いて は、市 町 村 に お け る付 加 価 値、つ ま り価 値 増 加(Wert-

shδpfung)が 課税標準 とされ るこ とにな る。納税義務 者 は、売上 税 の納 税義務 者すべ て

に拡大 され る とされ る。ただ し、価値増加税 とは異 なって、 この案 では、課税標準 は、控

除法 によ り算 出され るもの とされてお り、売上金額か ら仕 入れ金額 、 さらには、すべ ての

投資額が控除 され るものである。

これ らの三つの租税 は、市町村税 として は統合 され るもの とされてい る。す なわち、3

つの税 源全体 としての課税標準額 と基本算定率が設定 され、課税所得、純売上、土地財産

の価値 に還 元 した収益、 それ ぞれに15%を 乗 じて税負担が求め られ るのである。

しか しなが ら、 これ らは、連邦の売上税 に加 えて、付加価値税 を採用す る ものであ り、 ひ

とつ の理念 的な税制で はあ って も、実現 には遠 い もの とされ、 それ以降の議論は発展 して

はいないのが実情 であ る。

(3)最 近の改正論 議

営業税の改革案 としては、営業税 の課税標準 を拡大 し、売上税法(付 加価値税)の 趣 旨

に そって、すべ ての企業 に納税義務 を広げ る提案 も試み られた。課税標準 としては、営業

収益 の他 に、賃借料、利子、給与 を算入 し、同時に、これまでの営業 資本税 を廃止す る と

い うものであ った。 ここの要素 につ いて その基本算定率が考 慮 され るが、基本的には、賃

借料 、利 子の基本算定率 は、最大 限、営業収益 の50%と され た。

また、最近 では、基本法の改正 に よって、 市町村 の売上税参加 を認め ると ともに、営業

税 を廃止す るとい う提案 もな されてい る。 しか しなが ら、 これは、基本 法改正 に よ り共 同

税 を修正す る もので あ り、 なか なか 困難 な改革 であるが、価値増加税 の提案 よ りも議論 は

盛ん である。

最 近の営業税改正案 は、営業収益税の課税標準は、その ままと しつつ も、税率 を引 き下

げ、かつ営業費本税 を廃止す る方向 であ り、営業資本税 は廃止 され るに至 った。 しか しな

が ら、 この改正案 に よって、営業税の問題 点が解 消す るわけ ではな く、企業界か らの批判

は相変 わ らずつ よい もの とされてい る。
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Bオ ー ス ト リア に お け る 総 額 賃 金 税(Lohnsummensteuer)

1概 観

オー ス トリアにお いても、 ドイツの営業税 の影響 を強 くうけ、 ドイツにおけ るの と同様

に、永 ら く営業税 として、賃金総額税(給 与税)と ともに営業収益税、 な らびに営業資本

税 が存在 したが、1986年 に、 まず、営業 費本税 が廃 止 され、 さ らに、1993年 の税 制改革に

よって、営業収益税が廃止 され、営業税 は、賃金総額税 となったのである。 そ して、 この

賃金総額税のみが唯一の地方税で あ り、地方税 とい う名称 で よばれるこ ととなって いる。

地域 におけ る企業の経済活動の規模 が賃金総額 に示 され る従業者 によって あらわ され、そ

れが当該企業 と地方 自治体 との結び付 きを示 してい るとい うのが賃金総額税の考 え方 であ

る。営業所の ある市町村か ら受け るサー ビスに対す るのが賃金総額税で ある とい う考 え方

であ る。 また、賃金総額税は物税 であ るとされ、所得か らの控 除が認め られてい る。

賃金総額税 は、地方税法に よ り規 定 されている。賃金総額税 の課税主体 は、営業所 のあ

る市町村 であ る。賃金総額税 の賦課徴収 につ いては、 その課税権 は市町村で あるが、課税

標 準の査定お よび市町村 ご との分割 は国が行 い、徴収事務 につ いては市町村が行 う もの と

されている。 もともと、税源 を配分 す る権 限は国家 にある とされ るが、1995年 の決定に よ

り、2000年 まで、現行の税源配分 の体制 でゆ くこ ととされたのである。

2課 税要件

(1)納 税義務者

賃金総額税の納税義務者は、使用人 ・従業員に対 して給与 ・賃金を支払うことを義務付

けられている個人ならびに法人の事業者で、当該市町村に営業所を有するものである。 こ

れは、付加価値税における事業者を採用するものであるが、それよりも納税義務者は多い

ものとされている。

人的課税除外 とされるものに、オース トリア連邦鉄道及び各公共法人がある。

(2)課 税標準

賃金総額税の課税標準は、当該市町村において営業用財産を有する営業所で、その使用
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人 ・従 業員に支 払われたすべての賃金 ・給与 であ る。 当然、 国内の営業所 に限定 されてい

る。 この場合、課税対象 となる賃金 ・給与は、所得税 の課税対象 とされ るか ど うかは問わ

ない もの とされている。賃金総額税 の困難な問題 は、現物給与 も課税対象 とされ る とい う

こ とであ り、 これ は執行上 の問題点 であ る。具体的 には、所得税 法5条c項 、同施行令 に

い う、社 宅、社用車、無償貸 し付 け等が賃金総額税 では問題 とな るとされてい る。

なお、営業所 が複数 の市町村 に存在す る場合 には、課税標準 は、 それぞれの市町村 に分

割 され るもの とされてい る。 したが って、実際には、賃金 ・給与 が、主 た る営業所 にお い

て支 払われていた り、 また、営業所 に帰属 す る使用 人 ・従業員 は、各営業所 によって様々

であ るが、 市町村 におけ る賃金総額税 の課税標 準の分割 は、市町村 の合意 に基づ くもの と

され ている。法定の分 割基準は存在 しない もの とされる。結局は、分 割に際 しては、 当該

企業 と地 方 自治体 とのつなが りや 、 当該市 町村の成長 に対す る企業 の役割 等が考慮 され

て、市町村間の合意がな される といわれる。

(3)税 率

税率は法定 され、課税対象とされる賃金総額の3%で ある。

3オ ース トリア における営業税改革論議

1オ ー ス トリアにおいては、1993年 に営業収益税が廃止 され、 営業税 が賃金総額税 に

か え られて いるように、営業税 につ いては大 きな変革がみ られ る。 同時に、地 方 自治体 の

財産税 など数種 の税 目が廃止 され、地方税 は賃金総額税 のみ とな ってい る。

営業収益税 が廃止 された理由 としては以下の ものが挙 げ られ てい る。

1)税 負担水準が高 くなり、減税が求め られていたこと、 とりわけ社会保険料負担 と合

わせた負担が企業を圧迫し、負担軽減が強 く求められていたが、社会保険料負担の引き下

げは困難であったため、営業収益税のみが批判にさらされたこと。

2)そ の他、営業収益税における収益の計算方法やそれにおける租税特別措置のあ りか

たなど、営業収益税に対する批判は強かったことなど。
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Cフ ラ ンス に お け る職 業 税(Taxeprofessionelle)

1概 観

フランス職業税 とは、企業 の支払 う、いわゆ る給 与総額税 であ り、企業 の給与支払総額

に示 され る経済 活動 の規模が地方 自治体か らうけ るサー ビスに結 び付 いてい るとい う考 え

方 よ り成 り立ってい る。 もっ とも、納税義務 を負 うのは企業 には限 られず、企業以外 で独

立 して営 まれ る活動、 いわゆ るプ ロフェ ッシ ョナルの 自由業 も対象 とされ るのであ る。給

与税 ではな く、職業税 と呼 ばれ るゆえんはここにあ る。

職業税は市町村、 県、及 び州 の税 であるが、 その徴 収 は国に よって行 われ、市町村 に交

付 され るもの とされてい る。職業税 の徴収事務 は、事 業所 の所在 す る税務署 であ る。職業

税 の税収 は、地方税 収入 の30%あ ま りを 占めてお り、地 方税 として最大 の もので あ る。

職業税 は、企業 に対 して、 その支払給与総額 に課税 され るもの であるが、支払い給 与 よ り

も前払 い として納 付 され るところに特色が ある。課税対象期間 は、給与支払 いの前々年 で

あ る。

2課 税要件

(1)納 税義務者

職業税の納税義務者は、フランス国内において職業活動 を営む個人な らびに法人であ

り、毎年1月1日 現在職業活動を行 っている者である。赤字法人も負担することになる。

事務所 ・営業所を有するすべての市町村において課される。給与所得者はこれには含まれ

ない。事務所 ・営業所を有するすべての市町村において課される。

職業活動 とは、営利 を目的 として継続的に、事業的に行われてい る活動 をさす。ただ

し、臨時的な事業活動は課税されないものとされている。

人的課税除外 とされるのは、以下の ものがある。

・公法人

・農業者及び農業経営者で3人 未満の給与所得者を有するもの

・協同組合

・使用人を有 しない職人(家 内工業等の零細経営職人)
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・私立学校

・認可 を受 けた通信社 、

・認可 を受 けた鉱 山採掘業 者、石油 ガス採掘者。

・タ クシー運転手、漁師、助産婦、 等

・自己の作 品を販売す る芸術家
。

(2)課 税標準

① 固定資産の登録台帳賃貸価額

登録台帳賃貸価額 とは、企業が一定の課税期間において配置した有形固定資産(土 地、

建物、設備、機械、車両等)の 賃貸価額の評価額である。土地及び建物については、市町

村が8年 ごとに評価がえするもの とされている。ただし、1981年 度以降は、毎年、一定倍

率による引き上げがなされているということである。

支 払給与総額

支 払給与総額 とは、企業 の支払 い給与総額の18%で あ る。 あるいは、一定の小規模 経営の

自由業(医 師、弁護士等、従業 員5人 未満、売上40万 フラン未満)に お いて は、総売上 の

10%の 金額 であ る。

支 払い給与総額 とは、使 用人 ・従 業員に対す る給与 に限定 されて いる。

② 課税標準の特別控除制度

すべての納税義務者について、課税標準の合計額か ら16%の 控除が行われている。

③ 職業税の非課税(物 的課税除外)

以下の活動については職業税が課されない。

・国家的任務の遂行、 とりわけ社会活動、文化活動、体育活動、観光活動、保健活動の

性格を有す るもの。その職責がご地方 自治体にあると中央政府、公共法人のいずれに

かかるかは問わない。

・特定の、営業活動。例えば、文学的、学術的、芸術的活動が主たるもので、広告は従

たる定期刊行物、雑誌等。
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(3)税 率

税率 につ いては、市町村 が、20%か ら40%の 範囲 で、独 自に決定す る。ただ し、 前年度

の全 国平均税額 の2倍 を超 え ることは許 されない。

《職業税の計算例》

固定資産の課税標準額

機械 ・器具

事務用機器

設備

会社所有資産価額

×16%

FF

FF

FF

FF

FF

固定資産税のかからない資産の総価額

一 固定資産の基礎控除

固定資産税のかかる資産の価額(土 地 ・建物)

固定資産の課税標準額

給与総額の課税標準額

給与総額FF

－ 障害者FF

－ 見習職員FF

課税対象給与FF

×18%

給与総額の課税標準額

総課税標準額

固定資産課税標準額

給与総額課税標準額

総課税標準額

FF

FF

FF

FF

FF

FF

FF

FF
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一 雇用 ・投資の特例

当年の総課税標準額

一 前年の総課税標準額 ×1
.03

×1/2

十 総課税標準額の増加

一 課税標準額 ×16%

職業税課税標準額

FF

FF

FF

FF

FF

FF

FF

FF

(4)税 額 の修正

課税標 準の合計額 に税率 を計算 す る こ とに よって税額 が算 出 され るが、 以下 の場合 に

は、 その修正が なされ る。

税額が、課税対象であ る家屋 にかか る住居税額(約1,000フ ラン)よ りも低 い場合 には、

そこまで引 きあげられ る。

税 額が、課税期 間の純付加価値額 の3.5%を 超 える場合 には、3.5%あ 額 とす る。

1975年 当時の企業 につ いては、当時の営業税額 の170%を 超 える場合 には、170%を 限度

とす る。

3職 業税平衡化基金

職業税は、地域の経済活動の規模に応じた課税であり、地方自治体の間において格差が

あらわれることか ら、税収の多い地方自治体から税収の少ない地方自治体へ再配分す る必

要がある。そこで、職業税平衡化基金 という再配分制度が設けられている。

前年度の税率が全国平均 よりも低い場合には、税額は、平衡化税額に引き上げられる。

その増額分 については、職業税平衡化基金に繰 り入れられる。

4職 業税 に対する評価

職業税は、固定資産の登録台帳賃貸価額 と給料総額 とを課税標準 としていることから、

投資と、新規労働力の双方に対して懲罰的に課されているという批判がある。特に、給与

総額 を基準 としていることは、収益 なき課税であるという批判が強いのである。担税力が
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ないに もかかわ らず課税 してい るとい う不満 もある。給与に課税 され るこ とは雇用 を損 ね

ているの ではないか とい う指摘 もあ る。地方 自治体 におけ る差異 も大 きい とされてい る。

他方 で、設備投 資 と人件 費 とのいず れに も課税 され るこ とは中立的 ではないか とい う意

見 もだ されてい る。 また、 国の政策的 な影響 を直接には受 け ないため、安定 的であ るとも

されて いる。

職業税 改革 として、1980年1月10日 に、職業税 の課税標準 を、純付加価値生産額 とす る

報告書が公 にされ ている ところであ る。 これに よれば、売上 か ら仕 入れ を控 除 した付加価

値 税 とい うことにな るのであるが、企業負担が大 幅に変動す るおそれがあ るため、施行 さ

れ るには至 っていない。
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利益 ・損失の付け替えと課税
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は じ め に

1フ ァイナ ンス理論 と租税法

筆 者は、 これまで、「法 と経済学」の方法論 の租税法への応用 に特 に興味 を もって きた。

なぜ な ら、 あ る理論(こ こでは、法 と経済学の理論)を 特定 の分野(こ こでは、租税法)

において具体 的に適用す るこ とは、 当該理論の研究(「 法 と経済学」)の ため に有用であ る

のみ ならず、 当該理論の具体 的適用の対象 となった特定 の分 野(租 税法)の 研究の進展 に

とって も大 きな意味が あ ると考 えるか らであ る。承知 の よ うに、 「法 と経 済学」の立場 に

おいては、法的な ドグマ それ 自体 よ りも、法制度の果 たす役 割 ・及ぼす効果 に着 目した機

能 的な分 析が重視 され るか ら、法 的形式 による差異 をこえた法制 度の隠 された構造 ない し

効果 の発見が重要 とな る。法解釈 におけ る首尾一貫性は、政 策論 的に正 しい結果 を必ず し

も保証 して は くれないのであ るか ら、機能 的に もの ご とを観 察す るこ とに も一定 の意味 は

あ るといえよ う。

もっとも、 「法 と経済学」 の研 究 といって も、 ミクロ経 済学的思考 方法 を法制度の分 析

に用い るとい う基本的 なことを単 に抽象的に述べ て、ア メ リカにおけ る法 と経済学 の理論

を簡単に紹介す るだけでは、 あま り意味がないであろ う。 この点、 た とえば、筆 者の よう

に租 税法の研究者 であれば、 その専 門領域であ る租税法 の分析 において最 も有用 と思われ

る経済学的な道具 を発見 し、 その道具 を実際に用いて現実 の租税 問題 を分析 ない し解決 し

て こそ、「法 と経済学」の方法 論の租税法 の ような具体 的 な領域 への応用 に も意 味が あ る

とい うもので ある。

そ して、筆 者は、租税法 の分析 において最 も有用 な経済学上の道具 とは、フ ァイナ ンス

の理論 ではないか と考 えてい る。 もち ろん、金融取引の課税 に関す る議論 においてファイ

ナンスの理論が重要 な意味 を有 す るのは当然 のこ とであろ う。 た とえば、金融派生商 品の

課税 問題 につ いて論 ず る場合 には、 ファイナ ンスの理論の理解 は必須 の もの であ る。 しか

し、 それを こえて、金融取 引以外の(た とえば、移転価格等 のコー ポ レイ トの)議 論 にお

いて も、 フ ァイナ ンスの理 論は、実際 に、 きわめ て重要 な役割 を果 た して いる。いわば、

ファイナンス的発想が、租 税法の分 析方法 自体 を変 えつつ あ るとさえいえ るのが、現状 で

ある。

一147一



この ように、最近 め ざま しい発展 を とげてい る金 融取 引(金 融派生商品の取引や 、セ キ

ュ リタイゼイ ションの取 引)に 対 して適 正な課税 を行 ってい くために、租 税法の側 か らフ

ァイナンスの理論 の理解 に努め る必要 があ るとい う当た り前 の事に とどまらず、 ファイナ

ンスの理論 その ものが、金融取引以外 の取引に対す る課税の あ り方に対 して反省 を迫 るこ

とも少 な くない とい う点は、強調 して もしす ぎる ことはないであろう。

2本 稿の 目的 としての 「利益 ・損失の付 け替 え」

この よ うな視 点に立 って、 ファイナ ンスの方法論 を用いて課税 のあ り方 を分析 した業績

として、理 論的に も実務 的に も最 も優 れ ているのは、MyronS.ScholesとMarkA.

WolfsonのTaxesandBusinessStrategylAPlanningApproachで ある。 この書物は、

本来、ス タンフォー ド・ビジネス ・ス クー ルにおけ るテキス トとして書かれ た ものであ り、

法律学 の見地 か らは必ず しも十分 な もの とはいえないか もしれ ないが、 それに もかかわ ら

ず、われわれ法律家 が租税制度の分析 を行 う際に きわめて有用 な数々の視 点 を提供 して く

れ る。 この本 の 中で、著者 は、特 に、次の三 つ の基 本的 な概 念 を重視 してい る。す なわ

ち、

・taxarbitrage

・hiddentax

・taXCIientele

(租税制度の差異 を利用 して納税者が利益 を得 ること)

(法的には課税されていない納税者に対して、市場における調整の

過程を通 じて、経済的に課税の効果が及ぶこと)

(投資家の課税上のポジションを考慮 して投資商品等が提供される

こと)

の三 つであ る(た だ し、本稿 にお いては、 これ らのすべ てにつ いて逐一詳 しく論ず ること

は しない)。

この うち、本稿 において扱 うのは、第一の租税 裁定 取引(taxarbitrage)で あ る。 こ

こに租税裁定取 引 とは、 ご く簡単 にいえば、納税者が価格や租税制度の差 を利用 して(あ

るいは、 自ら、 それ をつ くり出 して)租 税負担 の減少 をはか る行動 であ る。 もちろん、納

税者が、 自らに対 して軽い課税 をもた らす取 引 と、重 い課税 をもた らす取 引の間の選択 に

直面 させ られ る場合 、課税の軽 くなるよ うな取引 を選ぶ ことに特 に不都合 はなか ろ う。問

題 は、納税者が、わ ざわ ざ、私的取引の形成可能性 を利用 して課税 の軽 くなるよ うな状況

を人為 的につ くり出す ことである。
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本稿 においては、第一 の租税裁定取 引の中で も、特に、「利益 の付 け替 え(shiftingof

income)」 ともい うべ き現象 につ いて詳 しく分析 す るこ ととす る。 これ は、 この現象 こそ

が、 現代 にお ける納税 者に よる租税 負担軽減行動 を理解 す る際の最 も重要 な概 念であ ると

考 えるか らである。納税者の租税 回避行動 のほ とん どの ものは、 この 「利益の付け替 え」

とい う概 念の下 に包括 して議論す るこ とがで きるのではないか とい うのが、筆者の見解 で

あ る。

なお、本件 においては、犯罪 となる ような利益付 け替 えについては、基本的 には扱わ な

いこ ととす る。 た とえば、最近 の事例 では、法人が(特 定 の個 人に対 して利益 を供与す る

ため に)自 らの得 た株式譲渡益 を個 人に移 した り、あ るいは、法人税 を脱税 す るため に、

関連会社 間の 申告期 限の差 を利用 して、申告期の法人か ら他 の法人 に利益 を付 け替 える と

い うことを繰 り返 してい くといった事例 があ るが、 これ らは、 もはや、 タックス ・プラニ

ングといった範疇 で語 るべ き行為 では な く、そ もそ も、単 なる犯 罪にす ぎない。犯 罪の具

体 的手 口の研究 も、 それ 自体 、興味深 いものなのか もしれ ないが、 ここでは、 その ような

検討 は省 略せ ざるを得 ない。

さて、以下 においては、 まず、利益 の付け替 えとは何か とい う基本 的な点 につ いて簡 単

に述べてお く(一)。 次 に、様々 な利益 の付け替 えの方法 を分 類 し(二)、 それによってい

か な る租税制 度が 「ウラ」 をかか れ るか とい う点につ いてふれ る(三)。 そ して、その上

で、利益の付 け替 え とい う納税者 の行動 に対処す るためには租税制 度 はどうあ るべ きか と

い う点 につ いて 多少の検討 を行 うこと とす る(四)。 そして、最後 に ま とめ をす る(五)。
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一 利益 の付 け替 えとは何か

Scholes等 は、 その著 書の中で、従来か ら行 われて きたタ ックス ・プ ラニ ングを、お お

まかに、次の よ うな三つの類 型に分類 している(ScholesandWolfson,op.cit.,ch.2)。

・所得 の種 類の変 更

・あ る者か ら他 の者へ の所得 の帰属 の変更

・所得 の課税年度 の変 更

これ らは、伝統 的に行 われて きたタックス ・プ ラニ ングの諸類 型であ る。 ところが、 そこ

に、金融技術 ・金 融取引の発展 によ り、課税上、様 々 な変化 が生 じて きた。す なわち、現

代においては、金融 派生商 品等 の出現 ・普 及に よ り、課税上、 以下の よ うな問題 が生 じて

いる といわれてい る。

・所得 の種類 の変更(こ れによって、 源泉徴収 を逃 れるこ とが可能にな る)

・所得 の源泉地 の変更(こ れに よって、国内源泉所得 の国外源泉 所得 への転 換が可能

にな る)

・収益 ・費用等 の年度帰属 の変更(こ れに よって
、課税の繰延が可能にな る)

これは、上 のタ ックス ・プラニ ングの三つ の類型 と、基本的 に重複 す るものであ る。 そ し

て、金融取 引を用 いれば この ような行為 をきわめ て容易 に、 しか も低 コス トで行 え るよう

になったのであるか ら、金融技術 ・金融取 引の発展 は、従来か ら存在 したタ ックス ・プ ラ

ニングをよ り利用 しやす いものに した といえよ う。

そ して、つ きつめ る と、 これ らの現象 は、すべ て、「利益 の付け替 え」 とい う統 一的 な

概念の下 に一括 して論ず ることがで きるの ではないか とい うのが、本稿 において筆者 の示

したい考 え方 であ る。 この 「利益 の付 け替 え」 の問題 こそが、本稿 の直接 のテー マで あ

る。上で述べ たこ とをいいか えれば、金融技術 の発展は、所得 の付け替 えをきわめ て容 易

に したの である。 そ して、納税者 は、利益 を付 け替 えることに よ り、租税負担の軽減 をは

か るこ とが可能にな る。

そこで、利益 の付 け替え とい う視点か らタックス ・プ ラニン グを鳥敵 してみ るこ とは、

タックス ・プ ラニン グ(そ れ につ いては、従 来、様 々な節税 の方式の紹介 とい った視 点か

らの記述 が中心 であった)に つ いて本格 的に理論 的な検討 を行 ってい くための出発 点 とな
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るであ ろ うと思われ る。 なお、損失 の付け替 え(い わゆ る、 「飛 ば し」は その端的 な例 で

あ る)も 、基本的に利益 の付 け替 えと同一 の現 象であるか ら、以下 では両者 を ともに利益

の付 け替 え として論ず る(も っ とも、 「飛 ば し」 は、損失 を移転 し、 ある企業 の利益 を多

めに計上 す るこ とであるか ら、当該 企業の租税 負担は重 い もの とな る点において、決定 的

な差 は あるが)。

利益 の付 け替 えには、様々 な形態 の ものが 存在 す る。上 の、Scholes等 に よるタ ック

ス ・プ ラニ ングの分類 に したが うと、具体的 には、次の ような様 々な タイプの利益 の付け

替 えが考 え られ る。

① 利益の、 ある所得類 型か ら他 の所得類型へ の付 け替 え

② 利益の、 ある者か ら他 の者へ の、あ るいは、 ある国か ら他の 国へ の付け替 え

③ 利益 の、 ある年度か ら他 の年度への付 け替 え

この うち、「利益 の付 け替 え」 とい う言葉 で通常容易 に想像 され るのは、あ くまで も、

ある者か ら他 の者へ の、 あるいは、 ある国か ら他 の国へ の付 け替 えで あろう。 しか し、企

業 の本 店か らその外国 に存在 す る恒久 的施 設に対 して利益 が付け替 え られ るよ うな形 式

の、 あ る国か ら他 の国へ の利益 の付 け替 えは、 同一の納税者の 内部 ので きご とであ る。 し

たが って、 ある所得類 型が他 の所得 類型に転換 され るこ とも、 同一 の納税者の 内部でので

きごととはいえ、一定 の方法で課税 を受け る所得 が別の方法 で課税 を受 ける別の種類の所

得 に転 換 され るわけであるか ら、 これ を 「利益 の付 け替 え」 と呼ぶ こ とに特 に問題はない

のでは なかろ うか。す なわ ち、 この よ うなか たちの 「利益 の付 け替 え」が行 われ るのは、

所得 が課税上の取 り扱 いに応 じて種類 ご とに分 離 され、一定 の種類 の所得 が他 の種類の所

得 よ りも重 く課税 され るこ とが原 因 となっている。 これは、考 えよ うによれば、同一の名

前 の複数の納税 者が存在す る(そ して、 その内部 で、利益 の付け替 えが行 われ る)と み る

ことさえ可能 であろう。

また、課税 の繰 り延べ の問題 も、 これ を、「利益 の付 け替 え」 の一 形態 として議論す る

ことが可能であろ う。課税 の繰 り延 べの問題 は、従 来か ら、収益 ・費用 の年度帰属の問題

として会 計学 的に議論 され るのが普通 であるが、なぜ、繰 り延べ が行 われ るか とい っと、

今年の租税支 払 よ りも来年 の租税支払 の方が納税者に とって有利 だか らであ る。 したが っ

て、 同一の納 税者の内部 で、 あ る年度 か ら他 の年度に課税 が繰 り延べ られ、租税負担の軽

減が はか られるのであ る。 すなわち、課税繰 り延べの問題 は、所得 の種類の変更 と本質的
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に類似 した もの といえよう。 この点 はまた、次の ように説明す るこ とも可能 であろ う。す

なわち、所得 課税の世 界においては、所得 は、時間的には課税年度 ご とに、 また、空間的

には納税者 ご とに、それぞれ区切 られた一 つの区画(時 空間)の 中で計算 され る。 したが

って、 ある年度か ら他 の年度 に所得 を振 り替 えるこ とは、あ る納税者か ら他 の納税 者に所

得 を振 り替 えることと基本 的には変 わらないのであ る。換 言す れば、所得税 の体 系の下 に

おいては、今 年の納税者Aは 、来年の納税 者Aと は別者 であ ると考 えて も間違いではな い

のである。

そ して、現代 の納税者 は、 ファイナ ンス理論 に基づ いて開発 され た新種 の金融取引(金

融 派生商 品に代 表 され る)と い うきわめ て強力 な利益振 り替 えの手段 を獲得 したの で あ

る。 そこにおいては、何 よ りも、 リスクの扱いに関す るマニュピレイシ ョンが容 易であ る

とい う点が特 色であ る。 リスクを移転す る とい うことは、 それ と逆 の方向に利益 を振 り替

えること と同 じであ る(そ して、 リスクの分析 のためには、 ファイナ ンスの視 点が必須で

ある)。
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二 利益付け替えのための様々な方法

所得 の付 け替 えの終極的 目的 は、付 け替 えの元 と付 け替 え先 を総合 的に とらえて、全体

としての租税 負担 を減少 させ る とい うこ とだけなの であ るが、そ のため の具 体 的な方 法

は、実 に種々様々で数 多い。 その よ うな 目的 を達成す るため の法 的 ス トラクチャー と し

て、 た とえば、次 の ような ものが あ る。 これ らの いずれの類 型 も、 それ ぞれ実務 的に も理

論的 に も重要な意味 を有す るのであ るが、 ここでは、全体 の共通性 を抜 き出す こ とに主眼

が ある。

1Falsehusinessded皿ction(支 払形態の マニュ ピレイシ ョン)

あ る納 税者が、 その行 う他 の納 税者 に対 す る何 らか の形 態の支 払 を、 自らの所得 算定

上、 費用 等 として損金 算入 す ることがで きる場合 には、利益 が一方か ら他方 に対 して移転

した と考 えるこ とが できる(す なわ ち、支 払 を行 った方の所得 は減少 し、支払 を受けた方

の所得 は増加す る)。 そ して、単に租 税負担の減少 を目的 としてこの ような行為が行 われ

れば、それは利益 の付 け替 えで ある。 この よ うな場合 の 人為 的 に損金 算入 され る費用 等

を、 ここでは、falsebusinessexpensesと 呼ぶ こととしよ う。 これ には、 以下 の ような実

に様 々な形態の ものが存在 す る。

第一 に、法人納税者は、その株主 に対す る利益 の分配(そ れは、 当然のこ とであるが、

損金 算入で きない)を 、利子、給与、使用料等々の損金算入可能 な支 払へ と転換す るこ と

がで きる。そ うす るこ とに よ り、当該法人納税 者 は、当該支 払額 にかか る法人段階 の課税

を免 れ るこ とが可能 とな り、 その結果 として、課税 は、受領 者(=株 主)段 階のみの もの

となる。租税法 における隠れ た利益配 当の理論や、過少資本 の制度 は、 この ような場合 の

falsebusinessexpensesの 損金算入 を否定す るこ とを目的 とす るもの であ る と考 えるこ と

がで きる。

第二 に、納税 者は、その寄 附金、 出資金、貸付金等(の 損金算入で きない支 出)を 、サ

ー ヴィスの対価 や保 険料の ような損金算 入 を認め られた ものに転換す るこ とが できる。 そ

の代 表的 な例が、 キャプティヴ保険会社へ の保険料の支払 で ある。 ここに、 キャプテ ィヴ

保険会社 とは、 メイカー等が タックス ・ヘ イヴンに設立す る損害保 険子会社 のこ とで、 当
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該 メイカー との間で保 険契約 を結ぶ。す る と、親会社 の支 払 う保 険料 につ いて、 当該親会

社 は損金算入す ることがで きる(す なわ ち、「利益 の付 け替 え」が行 われ る)。 しか し、親

会社 とキャプティヴ保 険会社 との問の保 険契約 は、 当該親会社 に とって は、実質的 には単

なる自家保 険であ り、 そこで支払われ る保 険料 は、本質的 にはキャプ ティヴ保 険会社 に対

す る出資である と考 え られ る。 したがって、 アメ リカにおいては、 キャプティヴ保 険会社

に対す る保 険料の支払につ いて損金算入が否定 され るこ とが ある。今 一つ の例 は、 日本 に

おいて、医師がみずか らの経営 す るメディカル ・サー ヴィス会社 に対 して支払 うサー ヴ ィ

スの対価(そ れについて、当該 医師は、 その事 業所得 の計算上、必要経 費 として控 除す る

こ とがで きる)を あげ ることが で きよ う。 この場合 、当該 メデ ィカル・サー ヴィス会社 は、

当該医師に対 して様 々なサー ヴィスを提供す るが、その対価 が過大 である場合 が少 な くな

い。 したが って、 そのよ うな場合、 メデ ィカル ・サー ヴィス会社 は、 当該 医師 と当該 メデ

ィカル・サー ヴィス会社 の役員等(具 体 的には、 当該 医師の家族)と の間で所得 を分割 し、

適用 され る所得税の限界税率 を引 き下 げて、全体 としての租税負担 を軽減す るため に用 い

られている と考 えられ る。 これは、国内法的 なコンテクス トにおけ る移転価格 と考 えて も

よい。

2移 転価格(価 格 のマニュ ピレイシ ョン)

納税 者は、 その所得 を、関連者間の取引におけ る取 引価格 を操作す るこ とに よって、 当

該 関連者 に対 して付け替 えるこ とがで きる。租税法 の世 界においては、 この移転価格 の問

題 こそ、利益 の付け替 えの最 も重要 な事例 である といえよ う。 しか し、 ここにおいては、

移転価格の問題 につ いて言及す ることは しない。

3コ ス ト・シェア リング(リ スクのマニ ュピレイ シ ョン)

これ も、移転価格 問題 との関連 におけ るきわめて重大 な利益付 け替 えの事例 である。 コ

ス ト・シェア リングの取 り決めの下 で共同開発 された無形 資産 の課税上の評価 は、 リスク

の要素 が存在す るため に きわめて困難であ る(無 形 資産 は、将来 それが産みだすであ ろう

キャ ッシュ ・フロー を割 り引いて現在価値 であ らわ した額 で評価 され るので、 リス クがつ

きものである とい う点 に留意 され たい)。 したが って、 当該 無形 資産 の開発 のための分担

負担金 のマニュ ピレイシ ョン と、 リス クの評価 のマニ ュピレシ ョンに よって、 当該取 引参
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一
加者の間で利益付 け替 えを行 うこ とが可能 となる。 これは、以下 に述べ るパー トナー シッ

プの場合 と同様 である。

4パ ー トナーシ ップ(出 資の評価のマ ニュ ピレイシ ョン)

納税 者が何人か集 まってパー トナー シ ップ をつ くり、その参加者 の間で利益 の付け替 え

を行 うことが可能 である。承 知 の よ うに、一定 の事業 活動 ない し投 資活動 か ら生 ず る利

益 ・損失 を、パー トナーの 間で分 け合 う契約がパー トナー シップであ る。 したが って、パ

ー トナー シ ップの利益 ・損失 に対す るパー トナー の分け前が、その出資や負担す る リス ク

と均衡が とれていなければ、 当然 のこ となが ら、パー トナーの間にお いて利益の付 け替 え

が起 こるこ とにな る。そこで、 出資や リス クの評価 をマニュ ピレイ トす るこ とが可能 な場

合 において は、パー トナー シ ップは、利益付 け替 えのための きわめて有効 な手段 とい うこ

とになろ う。

ここで留意 しなければな らないのは、 出資や リス クが適正に評価 されて いる場合 であっ

て も、 パー トナー シ ップ を用 いて利益 の平 準化 をはか るこ とが可 能 であ る とい う点 であ

る。す な わち、各 パー トナー の所得 の期 間変動 が異 なったパ ター ンにそ って生ず る場合

(た とえば、各パー トナーが異な るタイプの リス クを負担す る場合)、 各年度毎 に見 ると、

あ るパ ー トナーの利益が他 のパー トナーの損失で もって相殺 され うるか ら、パー トナー シ

ップ契約 を通 じて利益の付 け替 えを行 うこ とが可能 となる(す なわち、非 関連者 間での一

種 の連結納税が可能 となる)。

また、累進税率 の下 において は、 た とえ損失が生 じない場合 であ って も、パー トナー シ

ップ契約 を用いて節税 をはか るこ とが可能 とな る。今 、 ともに漫画家 であ る夫婦がパー ト

ナー シップ を組 み、 その事業活動 か ら生ず る一切 の収益 ・費用 を折半 す るとい う契約 を結

んだ としよう(二 人は、漫 画家 として同 じ能力 を有 してい る とす る)。 時間の流れの 中に

おいては、 当然に、 いずれかが スランプ にお ちい り、一方 の業績 が他 方の業績 を上 回るこ

とが あろ う。 しか し、パー トナー シ ップ契約のおかげで、 この二 人は、その連結 の利益 を

分 割 し、累進税率 の下 におけ る適用税率 を引 き下げ ることがで きる。 この場合 には、 いか

なるマニ ュピレイション も行 われていない。要す るに、この場合、 二人はお互いにそのビ

ジネ ス ・リスク(す なわち、所得 の期 間的変動の リスク)を ヘ ッジし合 っただけなのであ

る。 したが って、せ め られ るべ きは、毎年度 ごとに所得 を算定す る という所得税 の構造 自
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一
体であろう。

なお、法人の場合 においては、 このパー トナー シップ契約 は、連結納税制度 と密接 に関

連 してい る。各 国の連結納税制度の下においては、 内国法 人 と外 国法人の連結 は、基本的

に認め られていない。 この ような場合 において も、少 な くとも理論的 には、当該 内国法人

と当該外 国法人 とがパー トナー シップ を組 み、 お互 いの所得 を分け合 うとい うこ とは可能

であろ う(し たが って、 た とえば、外 国子会社 の損失 を内国法人 である親会社 が利用 す る

ことになろ う)。

5金 融派生商品(リ ス クのマニ ュピレイシ ョン)

金融 派生商品 を用 いてあ る納 税者か ら他の納税者 に対 して利益 を付 け替 え ることが可能

であ る。 これ.は、金融派生商品の取引にお いて は、 リスクが取引の直接的な対象 となって

い るか らであ る。 リス クが あ る納税者 か ら他 の者 に移転 され る とい うこ とは(事 前の視

点)、 事後的に見れ ば、利益 が リス クの移 転 と反対 の方向 に付 け替 え られ る(可 能性が あ

る)と い うことにほか ならな い。

リス クに関す るファイナ ンスの理論 によれば、 リスクに は、動 的な リス ク(dynamic

risk)と 静的 な リス ク(staticrisk)の 二種類 が存在 す る。動 的 リス クとは、将来 にお い

て利益 と損失が生 ず る可能性 であ るのに対 して、静的 な リスク とは、 将来 にお いて損失 の

みが生ず る可能性 であ る。静 的な リス クは、通常は、損害保 険の対象 となるが、動的 リス

クは、基本的には損害保 険の対 象 とはな らない(た だ し、 この ような区分 は変化 しつつ あ

る)。

動的 リス クは、 さらに、 システマ ティック ・リス ク(な い し、マーケ ッ ト・リスク)と 、

アンシステマテ ィック ・リス ク(な い し、ユニー ク ・リス ク)に 分 け られ る。 この うち、

システマティ ック ・リス クは、分散投 資(portfoliodiversification)に よって避け るこ と

のできない市場全体 の動 きか ら生ず るものであ り、ハ イ ・リス ク、ハ イ ・リター ンの原則

に服す る。 これに対 して、 アンシステマティ ック ・リス クは、分散投 資によって避 け るこ

とので きる、特定 の投 資対象 に固有の リス クであ る。 だれ も、 アンシステマテ ィク ・リス

クについて、 リス ク ・プレ ミアムを受け るこ とはない。

さて、ある者が あ る種の リスクを避 けたい と考 えた場合 には、 その者 は、 当該 リス クを

引 き受 けて もよい とい う者 を見つけ出 して きて、契約 に基づ いて、 その者に当該 リス クを
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引 き受けて も らうことが で きる(こ れが、動的 リス クの場合 にはヘ ッジであ り、静的 リス

クの場合 には保 険であ る)。 その場合 には、 リス クを避 けたい と考 え る者が、 リスクを引

き受け る者 に対 して対価 を支払 うこ とになろ う。 したが って、た とえば、他社 のため に無

料 で債務保証 をす る とい うようなこ とは、経 済取 引 としてはあ りえない(し たが って、課

税 の観点か らいえば、 その ような無償 の債務保証 をな した法人は、寄付 金課税 を受け るべ

きであろ う)。

さて、金 融派生商 品の取引は、 基本 的には リス クその ものの取引(換 言すれば、一種 の

ギャ ンブル)で ある。 ところが、 リス クの評価には どうして も主観的要素が不可避であ る

ところか ら、課税上 の問題が生ず るこ とに なる。 もちろん、 た とえ関連者 間の取 引におい

てではあ って も、 リスクが客観 的に評価 され るのであれば、マニ ュ ピレイシ ョン も行 われ

ず、利益 の付 け替え もおこらないで あろ う。 しか し、 リス クを客観 的に評価 す るこ とはそ

もそも困難 なこ とであ る。 したが って、関連者 間取引において リス ク評価 に関 して何 らか

のマニ ュピレイシ ョンを行 うこ とに よ り、利益 を付け替 えることが可能なのではないか と

思 われる。 た とえば、あ る法 人 とその子会社 である外国法人がスワ ップ契約 を結んだ とし

よ う。 そ して、 当該法人は、 自らが 当該 スワ ップ取 引にお いて損失 を被 る可能性が高 く、

他方 で、 当該外 国子会社 は、 当該 スワ ップ取引において利益 を得 る可能性が高 いことを知

っていた としよう。 この場合 に、 リス クの評価 のマニュピレイシ ョンを通 じて、当該法 人

は、利益 を外 国子会社 に対 して付 け替 えるこ とが可能 か もしれ ない(つ ま り、 当該法 人

は、 ギ ャンブルにお いて、わ ざ と負 けやす い ように行動 す るので あ る)。 その場合 に、 当

該法 人は、当該付 け替 えられ た利益 についての国内における課税 を免れ るこ とが できるの

であ る。

納 税者が、利益 を他 の納税者 に対 して付 け替 える手段 として金融 派生商 品の取 引を用 い

よ うとす る場合 、 この二人の納税者が直接的 に取引契約 を結ぶ必要性 は必ず しもない とい

う点は、留意す る必要が ある。 もちろん、通常の場合には、二 人の納税者 間 で直接的 に支

払が なされ るので あるが、金融派生商 品の場合 には、 その ような二納税 者間の直接 的支払

が必 ず しも必要 では ない。唯一 必要 なの は、一方 が ロン グ ・ポ ジシ ョン、他方 が シ ョー

ト ・ポジシ ョン とい うように、二者 が反対 のポ ジシ ョンを とるこ とである。 た とえば、上

場 されてい る金融商品に関 して、Aは 市場 で ロング ・ポジシ ョンを とり、Bは 市場 で ショ

ー ト ・ポ ジシ ョンを とる場合 、AとBと の間には何 ら直接的 な取引関係は存在 しない。 そ
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下

して、 このよ うに、二者が反対の ポジションを とった場合 には、一方は他 方の損失 とちょ

うど同 じ額 だけの利益 を得 るこ とにな る。つ ま り、二者が関連企業 であれば、 グルー プ全

体 として見 る と、 リス クはゼ ロなのであ る(た だ、証券会社等 に対 して支払 う手数料等 の

分 だけの コス トは もちろんかか る)。 したが って、 この よ うな場合 にお いては、両者 は、

ただ、 取引の結果 として利益 が相 手方に対 して付け替 え られ る結果 として租税負担が減少

させ られる とい う将来におけ る可能性 に対 して、取引の手数料 を払 って賭けてい るだけ で

あ る。す る と、た とえ リス ク評価 を操作 しない場合 であ って も、AとBの うち損失 を出 し

たい方 のポジシ ョンが損失 となった時点 で両者 を手仕舞すれば、損失 を被 った側か らもう

一 方へ利益が付 け替 えられ る
。

なお、損失の移転(飛 ば し)も 、利益 の移転 と基本的には 同 じであ る(た だ、通常行 わ

れている飛ば しの場合 には、粉飾決算等が 目的で あ り租税 負担の減 少が 目的 ではない点 に

留意)。 す なわ ち、利益 をあげてい る会社 に対 して損失 を移 転す るこ とは、 当該利益 をあ

げている会社 の利益 を他 の者 に対 して付け替 えるこ ととまった く同 じ効果 を有す るか らで

ある。
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三 利益 を付 け替 えるこ とにより、 いかなる租税制度 を利用 し

て租税負担の減少が はか られるか

納税 者は、利益 を付け替 えるこ とに よ り、 その全体 としての租税 負担 を軽減す るこ とが

で きる。 しか し、利益付け替 えの最終的 目的が租 税負担の軽減 であ るとして も、 そこにお

いて 「ウラをかかれ る」 ところの具体的 な租 税制度は様 々であ る。 ここでは、 この点につ

いて、 多少便宜的ではあ るが、国 内課税上 の考慮 と国際課税上 の考慮 に分 けて議論 してみ

よ う。

1国 内課税上の考慮

国内の納税者の間の利益の付け替えは、節税の手段 として、あらゆる国において見 られ

る現象である。そこにおいて追求される具体的な課税上の目的 としては、たとえば、以下

のようなものがある。

第一に、納税者は、欠損金 を有す る関連当事者に対 して自らの利益を付け替えることに

より、当該関連当事者の欠損金 を利用 して、 トータルな租税負担の減少をはかる。このよ

うな方法は、 日本におけるように、連結納税制度が認め られていない場合に特に有用であ

る。

第二に、個人納税者は、累進税率で課される所得税の限界税率を引き下げるために、関

連当事者に対 して利益を付け替 える。その結果、所得が分割されて、結果 として限界税率

の引下げがもたらされる。この種の利益の付け替えは、日本におけるように、累進税率の

下で課税単位 として個人単位主義が採用されている場合に、特に有用である。そして、理

論的には、利益の付け替えを行 う納税者 と、利益の付け替えを受ける納税者でちょうど限

界税率が等しくなる(よ うに利益が分割された)場 合に、 トータルの租税負担は最小 とな

る。

第三に、法人納税者は、(法 人段階 と株主段階における)経 済的二重課税を避けるため

に、その株主に対して利益を付け替える。すなわち、法人がその株主に対 して、配当とい

うかたちではなく、損金算入可能なかたちで支払をなす場合には、法人段階の課税を避け

ることができるからである。
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これ らの いずれの場合 において も、付け替 えられた利益 は、わ ざわ ざ損金算入 を認め ら

れ る(も しくは、支 払者の課税ベー スにそもそ も含 まれない)よ うなかたちで支払 われ る

のであるか ら、当該支 払 を行 った納税者の段階において、損金算入 される(も しくは、課

税所得計算 上排 除 され る)の で、課税 を受 けな い。かつ また、 当該付 け替 え られ た利 益

は、 その受取 り手の段 階においては、課税 されないか、支 払者の段 階におけ るよ りも低 い

租税負担 を負 うに とどまる。 その結果 として、両者 をあわせ た租税 負担が減少 させ られ る

のである。

2国 際課税上の考慮

国 内の納税者 と外 国の納税者 との間 で行 われ る利益 の付 け替 えは、 国内納税 者相互 間に

おけ るよ りも深刻 な問題 を引 き起 こす。なぜ な ら、 当該付 け替 え られた利益 は、その支 払

者の居住地国の課税管轄権か らほぼ完全 に離脱 す るか らであ る。 したが って、利益 が、 タ

ックス ・ヘ イヴン等 の有利 な租税制度 を有す る国に対 して付 け替 え られ た場合 、 グルー プ

全体 としての納税者 の租税負担 は、劇的に減少 させ られ る。 しか も、金融派生 商品が、 こ

の よ うな利益の海外へ の付 け替 えを、容易 かつ安価 に行 え るように したこ とに よ り、課税

上 よ り深刻 な問題が生ず るこ とになった。

金融派生商 品 を用 いた利益 の付け替 えは、製 品の輸 出入 の事例等 におけ る移転価格等 の

伝統的な利益付け替 えの場合 よ りもは るかに深刻 な問題 を引 き起 こす。なぜ な らば、 そ こ

においては、移 転価格対策税制の メカニズムが あま り有効 に機能 しないおそれがあ るか ち

であ る。それは、金融派生商 品 を用 い た利益 付け替 えの場合 には、価格 がarm'sIength

な ものであ りうるか らである。 とはい って も、 もちろん、 リス クの評価 に関す るマニュ ピ

レイションが存在 し、 それが取引価格 に影響 を及ぼす場合 も確か にある(こ の場合 には、

取引はarm'slength基 準 をみ たさない とされ よ う)。 しか し、 リスクの客観的 な評価が 困

難で ある場合 に おいては、 リスクのマ ニュ ピ レイ シ ョンが仮 に存在 して も、取 引価 格 が

arm'slengthな もので ある とい うことが可能 な場合 があ るの である。そのよ うな場合、利

益 の付 け替 えの手段 として金融派生 商品が用 い られ るこ とは、移転価格税制 に対す る重大

な挑戦 とな りうる。

もちろん、移転価格税制 の メカニズムの枠内にお いて も、 リスクに関する理論が それ な

りに発展 させ られ.ては きた。 すなわち、合衆国におけ る1986年 の スーパー ・ローヤル ティ
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一 ・ルールの導入以降の移 転価格 税制の歴史 を見てみ ると
、 リス クこそが、 当該税制 にお

け る最後 の重大 な課題 であ る とい うこ とが わか る。 しか し、われわれは未だに リス ク評価

に関す る十分 に正確 な課税上の理 論 を持 って いる とはいいがたい。 この面 において、 われ

われは、終極 的な解決方法 を見いだ して はいないのであ る。課税 の議論 にフ ァイナ ンス理

論 を導入 しようとい う努力が続け られて きたの は事実 であ るが、 その ような努力 にお いて

課税理論 は まだ発展途上の段階にあ る という点 を謙虚 に反省す る必要 があ る。道 はまだ遠

いのであ る。
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四 利益の付け替えに対する課税上の対処方法

利益 の付 け替 えは、租税負担 の減少のみ を目的 とす る人為 的な行為 であるか ら、租税 の

公平負担の見地等か らいって、望 ま しいものではな く、抑圧すべ き対象 です らあ る。それ

では、われわれ は、現実 には、利益の付 け替 え とい う現象 に対 して、租税法上 どの ような

技術 を用いて対処すべ きなのであろ うか。

1所 得課税の限界 と流通税の可能性

現在、金融派生商品の出現・発展(あ るいは、その基礎にあるファイナンス理論の発展)

により引き起こされている課税問題の深刻 さを過小評価す ることは、何 としても避けなけ

ればならない。金融派生商品を用いた利益付け替えの問題は、所得課税制度そのものに対

する重大な挑戦 とさえいってよいものであり、この点は、特に国際課税の分野において著

しい。 しか も、前述のように、ある取引におけるリスクを事前に客観的なかたちで評価す

ることは困難ない し不可能であるという点に鑑みるならば、移転価格対策税制は、この問

題 を解決するための究極的な手段 とはな りえないといえよう。む しろ、伝統的な所得課税

の枠組み(す なわち、事後的な視点にたって、経済活動の結果 としてもたらされた所得に

対 して課税を行 うという枠組み)に こだわっている限 り、そのような問題(す なわち、 リ

スクという将来予想に関する事前の視点に立った要素 により引 き起こされる問題)を 根本

的に解決することはできない とさえいうことができよう。今や、根本的な発想の転換が必

要 とされているのである。

結局、金融派生商品の取引は、事前の視点に立 って組み立て られるものである。しか

し、所得課税は、あ くまでも事後的な視点から課されるものである。われわれは、たとえ

時価主義的な租税会計方式 を採用 した場合であっても(換 言すれば、未だ実現されていな

い所得に対する課税 を認める場合であっても)、純粋 な将来の可能性に対 して所得課税を

行 うということはあ りえない(す なわち、未だ発生 もしていない所得に対 して課税を行 う

ということはあ りえない)。所得 というものは、あ くまでも取引の後に結果 として産みだ

されるものだからである。 したがって、金融派生商品により引き起こされる課税問題が所

得課税の基礎を揺 るがせているという認識は、少な くとも論理的には正 しいものであると
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いえよ う。

もちろん、われわれは、 リス ク評価 に関す る客観的 で現実に執行 可能 な方法 を産 みだす

努 力 を引 き続 き行 ってい く必要 はあ ろうが、 それは きわめて 困難な こ とで ある。 したがっ

て、所得 課税の他 に、流通税の よ うな事前 の視点 に立 ったまった く新 しい課税方式 も、 あ

わせ て考 えてい く必要 があ るのか もしれない。流通税 の下においては、将来におけ る単 な

る可能性に過 ぎない事象(た とえば、将来利益の事前の視 点に立った予 想)に 対 して も課

税 を行 うこ とがで きる。 しか も、 この よ うなチャンス に課税 す る租税 は、比較 的中立 な も

の として構成 しや すいか もしれ ない。

流通税 中心 の租税体系 の構築 が仮 に困難 である として も、少 な くとも、所得税 の補完税

として何 らかの流通税 を(低 い税率 で)導 入す ることには、 それな りに意 味があ るの では

ないか と思われ る。 た とえば、印紙税の ようなものは、 その有力 な候補 といえ るか もしれ

ない。 もちろん、 このこ とは、現在 の印紙税 が良い租税 であ るとい う意 味では必ず しもな

い点 に留意 されたい。

2passivelosslimitation

次 に、所得課税 の枠組 み を堅持す る とい う立場 に立つ場合 には、利益の付 け替 えに対 す

る非常 に強力 な対処方法 として、passiveIosslimitationル ールの導入 をあげるこ とがで

きよ う。

前述の よ うに、 リス クを伴 う金融取 引は経済 的効果にお いて一種 の ギャンブルなのであ

るか ら、 それ を行 えば、 損失の生ず る可能性 は常 に存在す る。 しか も、デ リバテ ィヴ取 引

に関 しては、人為 的に損失 をつ くり出す こ とが 比較的容 易であ る。 なぜ なら、納税 者は、

本 当には損失 は生 じていないに もかか わ らず、 リスク評価 や年 度帰属 の操 作 を通 じて、利

益付け替 えの メカニズム を利用 して 関連者 に対す る支 払の損金 算入 を行 うこ とが可能 だか

らであ る。 そ して、 この ように して人為 的につ くり出 された損失 が、当該利益 付け替 えの

ための支払 を行 った納税 者の本来的 な事業活動か ら生ず る利益 の額 を減少 させ るため に用

い られ る とす ると、 当該納税者 は所得 課税 を逃 れ るこ とが容易 に で きる とい うこ とに な

り、所得課税 中心の租税体系 は機能 しに くい もの となって しまうであろ う。 したが って、

金融派生商品の助け をか りて人為的 につ くり出された消極 的損失(す なわ ち、積極的 な事

業活動か ら生 じた損失 ではな く、消極 的な投資活動か ら生 じた損失)の 損金算 入(す なわ
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ち、積 極 的 な事 業 活 動 か ら生 じた所得 を減 少 させ る こ と)を 制 限 す るこ とが 必要 とな るか

も しれ な い。

実 際 に 、 ア メ リカ に お い て は 、1986年 税 制 改革 法 に よ り、 内 国 歳 入 法典469条 が 設 け ら

れ 、 タ ッ クス ・シ ェル ター を用 い た租 税 回避 に対 す る対 応 が はか られ た(以 下 の叙 述 は、

BorisI.BittkerandLawrenceLokken,FederalTaxationofIncome ,EstatesandGifts,

voL1,ch.28(2nded.1989))に よ る)。 同条 に よれ ば 、 消 極 的 な投 資 活動 か ら生 ず る損 失

は、 他 の活 動 か ら生 ず る所 得 か ら差 し引 け な い こ と と され て い る(詳 し くは、American

BarAssociationSectionofTaxation,SpecialTaskForceonPassiveLosses ,Pream-

bletotheCommentsonPALProposedRegulations,39TaxNotes1325(1988)参 照)。

ここ に い う消極 的活 動 とは 、 当該 投 資家 が積 極 的 に参 加 して いな い よ うな事 業 へ の 投 資 を

い う とされ て い る。 同条 の制 定 理 由 につ いて は 、 立 法 者 に よ り、次 の よ うな説 明 が な され

て い る(S.Rep.No.313,99thCong.,2dSess.713-14(1986))。

「近年、納税者 が連 邦所得 税制度 に対す る信頼 を失 ってい る とい うこ とが段々 明 ら

かにな りつつ ある。 このよ うな信頼感 の喪失 の大部分 は、現行租税制度の二つ の主要

な特色 の結果 として生 じた ものであ る。す なわち、 高い限界税率 と、……納税者 が、

あ る源泉か らの所得 に関 して タックス ・シェル ター を用 いるこ とに よ りもた らされ る

控 除や税額 控除 によ り、……他 の源泉か らの所得 を相殺す る機会 を現行制度が提供 し

ているこ と、の二つ である。

広範囲に存在 す るタックス ・シェルターは、租税 制度が不公正 であ るとい う国民 の

懸念 を増大 させ 、 また、租税 は世 間知 らずの素朴 な人達 だけに よって支払 われて いる

とい う信念 を産 みだ してい る。 そ して、 この ことは、納税 者の コンプライア ンス を損

な うのみな らず、 タ ックス ・シェルター市場 の よ り一 層の発 展 を促進 さえ してい る。

その結果、 多 くの場合 に、投 資資本が、生産 的な活動 か ら主 に又は もっぱ ら租税逃 れ

を 目的 とす る活動 に移 されている。

連邦所得 税制度 の最 も… …重要 な支持基盤 は、(典 型的 には、給与、賃金、年金 、

利子、 配当 といった項 目か ら主 になってい る)所 得 を申告 し、一般 的なルー ルに した

が って租税 を支払 う平均的 な市民であ る。租税上 の誘 因によ り行 われ る投資活動 に参

加 したが らないか、あ るいは、参加す るこ とので きないこ とを理由 として、政府 の費
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用 に関 して分 を越 えた負担 を負 って いる と、 これ らの市民が感 じる限 りにおいて、租

税制 度 自体 が危機 に瀕 しているの である。

この ような状況の下 においては、 ……タ ックス ・シェル ターの拡大 を抑制 し、租税

制度 において、有用で望 ましい税率 引下 げに必要 な条件であ る程 度の公平性 を回復 す

るため に、決断が必要であ る。」

もっとも、 その ような制度 を設け な くとも、様 々な租税優遇措置 を廃止す れば、問題 は

解決 され るのではあ るが、 それ は事 実上不可能 であ るのみな らず、場合 に よっては租税優

遇措 置が 必要 な場合 もある。 そこで、469条 は、租税優 遇措置の恩 恵 を、その措置 と関連

す る活動 に実質的に参加 している納税者 に対 してのみ認め ようとす るこ とに よ り、その制

限 をはか ろ うとしたのであ る。

469条 は、実質的 には、納税者の消極 的投資活動 か らの所得 を一 つの所得類型 として閉

じ込 め、 そこか ら生ず る損失や税額控 除 を他 の所得 か ら隔離す る とい う機能 を果 た して い

る。 したがって、消極的活動か ら生ず る損失等は、消極 的活動か ら生ず る所得 に対 しての

み利 用 され ることにな る。

よ くよ く考 えてみ ると、法 人の活動(こ こでは、法人納税 者 を例 に とって考 えてみ るこ

ととす る)は 、 その本 来の積極的 な事業活動 と、消極的かつ付 随的 な投資活動 とい う二つ

の カテ ゴ リー に分割 す るこ とが可能 で あ る。 この こ とは、 また、当該 法人 の損益 計算 書

を、本来 の事業活動の ための損益計 算書 と、消極 的かつ付随的 な投資活動の ための損益 計

算書 の二つ に分割す るこ とが可能 であ るとい うことであ る。実際 の ところ、従来か らの貸

借対照 表 と損益計算書 も、前者が投資活動(す なわ ち、資産 の種類 の変更)を 、 また、後

者 が事 業活動(す なわち、利益 ・損失 を もた らす取引)を あらわす もの と して、企業 の活

動 を二分 割 した結果 として存在す る と考 えるこ とが可能で ある(こ の点については、た と

えば、ChandraKanodiaandArijitMukherji,RealEffectsofSeparatingInvestment

andOperatingCashFlows,1ReviewofAccountingStudies51(1996)を 参照 され たい)。

仮 に、 この ように損益 計算書 を二つ に分割す るとす れば、企業のデ ィス クロー ジャー も

改善 され るであろ う。企業の投資活動 が未だ補助 的な ものに とどまっていた段階 において

は、 もちろん単一 の損益計算書で も十分 であ ったが、投 資活動が事業活動 と同等か あるい

は それ以上の重要性 を有す るように なった現代において、上の ように、二つ の損益計算書
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を有す るこ とは必要 なこ となのか もしれない。 もっ とも、 これ は、企業会計に関す る話 で

あ る。

これに対 して、課税 に関 しては、法 人税 にお いて二つの所得類型(す なわち、企業 の積

極的 な事業活動 か ら生 ず る法 人事業所得 と、企業の消極 的 な投資活動 か ら生 ずる法人投 資

所得)を 設ければ、実質 的に二つ の損益計算書 を作成 す るの とまった く同 じ効果が ある。

そ して、ア メ リカのpassivelosslimitationの 制度 は、 まさに この ことをね らった制度 な

のであ る。

もっとも、 この よ うな考 え方 に対 しては、その ような制度 は課税 の中立性 を損 なう(な

ぜ な ら、た とえば、法人事業所 得 がプ ラスで、法 人投資所得 が マ イナ スで ある よ うな場

合、全体 としての所 得はゼ ロであって も、当該法人 は課税 を受 け るこ とにな る)の ではな

いか とい う批判が存在 す るか もしれ ない。 しか し、 この ような批判 に対 しては、た とえ

ば、次 のよ うに こたえ るこ とが可能なのではなか ろ うか。す なわち、金融資産 に対す る投

資活 動 の か な りの部 分 は、 そ もそ も租 税 負担 の減 少 の み を唯 一 の 目的 とす る(tax-

driven)も のであ り、 その ような活動か ら生ず る人為 的損失 を分離 して閉 じ込め るこ とは

む しろ中立的でさえある。

なお、同様 の こ とは個 人所得税 にお いて も実質 的に は妥 当す る。個 人所得税 にお いて

も、利益付 け替 えによ り生ず る人為的損失 は、特別 な所得類型 を設けて、損益通 算の否定

とい うか たちでその内部 に 閉 じ込め るべ きであ る。 もっ とも、 日本 の所得 税法 にお いて

は、従来 において も、 この よ うな方向の ことは行 われ て きたの で、問題の 中心は、 む しろ

法人税 にある とい えよう。

3ミ ニマム ・タックスの導 入

以上の よ うな方法 の他 に、外 国の関連者 に対す る利益 の付 け替 えに対抗す るために は、

ミニマム ・タックスの導入 も一つ の方法で あろう。外 国へ の利益 の付 け替 えに対す る対抗

措置がなぜ 必要か といえば、 国家 の課税 管轄権 と税収 をまもるためなのであるか ら、 その

ためには、 ミニマム ・タ ックスの よ うな単純 な措置が、最 も容易 かつ効果的であ るとさえ

いえよう。

4流 通税の使用
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上 の1で すで に述べ た ように、利益 の付 け替 えに対抗す るために、何 らかの流通税(た

とえば、 印紙税)を 課税す る とい う方法 が あ りうる。 もっ とも、一 口に流通税 といって

も、様々 な態様の ものが考 えられ る。

第一 に、通行料(tollcharge)が あ る。 これは、将来 キャ ッシュ ・フロー を産 みだす一

定の 資産が 国際的 な取引において国外 に移転 され るような場合に、課 され る租税 であ る。

アメ リカには現実 にこの種 の課税 が存在す る し、 また、 ドイツにお いて も類似の課税理論

(すなわち、 資産の国外へ の移転 を、 キャ ピタル ・ゲインの実現 とみ る理論)が 存在 す る。

日本 にお いて も、平成10年 改正 において、外 国子会社 に際 して法人税法51条 の圧 縮記帳

が適用 で きな くなった。

第二 に、送金税(cashtransfertax)が あ る。 これは、納税者が国外 に送金 を行 う際に

課 され る流通税 である。発展 途上 国の中には、 この ような種類の租税 を有す る ところがあ

る。

第三 に、 印紙税(stampduties)が あ る。 すなわ ち、一定 の契約 にお いて納税者が国外

に利益 を付 け替 え るとい う合 意 を行 った場合 に、 あ るいは、納税者が 国外送金 を行 った場

合 に、何 らかの印紙税 を課税 す る という方法があ りうる。

課税理論 の世 界にお いて は、古 い租税は良い租税 であ るといわれるが、従来 の課税方式

が うま く機能 しない場合 に、古 いタイプの租 税 を用い ることには、一定 の理 由が ある とい

え よう。
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五 ま と め

租税は、経済取引 に対 して課 され る ものであ る。 したがって、租税制度には、その とき

どきの(あ るいは、 その地域 に特有の)経 済状況や取 引形 態が明確 に反映 され るものであ

る。電子的な取 引形態が国際的 な金融取引の世界 で影響力 を ましつつ ある、現代 の電脳経

済(cybernomics)の 時代 においては、世界 の租税制度 も、 その ような現実 を必然的 に反

映せ ざ るを得 ない。 クロー ズ ド・エ コノ ミー にお いて最 適 で あった租 税制度 が、 オー プ

ン ・エ コノ ミーの時代 には もはや最適 な もの とはいえな くなる とい うこ とは、必然 的なこ

となのか もしれ ない。経済活動 の進歩に追 いつけ ない租 税制度 は、必要 な税収 を もた らす

こ とがで きない。利益 の付 け替 え とい う納税者の行 動 は、 われ われに対 して、所得 課税の

時代 の終焉 をつげてい るのか もしれない。

ロン ドンのエ コノ ミス ト誌が、"DisappearingTaxes"と 題 す る記事 の中で、サ イバ ノ

ミクスの時代 においては、不動産税 と、賃金税 と、 必需品に対 す る消 費税 のみ しか税収 を

あげるこ とがで きない と書いたが、果 して本当にその ようにな ってい くのであろうか。 こ

の問題 こそ、現在、我 々が議論 しなければ ならない ものなのであ る。
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